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令和２年度当初予算について

○令和２年度は、重点施策推進方針を踏まえ、折り返しを迎える第３期ふるさと秋田元気創造プ

ランの更なる加速化を図るための施策を重点的に推進することを基本に、当初予算を編成した。

○特に、秋田の将来にとって希望の種となる「未来への投資」を、県内経済の自律的な成長力で

ある「稼ぐ力」への投資、高質な田舎を実現するための原動力である「人」への投資、県民の

あらゆる活動の基盤である「健康・安全・安心」への投資の３つの視点から推進する。

○このうち、本県の最重要課題である人口減少対策については、第２期あきた未来総合戦略に基

づき、Society5.0実現に向けた先進技術の導入等による産業振興・仕事づくり、「関係人口」

や移住促進等による新しい人の流れづくりのほか、結婚・出産・子育てへの支援、新たな地域

の支え合いや人づくりの取組を着実に推進する。

○令和２年度予算は、地方交付税が増加する一方で県税収入が大きく減少し、依然厳しい財政状

況となった。プライマリーバランスの黒字と一定の基金残高の確保を図り、財政規律の維持に

努めた上で予算編成を行ったが、今後も将来負担を拡大させることのないよう歳入・歳出の徹

底した見直しが必要。

Ⅰ 当初予算の規模・特徴

１ 予算規模

○緊急経済対策や震災対策として実施した制度融資は大きく減少する一方で、防災・減災、国土

強靭化対策や教育無償化の通年実施、新たな会計年度任用職員制度の導入等により、昨年度を

上回る予算規模を計上。

（参考）当初予算規模の推移

Ｒ元 ５,７４１億円（前年度比△１.１％）

Ｈ３０ ５,８０３億円（前年度比△１.４％）

Ｈ２９．６（肉付け） ５,８８６億円（前年度比△２.０％）

Ｈ２８ ６,００５億円（前年度比△０.２％）

Ｈ２７ ６,０１４億円（前年度比＋０.０％）

（参考）昨年度と比較した主な増減要因とその額

公共事業（防災・減災、国土強靭化対策等） ＋９２億円 制度融資事業 △６１億円

税清算金・交付金等 ＋３６億円 公債費 △２２億円

教育の無償化、修学支援 ＋１１億円

会計年度任用職員の導入等 ＋７億円 計６３億円 等

一般会計総額は５,７９４億円（対前年当初比＋５３億円、＋０.９％）
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２ 歳入・歳出の内訳（一般会計）

（１）歳 入
（ 単位：百万円、％）

Ｒ 元 当 初 Ｒ ２ 当 初 増 減 額 増減率

予 算 額 構成比 予 算 額 構成比 （R2－R元）

県 税 ９３,３５３ 16.3 ９１,４２２ 15.8 △１,９３１ △2.1

地方消費税清算金 ３９,５６３ 6.9 ４３,３１５ 7.5 ３,７５２ 9.5

地 方 譲 与 税 １８,９３０ 3.3 ２０,６０２ 3.5 １,６７２ 8.8

地 方 交 付 税 １９１,２０６ 33.3 １９４,１２２ 33.5 ２,９１６ 1.5

(地方交付税＋臨時財政対策債） （２１０,１４７） (36.6) （２１１,１００） (36.4) （９５３） (0.5)

国 庫 支 出 金 ７４,８５０ 13.0 ７８,６９０ 13.6 ３,８４０ 5.1

繰 入 金 １５,５９６ 2.7 １４,６６４ 2.5 △９３２ △6.0

うち財政２基金からの繰入 ９,８７０ 1.7 ９,１６０ 1.6 △７１０ △7.2

諸 収 入 ５２,９４６ 9.2 ４５,７３４ 7.9 △７,２１２ △13.6

県 債 ７６,３１３ 13.3 ８０,３５９ 13.9 ４,０４６ 5.3

一 般 会 計 債 等 ５７,３７２ 10.0 ６３,３８１ 11.0 ６,００９ 10.5

臨 時 財 政 対 策 債 １８,９４１ 3.3 １６,９７８ 2.9 △１,９６３ △10.4

そ の 他 １１,３３２ 2.0 １０,５０６ 1.8 △８２６ △7.3

計 ５７４,０８９ 100.0 ５７９,４１４ 100.0 ５,３２５ 0.9

※端数処理の関係で計・率が一致しない場合がある。

① 県税 ９１４億円 （前年度比 △１９億円 △2.1％）
地方消費税＋11億、法人県民税△11億、個人県民税△7億、軽油引取税△7億 など

② 地方交付税 １,９４１億円 （前年度比 ＋２９億円 ＋1.5％）
臨時財政対策債を含めた実質的な地方交付税＋10億

③ 国庫支出金 ７８７億円 （前年度比 ＋３８億円 ＋5.1％）
地方道路交付金事業＋19億、産地パワーアップ事業＋10億、次世代につなぐ水田農業総
合対策事業＋7億 など

④ 繰入金 １４７億円 （前年度比 △９億円 △6.0％）
減債基金△7億、地域活性化対策基金△3億 など

⑤ 諸収入 ４５７億円 （前年度比 △７２億円 △13.6％）
経営安定資金貸付事業△37億、中小企業振興資金貸付事業△20億 など

⑥ 県債 ８０４億円 （前年度比 ＋４０億円 ＋5.3％）
緊急自然災害防止対策事業債＋45億、防災・減災・国土強靭化緊急対策事業債＋33億、
公共事業等債＋21億、公共施設等適正管理推進事業債＋19億、緊急浚渫推進事業債
＋7億、防災対策事業債△29億、臨時財政対策債△20億、地方道路等整備事業債△14億、
行政改革推進債△11億 など
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（２）歳 出
（ 単位：百万円、％）

Ｒ 元 当 初 Ｒ ２ 当 初 増 減 額 増減率

予 算 額 構成比 予 算 額 構成比 （R2－R元）

人 件 費 １３９,２００ 24.2 １４０,７０５ 24.3 １,５０５ 1.1

公 債 費 ９８,０９４ 17.1 ９５,９０６ 16.5 △２,１８８ △2.2

公 共 事 業 ９３,７９４ 16.3 １０１,４７８ 17.5 ７,６８４ 8.2

補 助 事 業 ５６,３０３ 9.8 ６１,１１６ 10.6 ４,８１３ 8.5

単 独 事 業 １９,１１６ 3.3 １９,１９４ 3.3 ７８ 0.4

災 害 復 旧 事 業 ７,５２５ 1.3 ７,１５４ 1.2 △３７１ △4.9

国直轄事業負担金 １０,８５０ 1.9 １４,０１４ 2.4 ３,１６４ 29.2

その他投資的経費 ２３,３６５ 4.1 ２６,５１３ 4.6 ３,１４８ 13.5

社会保障関係経費 ７３,５０７ 12.8 ７２,７５８ 12.6 △７４９ △1.0

一 般 行 政 経 費 １４６,１２９ 25.5 １４２,０５４ 24.5 △４,０７５ △2.8

計 ５７４,０８９ 100.0 ５７９,４１４ 100.0 ５,３２５ 0.9

※端数処理の関係で計・率が一致しない場合がある。

① 人件費 １,４０７億円 （前年度比 ＋１５億円 ＋1.1％）
給料△4億、手当＋13億、共済費＋2億、報酬＋4億（※）

※ 報酬には会計年度任用職員制度移行に伴い賃金から報酬に移行した分を含む。

② 公債費 ９５９億円 （前年度比 △２２億円 △2.2％）
元金償還△15億、借入利子△7億

③ 公共事業 １,０１５億円 （前年度比 ＋７７億円 ＋8.2％）
地方道路交付金事業＋34億、国直轄河川事業負担金＋27億、河川改修事業＋10億、国直
轄港湾事業負担金＋10億、経営体育成基盤整備事業△8億 など

④ その他投資的経費 ２６５億円 （前年度比 ＋３１億円 ＋13.5％）
産地パワーアップ事業＋10億、能代地区専門系統合校整備事業＋9億、横手高等学校整
備事業＋8億、次世代につなぐ水田農業総合対策事業＋7億 など

⑤ 社会保障関係経費 ７２８億円 （前年度比 △７億円 △1.0％）
子どものための教育・保育給付支援事業＋7億、高等教育費負担軽減事業＋4億、国保財
政調整繰出事業△7億、高額医療費負担事業△5億、介護・訓練等給付費等負担金△4億、
介護給付費負担金△2億 など

⑥ 一般行政経費 １,４２１億円 （前年度比 △４１億円 △2.8％）
地方消費税交付金＋21億、経営安定資金貸付事業△38億、中小企業振興資金貸付事業
△20億、参議院議員選挙費△7億 など
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３ 健全な財政運営の確保

（１）県債の状況

○臨時財政対策債は減となる一方で、防災・減災、国土強靭化対策などの公共事業、高等学校の

整備等により、県債発行総額は前年度から増加。

○県債発行の増により、プライマリーバランスの黒字は前年度より縮小するものの、７０億円の

黒字を確保。

（参考）県債発行の状況

Ｒ元当初 Ｒ２当初 増 減

(A) (B) (B)－(A)
臨財債発行額 ① １８９億円 １７０億円 △１９億円

その他発行額 ② ５７４億円 ６３４億円 ６０億円

県債発行額計 ③(①+②) ７６３億円 ８０４億円 ４１億円

※端数処理の関係で積上げと増減が合わない場合がある。

（参考）県債発行額、プライマリーバランス

元金償還額 県債発行額 プライマリー Ｒ ２ 年 度 末
バ ラ ン ス 県債残高見込み

(A) (B) (A)－(B)
Ｒ２当初 ８７４億円 ８０４億円 ７０億円 1兆2,503億円

Ｒ元当初 ８８８億円 ７６３億円 １２５億円

※「元金償還額」には、市場公募債の償還財源に係る積立額を含む。

Ｒ元年度末県債残高見込み 1兆2,557億円

※端数処理の関係で積上げと増減が合わない場合がある。

県債発行総額は、国土強靭化等に係る県債発行により前年度から増加

当初予算編成時のプライマリーバランスは７０億円の黒字
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（２）財政２基金の状況

○元年度は、繰越金の未使用額や執行段階での節減等で生じた財源を基金に一時的に積み立てる

ことから、年度末の基金残高は３３１億円（実質残高は２９８億円）となる見込み。

○２年度は、「第３期ふるさと秋田元気創造プラン」に基づく事業や公債費等に充当するため、

９２億円を取り崩し、前年度の剰余金や執行段階での節減等により、決算時点での基金残高は

３３６億円（実質残高は２８７億円）であるが、前年度と比較し実質残高は１１億円減少する

見込み。

※実質基金残高とは、市場公募債の償還財源として、ルールに基づき減債基金に積み立てた額を除いた残高。

（参考）財政２基金（財政調整基金・減債基金）の取崩額と残高の推移

取崩額（当初） 当初予算編成時 年度末

財政２基金残高 財政２基金残高

Ｒ２当初 ９２億円 ２５６億円 ３３６億円

（２０７億円） （２８７億円）

Ｒ元当初 ９９億円 ２４１億円 ３３１億円

（２０８億円） （２９８億円）

Ｈ３０当初 ７６億円 ２２５億円 ３２５億円

（２０５億円） （３０５億円）

Ｈ２９．６（肉付け） ９６億円 ２４０億円 ２８３億円

（２３０億円） （２７３億円）

Ｈ２８当初 ９０億円 ２７５億円 ３２９億円

（２７２億円） （３２６億円）

※Ｒ元及びＲ２の年度末財政２基金残高は見込み。（ ）は実質基金残高。

９２億円を取り崩し、当初予算編成時の基金残高は２５６億円（実質残高は２０７億円）

決算時点の基金残高は３３６億円（実質残高は２８７億円）となる見込み
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（歳入）　引上げ分の地方消費税収 11,620百万円

　　　　　（社会保障財源化分の市町村交付金を除く）
　　　　 　　※引上げ分：1.0％(消費税5％時）→2.2％(消費税10％時)

（歳出）　社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費 72,758百万円

　　　　　　 ※社会保障関係施策全体に係る経費

（単位　千円）

国  庫  支  出  金 そ　　　の　　　他
引　上　げ　分　の
地　方　消　費　税

そ　　　の　　　他

1 社 会 福 祉 28,694,947 3,349,970 239,881 4,298,594 20,806,502

(1)障 害 者 福 祉 11,724,101 1,211,719 306 1,799,919 8,712,157

(2)高 齢 者 福 祉 1,746,708 28,771 135,384 270,971 1,311,582

(3)児 童 福 祉 13,261,654 909,676 104,190 2,097,115 10,150,673

(4)母 子 福 祉 244,376 5,521 40,898 197,957

(5)生 活 保 護 1,718,108 1,194,283 1 89,691 434,133

2 社 会 保 険 41,940,028 37,975 7,174,634 34,727,419

(1)介 護 保 険 18,201,780 37,855 3,110,098 15,053,827

(2)国 民 健 康 保 険 8,825,035 1,511,057 7,313,978

(3)後 期 高 齢 者 医 療 14,913,213 120 2,553,479 12,359,614

3 保 健 衛 生 2,123,373 809,148 456,349 146,889 710,987

(1)医 療 1,647,969 807,004 143,993 696,972

(2)疾 病 予 防 対 策 14,909 1,893 2,229 10,787

(3)医 療 提供 体制 確保 460,495 251 456,349 667 3,228

計 72,758,348 4,159,118 734,205 11,620,117 56,244,908

※引上げ分の地方消費税収は全て社会保障施策に要する経費に充てることとされている。

　 また、当該税収で不足する分については、地方交付税を含む一般財源を充当している。

予　　　算　　　額区　　　　　　　　分
特　　　　定　　　　財　　　　源 一　　  　般　 　　財　　　源

【 参 考 】

財 　         　源  　        　内  　       　 訳

     その他社会保障施策に要する経費

引上げ分の地方消費税収（社会保障財源化分の市町村交付金を除く）が充てられる社会保障４経費
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Ⅱ 主要施策の概要
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「稼ぐ力」への投資

【①県外からの資金の流れの強化】

①【拡充】東京２０２０オリンピック・パラリンピック関連事業

（P93・104・108・109・110・111・128) 336,104千円
○東京オリンピック・パラリンピック期間中の訪日外国人等への情報発信やホストタウン

市町村と連携した交流事業のほか、出場選手の育成等を実施する。

(1)交流人口の拡大

・事業内容 オリンピック聖火リレー及びパラリンピック聖火フェスティバルの実施

オリンピック・パラリンピック期間中に開設される「東北ハウス」や

訪日外国人向けイベント等での情報発信

県内における秋田の伝統芸能に親しむ文化事業の実施

ホストタウン市町村と連携した事前合宿や交流事業の実施

(2)選手の育成

・事業内容 東京パラリンピック等の国際大会を目指すアスリートの活動支援

(3)ウッドレガシーの活用

・事業内容 東京オリンピック・パラリンピック大会の選手村ビレッジプラザに利用

された県産材による木製品の製作及び公共施設への設置

②【拡充】インバウンド誘客集中プロモーションの展開（P104) <一部再掲>

345,373千円
○海外からの観光誘客を促進するため、ＩＣＴを活用した訪日外国人受入環境整備を進め

るほか、東京オリンピック・パラリンピック期間中の訪日外国人への情報発信や、重点

市場に対する集中的なプロモーション等を展開する。

・事業内容 ＱＲコードを活用した観光施設の案内板の多言語化

スマートフォンへのプッシュ配信などによる街歩き周遊案内

オリンピック・パラリンピック期間中に開設される「東北ハウス」や訪日

外国人向けイベント等での情報発信

デジタルプロモーションによる広告配信

重点市場(台湾、中国・香港、韓国、タイ)におけるプロモーション

③宿泊施設経営革新支援事業（P103) 51,600千円
○本県観光の課題とされる宿泊施設の充実強化に向け、地域の拠点となる魅力的な施設づ

くり等に支援するとともに、従業員不足に対応した、生産性向上に係る施設改修への支

援や対応策の検討などを行う。

・事業内容 地域観光集客拠点構築支援（1/2(国1/2、県1/2)、限度額4,000万円）

宿泊施設経営革新支援（1/2(県10/10)、限度額100・500万円）

宿泊業における生産性向上や外国人材受入れに関する研修の開催
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④【拡充】秋田の観光宣伝力強化事業（P103) 77,167千円
○首都圏等からの更なる誘客を図るため、テーマやターゲットを絞り込んだプロモーショ

ンを展開する。

・事業内容 航空会社等の交通事業者と連携した冬季誘客の促進

オンライン旅行予約サイトにおける秋田県特集ページの掲載

世界自然遺産を有する１都１道３県が連携したＰＲの実施

インターネットを活用したデジタルプロモーション 等

⑤【拡充】東北デスティネーションキャンペーン推進事業（P104) 59,585千円
○令和３年４～９月に開催されるデスティネーションキャンペーンに向け、東北６県が一

体となってプロモーション等を展開する。

・事業内容 全国宣伝販売促進会議及びエクスカーションの開催

ウェブサイトやＳＮＳ等を活用した情報発信

広域周遊ルートの整備 等

⑥あきたびじょんブランド化推進事業（P104) 39,567千円
○秋田ファンの拡大を図るため、様々なメディアを活用して本県の魅力を発信する。

・事業内容 インスタグラムを活用したフォトコンテスト

音楽大使を活用したプロモーション

あきたびじょんウェブマガジンの制作

県内ロケ支援ネットワークと連携したＴＶ番組等の制作サイドへの企画提案 等

⑦【拡充】東京２０２０オリンピック聖火リレー開催事業（P111) <再掲>

142,651千円
○県内におけるオリンピック聖火リレー及びパラリンピック聖火フェスティバルを実施する。

(1)オリンピック聖火リレー

・開催市町村 湯沢市、横手市、由利本荘市、美郷町、大仙市、仙北市、秋田市、

潟上市、八郎潟町、大潟村、能代市、大館市、男鹿市、鹿角市(14市町村)

・期 間 令和２年６月９日（火）、10日（水）

(2)パラリンピック聖火フェスティバル

県内25市町村で採火された火を集火し、東京都に送り出す式典（集火式・出立式）

の開催 等

⑧ＦＩＳワールドカップモーグル大会開催事業（P111) 54,968千円
○田沢湖スキー場の魅力を世界に発信するとともに、県内スキー競技のレベル向上を図る

ため、ＦＩＳ(国際スキー連盟)主催のワールドカップモーグル大会を開催する。

・会 場 田沢湖スキー場（黒森山モーグルコース）

・大会期間 令和３年２月下旬（予定)

・運営主体 県、仙北市、県スキー連盟等による組織委員会
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⑨【拡充】第76回国民体育大会冬季大会

スキー競技会開催事業（P112) 107,868千円
○第76回国民体育大会冬季大会スキー競技会を実施する。

・開 催 地 鹿角市

・開催時期 令和３年２月18日（木）～21日（日）

⑩【新規】秋田の伝統芸能魅力発信事業（P108) <再掲> 26,554千円
○本県への誘客促進を図るため、県外イベントにおける伝統芸能等のＰＲ活動に加え、県

内において秋田の伝統芸能に親しむ文化事業を実施する。

・事業内容 「あきた２０２０伝統芸能フェスティバル」の開催

東京オリンピック・パラリンピック関連イベントへの伝統芸能団体の派遣 等

⑪魅力ある秋田の里づくり総合支援事業（P99） 14,755千円
○中山間地域の活性化及び交流人口の拡大を図るため、食や伝統文化、棚田や水辺環境な

どの地域特性を生かした都市との交流や６次産業化を推進する。

・事業内容 空き家等の改修による交流拠点施設の整備支援

新たな農産物の試験栽培、加工品開発等の支援

地域資源を活用した都市農村交流の促進支援

⑫【拡充】「秋田港クルーズ」まちづくり拠点形成事業（P106) 87,578千円
○クルーズ船寄港地である秋田港を基点とした賑わい創出と活性化を目指し、地域と一体

となってクルーズ拠点を活かしたまちづくりを推進する。

・事業内容 歓送迎プロモーション（大曲の花火打ち上げ等）

クルーズターミナルとクルーズ列車を結ぶシャトルバスの運行

クルーズ船を誘致するための海外船社の招へい

ＣＩＱ（入出国手続き全般のこと）用テント等設営業務 等

（ＭＳＣベリッシマ 令和２年４月東北初寄港 写真提供:ＭＳＣクルーズ）
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⑬あきた企業立地促進助成事業（P73） 2,386,543千円
○本県にとって経済波及効果の大きい企業の立地を促進し、雇用の創出を図るため、工場

等の新増設に伴う設備投資等に要する経費に対し助成する。

・補助対象 製造業、情報通信関連業 等

・補助要件 投下固定資産額３億円以上、新規常用雇用者10人以上

・補 助 率 10％（加算制度あり）

・限 度 額 ５億円（加算制度あり）

【②生産性の向上】

①スマート農業加速化実証プロジェクト事業（P86） 22,341千円
○生産性の向上を図り、労働力不足に対応するため、最新のＩＣＴ等を活用した省力低

コスト技術によるスマート農業の実証を行う。

(1)園芸一貫体系の実証（キク）

・実施主体 実証生産者、農業試験場、ＪＡ、農業機械・ＩＣＴを扱う民間企業等

からなるコンソーシアム

・事業内容 ＩＣＴ計画生産・出荷管理システム、畝内部分施用機、一斉収穫を可

能とする機械等の活用による生産・出荷の実証

(2)大規模水田農業経営の実証（水稲・大豆）

・実施主体 実証生産者、農業試験場、農業機械・ＩＣＴを扱う民間企業等からなる

コンソーシアム

・事業内容 水稲・大豆の両作業に使用できるＧＰＳ自動操舵トラクター、ＧＰＳ

自動運転・収量測定コンバイン等の活用による生産の実証

②関係機関連携によるＩＣＴ利活用推進事業（P73・149) 5,783千円
○県内産業の振興や県内企業の人手不足への対応を図るため、行政や商工団体、金融機関

等が連携し、多様な分野におけるＩＣＴ利活用の推進に向けた活動等を実施する。

(1)秋田ＩＣＴ戦略事業

・事業内容 官民連携組織「秋田デジタルイノベーション推進コンソーシアム」の運営

先進技術に関する県民の理解を深め、県内企業への導入促進を図ること

を目的としたＩＣＴフェアの開催

(2)中小企業・小規模事業者情報化促進事業

・事業内容 情報化推進ワーキンググループの運営

経営指導員等を対象としたＩＣＴスキルアップ研修会の開催

③ＩｏＴ等先進技術導入促進事業（P67) 12,092千円
○県内企業の生産性の向上や付加価値の向上を図るため、急速に進展しているＩｏＴ、

ＡＩ等先進技術の普及・導入を促進する。

・事業内容 先進技術導入セミナー及びＩｏＴ技術体験研修会等の開催

ＩｏＴ等先進技術の導入モデルとなる企業の取組に対する支援

県内企業への導入促進を図るための企業連携による実証実験の実施
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④【新規】製造業向けＩｏＴ導入実践事業（P67) 1,904千円
○県内製造業のＩｏＴ導入による生産性の向上や付加価値の向上を図るため、先進的なモ

デルシステムのトライアル導入を支援する。

⑤【新規】デジタルイノベーション

実証プロジェクト形成促進事業（P68) 1,502千円
○新たなビジネスモデルの創出や地域課題の解決を図るため、ＩｏＴ、ＡＩ、ＶＲ等の先

進技術を活用した実証プロジェクトの形成やその推進に向けた支援を行う。

・事業内容 先進技術に精通した人材を招へいしたセミナー等の開催

⑥【拡充】食品事業者基盤強化事業（P71) 11,344千円
○食品製造事業者の事業基盤と競争力の強化を図るため、事業活動の中核を担う人材の育成

や製造環境の整備、地域資源の活用などによる事業拡大に向けた取組等への支援を行う。

・事業内容 マーケティングや製造マネジメントに係る講座等の実施

食品加工機器等の整備や県内受発注の促進に向けた相談窓口の設置

事業拡大に向けた取組を支援するコーディネーターの配置 等

【③県外・国外への展開】

①【拡充】「世界へ羽ばたけ！秋田の食」

輸出・誘客促進事業（P107) 19,904千円
○県産品の輸出拡大やインバウンド誘客を図るため、民間事業者等と連携して、海外で食

と観光を一体的に売り込むプロモーション等を展開する。

・対象市場 台湾、パリ、タイ、韓国、 大連

・事業内容 現地バイヤー等の招へいや商談会の開催

食と観光をＰＲする物産展の開催 等

②【拡充】農産物グローバルマーケティング推進事業（P92) 34,914千円
○県産農産物の海外販路を拡大するため、企業と連携し、多様な輸出ルートの構築や消費

者ニーズを把握するための調査等を実施する。

・事業内容 沖縄県における外国人旅行者を対象としたテストマーケティング

シンガポールの大手百貨店における秋田県フェアの開催

輸出障壁となる植物検疫条件に対する生産出荷体系の確立 等

③【新規】秋田牛輸出拡大強化事業（P93） 40,164千円
○タイ・台湾への秋田牛の輸出拡大を図るとともに、台湾輸出向け食肉処理施設の認定に

必要な施設設備改修を支援する。

・事業内容 現地でのプロモーション試食会等の開催

台湾向け輸出基準を満たすための施設整備に対する支援 等
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④東アジア経済交流強化事業（P74） 10,766千円
○東アジア地域とのビジネスを拡大するため、政府機関等との協議を行うほか、現地サポ

ート体制の構築等により県内企業を支援する。

・事業内容 ロシア・東南アジアにおける現地サポート体制の構築

経済交流の覚書を締結している中国延辺州政府代表団の招へい 等

⑤【拡充】環日本海物流ネットワーク構築推進事業（P73） 29,634千円
○秋田港を環日本海地域における物流拠点とするため、国際コンテナ航路の維持・拡充を

進める。

・事業内容 秋田港を利用して輸出入を行う荷主への助成

物流の将来を考える協議会の開催及び物流実態調査分析の実施 等

⑥【新規】発酵の国あきた魅力発信事業（P108) 16,599千円
○本県が誇る優れた発酵食文化をコンテンツとして活用した観光誘客を促進するため、官

民一体となってあきた発酵ツーリズムの取組を推進する。

・事業内容 あきた発酵ツーリズム推進協議会の開催及び受入体制整備に対する支援

首都圏テレビ局とタイアップした体験ツアーの開催

発酵食文化の情報発信を担う「あきた発酵マイスター」の育成 等

⑦【新規】県産農産物販売力強化支援事業（P92) 7,396千円
○自ら販路拡大に取り組む農業者等を育成し、県外や海外への展開を促進するとともに、

農産物のブランド化に向けた取組を支援する。

・事業内容 販路開拓に取り組む農業者等への販路拡大活動に対する支援

プレミアムなトップブランド農産物を創出する取組 等

⑧【新規】あきた食品産業活性化対策事業（P108) 29,533千円
○新技術の活用や新分野への取組により規模拡大を目指す事業者に対し、ソフトやハード

面の支援を実施する。

・事業内容 新たな技術の導入や取組に必要な設備整備の支援

首都圏の中食・外食企業と県内企業のマッチング等を通じた販路開拓の支援 等
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⑨【拡充】秋田米をリードする新品種デビュー対策事業（P90) 128,124千円
○新品種の令和４年度の市場デビューに向け、栽培方法の基準策定等の生産対策やブラン

ドイメージ構築のための流通・販売対策、戦略的な情報発信等を総合的に実施する。

・事業内容 栽培特性把握のための栽培試験

ブランドコンセプト・デザイン制作

名称公募、名称発表イベント、マスメディアを活用した話題創出 等

⑩新時代を勝ち抜く！農業夢プラン応援事業（P83） 342,601千円
○収益性の高い複合型生産構造の確立を図るため、経営の複合化や６次産業化、新規就農

に必要な機械・施設等の導入に対し支援する。

・実施主体 認定農業者、認定就農者、６次産業化法認定事業者 等

・補助対象 野菜、花き、果樹、土地利用型作物、畜産の生産や６次産業化への取組等

に必要な機械・施設等の整備

・補 助 率 1/3（農外からの新規就農者の場合は1/2）（県10/10）

⑪【新規】次世代につなぐ水田農業総合対策事業（P89) 756,533千円
○将来にわたる水田農業の維持・発展を図るため、「秋田米生産・販売戦略」に基づき低

コスト化や業務用米シェア拡大等の取組を推進する。

・事業内容 業務用米の生産拡大に取り組む農業法人への支援

ＩＣＴ農機等の先進技術導入実証 等

⑫【新規】秋田のやさい総合推進事業（P85） 11,212千円
○本県の主力野菜の生産拡大や品質向上を推進するほか、中山間地域等の特色ある取組の

支援や県オリジナル品種の生産基盤づくり等を実施する。

・事業内容 えだまめ、ねぎの販売促進活動

アスパラガス、きゅうりの新しい栽培方式の実証 等

⑬メガ団地等大規模園芸拠点育成事業（P84） 711,214千円
○複合型生産構造への転換を加速し、野菜や花き等の産出額を飛躍的に増大させるため、

本県の園芸振興をリードする大規模団地を整備する。

・補 助 率 国庫補助対象の場合 13/20（国10/13、県3/13）

国庫補助対象外の場合 1/2（県10/10）
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区分 地区名 品目・規模等

継続 鹿角市末広地区 ねぎ(露地13ha)、キャベツ(露地３ha）

北秋田市綴子地区 にんにく(露地5.1ha)

秋田市上北手地区 ダリア(露地0.2ha、施設６棟)、えだまめ(露地６ha) 等

にかほ市畑地区 ｱｽﾊﾟﾗｶﾞｽ(施設24棟)、ばれいしょ(露地３ha) 等

横手市和村地区 きゅうり(露地0.5ha、施設33棟)

新規 ①能代市浅内・磐・ ねぎ(露地20.8ha)

竹生・比八田地区

②能代市吹越・朴瀬、 ねぎ(露地10.8ha)、キャベツ(露地15.5ha）

常盤・築法師地区

③八峰町八峰・三種町 ねぎ(露地16.5ha)、キャベツ(露地2.5ha）

八竜地区

④美郷町畑屋中央地区 きゅうり(施設34棟)

⑤湯沢市関口地区 せり(露地２ha、施設56棟)、ねぎ(露地2.5ha)、小ギク

(露地1.5ha)

⑭【拡充】秋田牛ブランド確立推進事業（P88） 10,764千円
○秋田牛の有利販売と全国メジャー化に向け、県内外における秋田牛ブランドの浸透を図

るとともに、首都圏における販路拡大に向けた対策を実施する。

・事業内容 著名飲食店での秋田牛メニュー化の推進

ギフトシーズンにおける販売促進キャンペーンの実施 等

⑮【新規】若い担い手の和牛力向上支援事業（P88） 9,610千円
○若い担い手のフォローアップ及び繁殖能力の高い「ふくはな５」系統雌牛の増殖により

生産性向上を図り、本県の肉用子牛の生産基盤を強化する。

・事業内容 若い担い手への繁殖及び衛生管理技術向上支援

「ふくはな５」系統雌牛の導入 等
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⑯【拡充】あきたの酪農推進対策事業（P88） 28,834千円
○酪農経営の体質強化と生乳生産の維持拡大を図るため、牛群改良を推進するとともに、

規模拡大や生産性向上を図る取組を支援する。

・事業内容 牛群検定情報の分析及びデータ活用の推進

乳用初妊牛の導入支援

第15回全日本ホルスタイン共進会の出品に対する支援 等

⑰【新規】未来につなぐ豊かな海づくり推進事業（P96) 14,343千円
○昨年開催した「天皇陛下御即位記念第39回全国豊かな海づくり大会・あきた大会」を契

機として水産業の振興を図るため、県産水産物のブランド化に向けた取組を支援するほ

か、高品質化に向けた蓄養殖の実証試験を行う。

・事業内容 消費量拡大に向けた地魚普及キャンペーン等の実施

水産物コーディネーターによる販路開拓等の支援

養殖いけすによるブリ等の蓄養殖実証 等

⑱【拡充】秋田の内水面漁業振興事業（P96） 2,379千円
○内水面漁業の振興を図るため、資源回復に向けた実証試験を行うとともに、魚食被害を

もたらす外来魚及びカワウ対策を実施する。

・事業内容 アユの早期放流による資源対策効果の検証

カワウ調査及び駆除支援 等

⑲【拡充】水産資源戦略的増殖推進事業（P97） 9,894千円
○「つくり育てる漁業」を推進するため、稚魚放流による効果の検証等に取り組むととも

に、養殖業の振興に向けた大型マスの開発等を行う。

・事業内容 マダイ、ヒラメ及びトラフグの放流

生食用大型マス類の開発

ギバサの養殖生産拡大に向けた種苗生産技術の確立及び養殖試験の実施

⑳ウッドファーストあきた推進事業（P94） 87,919千円
○木材を優先利用する「ウッドファースト」を県民運動として展開するとともに、住宅

分野での県産材利用を促進する。

・事業内容 木造・木質化の優良モデル建築物の表彰

秋田スギなどを活用した新築住宅の建築等を提案する工務店等に対する助成

 次代につなぐ再造林促進対策事業（P95） 34,848千円
○再造林を促進するため、森林施業の低コスト化技術の開発普及と林業経営体による低

コスト化に向けた取組を支援する。

・事業内容 下刈り等の作業省力化に向けた調査の実施及びガイドライン等の作成支援

低コスト化を図りながら再造林を実施する林業経営体に対する助成
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 【新規】非住宅分野における県産材需要拡大事業（P93）<一部再掲> 29,040千円
○木材利用が低位な住宅以外の建築物における木造・木質化の促進に向け、都市部との

ネットワーク構築や木質耐火部材の開発、木造設計の人材育成等を行う。

・事業内容 都市部の木造・木質ニーズ把握及び県産材の需要開拓活動

木質２時間耐火部材の開発

木造・木質化に精通した建築士等を育成する研修等の実施

東京オリンピック・パラリンピック大会の選手村ビレッジプラザ

に利用された県産材による木製品の製作及び公共施設への設置

 【拡充】小規模企業者体質強化支援事業（P70) 109,764千円
○経営力向上に意欲のある小規模企業者が商工団体等からの支援を得ながら行う販路開拓

等に向けた取組に対して支援するとともに、企業連携に係るハウツーブックを作成・配

布する。

(1)小規模企業者元気づくり事業

・補 助 対 象 小規模企業者の生産性向上等の取組に対する支援等

グループ化（２社以上）して行う生産性向上等の取組に対する支援等

・補 助 率 1/2（県10/10）※グループの場合 2/3

・限 度 額 100万円

(2) 企業連携ハウツーブック作成事業

企業連携による小規模企業者の経営力強化を図るため、協業化、業務提携、合併等

に係る手法、先進事例等を掲載したハウツーブックを作成・配布する。

 【拡充】伴走型ものづくり中核企業育成支援事業（P66) 5,840千円
○中核企業等の更なる成長を促し、地域を牽引する企業へ育成するため、県及び支援機関

等で構成する「ものづくり中核企業支援タスクフォース」による伴走的な支援を行うほ

か、Ｍ＆Ａや株式上場に向けた機運醸成等を図る。

・事業内容 中核企業等の更なる成長に向けた課題の把握や最良の支援策の提案を行う

タスクフォースマネージャーの配置

Ｍ＆Ａや株式上場への機運醸成や知識向上を図るセミナーの開催

 ヘルステック産業研究開発支援事業（P66) 42,000千円
○県内大学や公設試験研究機関等とコンソーシアムを形成し、医療分野の課題解決に向け

た研究開発に取り組む事業者を支援する。

・事業内容 がんの遠隔診断を可能にする医療機器の開発等

 【新規】ヘルスケア産業振興事業（P66) 1,358千円
○市場規模の拡大が予想されるヘルスケア産業への参入を促進するため、「秋田県次世代

ヘルスケア産業協議会」のネットワーク強化を図るとともに、ヘルスケアビジネスの先

行事例等に関するセミナーを開催する。

 新世代パワーユニット中核拠点創生事業（P65） 221,611千円
○自動車・航空機産業における電動パワーユニット分野への参入拡大や県内サプライチェ

ーンの形成を図るため、量産受注体制の構築を支援する。

・事業内容 量産受注体制構築に向けた設備設置費に対する支援等
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 航空機システム電動化研究・開発推進事業（P64） 424,794千円
○航空機電動化システムの開発やそれに伴う地域人材の開発により県内製造業の高度化・

競争力強化を推進するため、高効率モーターコイル等の本県固有技術を起点とした県内

大学（秋田大学、秋田県立大学）によるモーター及びその周辺機器・システムの研究、

地域と連携した開発等に対し支援する。

・補 助 先 秋田大学、秋田県立大学

・事業内容 新世代モーター等の研究開発等

・補 助 率 10/10（国2/3、県1/3 等）

 かがやく未来型中小企業応援事業（P70) 72,261千円
○県内経済の活性化を図るため、意欲を持って自社の競争力の強化を図ろうとする県内中

小企業を「かがやく未来型中小企業」に採択し、当該企業の新たな取組を支援する。

・補助対象 県内企業が行う新商品・新サービスの開発、ＩｏＴ等先進技術対応、機械

器具の導入 等

・補 助 率 1/3（県10/10）

・限 度 額 500万円

 【拡充】新エネルギー産業創出・育成事業（P65） 30,330千円
○新エネルギー関連産業の拡大のため、県内企業による新エネルギー分野への参入を促進する。

・事業内容 洋上風力に関する県民の理解促進に向けた啓発イベントや広報の実施

県内企業による洋上風力発電メンテナンス技術者の養成や技術開発の取組

に対する支援（補助率1/2（県10/10）） 等
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【④インフラの強化】

①【新規】秋田港アクセス道路整備事業（P141） 567,160千円
○秋田港～秋田北ＩＣ間のアクセス機能の強化を図るため、バイパスを整備する。

・全 体 計 画 延長6.12km

・全体事業費 145億円

・事 業 期 間 令和２～11年度（予定）

②地方道路交付金事業（道路整備費分）（P142） 4,357,904千円
○大館能代空港や日本海沿岸東北自動車道との連携強化を図るとともに、道路災害等から

交通の安全性を確保するため、バイパスを整備する。

（主な箇所）

【大館能代空港西線（鷹巣西道路）】

・全 体 計 画 延長5.25km

・全体事業費 105億円

・事 業 期 間 平成24～令和２年度（予定）

③【新規】大森ふ頭用地造成事業（特別会計）（P75) 85,000千円
○洋上風力発電の基地港として、能代港のふ頭用地の整備を行うことにより、関連産業の

集積や風力発電の拠点を形成する。

・全 体 計 画 ふ頭用地造成10ha、護岸工L=約700m

・全体事業費 41億円

・事 業 期 間 令和２年度～６年度（予定）
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「人」への投資

【①自然減・社会減の抑制】

①【拡充】関係人口創出・拡大関連事業

（P49・50・60・75・92・107・108) <一部再掲> 151,807千円
○人口減少下にあっても地域経済の活性化や持続可能な地域づくりを実現するため、県外

居住者の知見や行動力を活かして秋田を盛り上げる取組を活性化させる。

(1)「関係人口」の受入体制の構築を進める取組

・事業内容 市町村や各関係団体からなるプロジェクト会議の開催

(2)「関係人口」の創出・拡大を図る具体的な取組

①「関係人口」が秋田を訪れて貢献するための取組

・事業内容 山菜ファンを活用した元気ムラ応援隊の拡大

地域住民向け普及冊子の作成

首都圏テレビメディアと連携した番組制作と視聴者体験ツアーの実施

副業や兼業等による首都圏の大企業人材等の活用支援 等

②「関係人口」が県外に居ながら貢献するための取組

・事業内容 県人会等交流推進員の配置

首都圏秋田ファン団体と連携した移住交流ミーティングの開催

移住者等団体による県内移住交流ツアーの開催

首都圏・関西圏大手企業の社員食堂での県産食材メニューを提供する

フェアの開催 等

③「関係人口」等の新たな人の動きにつながる取組

・事業内容 秋田の優れた教育環境を体験する教育留学の推進

「あきた２０２０伝統芸能フェスティバル」の開催

集落行事体験プログラムの作成、実践

先輩移住者からの秋田暮らしの魅力発信や関係人口情報の発信拠点と

なる新たなポータルサイトの構築 等

②【拡充】移住総合推進事業（P49・50) <一部再掲> 71,242千円
○移住希望者の多様なニーズに対応した移住施策を展開するため、市町村や民間団体等、

多様な主体と連携した移住支援体制を構築し、「人が人を呼ぶ好循環」を創出する。

(1)移住情報発信事業

・事業内容 首都圏での移住情報の発信拠点、相談窓口の設置

全国規模の移住イベントへの出展

移住者ガイドブックの作成 等

(2) 移住ポータルサイトリニューアル事業

・事業内容 移住支援情報に加え、先輩移住者等からの秋田暮らしの魅力発信や関

係人口情報の発信拠点となる新たなポータルサイトを構築

(3)移住者等ネットワーク構築事業

・事業内容 先輩移住者による地域の魅力発信や定着サポートの推進等

(4) 「人が人を呼ぶ好循環」推進事業

・事業内容 首都圏秋田ファン団体と連携した移住交流ミーティングの開催

移住者等団体による県内移住交流ツアーの開催
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③【拡充】Ａターン就職促進事業（P50) 104,001千円
○Ａターン就職の促進や県内企業の人材確保等を図るため、マッチング機会の提供や各種

支援を行う。

(1)Ａターンプラザ運営事業

・事業内容 Ａターン相談員による相談、Ａターン就職面接会 等

(2)移住支援金交付事業

東京圏から本県に移住し、特定の対象企業に就職又は創業した場合に移住支援金を

給付する。

・補 助 対 象 東京圏から移住し、対象企業に就業又は創業した者

・対 象 企 業 ・地域経済を牽引する法人

・地域の安全・安心を支える法人

・産業人材の確保のため働きやすい職場づくりに取り組む法人

・補 助 額 単 身 世 帯 の 場 合 60万円/世帯（国1/2、県1/4、市町村1/4）

単身世帯以外の場合 100万円/世帯（国1/2、県1/4、市町村1/4）

・県単加算額 100万円/世帯（単身世帯の場合は60万円/世帯）

先進技術の活用を担う人材又は人材不足が特に深刻な分野における

技術職・専門職として就業する場合

(3) あきた移住・就業フェア開催事業

市町村や企業等と連携し、移住の重要なポイントとなる暮らしや仕事について総合

的に情報提供、相談対応、企業とのマッチングを行うフェアを首都圏で開催する。

項目 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
令和元年度
12月現在

移住定住登録世帯数 153世帯 331世帯 524世帯 566世帯 579世帯 602世帯
移住世帯数 7世帯 58世帯 137世帯 177世帯 217世帯 191世帯
移住者数 20名 123名 293名 314名 459名 409名
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④首都圏新卒者等の県内就職を

促進させるための取組（P51・52・76) 22,909千円
○首都圏の新卒大学生や第二新卒者などの県内就職を促進するため、就職支援情報の提供

や意識醸成等を行う。

(1)県内就職相談体制整備事業

・事業内容 東京事務所内に「あきた学生就活サポーター（相談員）」を配置

首都圏大学に在籍する本県出身学生へ就職支援情報等を提供

県内就職希望学生に対する継続的な相談対応の実施

(2)秋田県就活総合支援事業

・事業内容 県就活情報サイト「KocchAke!」や就活総合情報誌による県内企業や

就職支援情報の提供等

(3)県内企業における新卒採用支援事業

・事業内容 採用活動の全体設計やＰＲ動画の作成スキル向上研修

(4)インターンシップ受入強化事業

・事業内容 県就活情報サイト「KocchAke!」から申込みができるマッチング機能の新設

(5)いま若者に伝えたい企業の魅力発信事業

・事業内容 魅力ある取組を行う県内企業の取材

ＳＮＳやＷＥＢマガジンを通じた情報発信

⑤高校生県内就職率ＵＰ事業（P51) 10,169千円
○県内高校生に対し、早期から地元企業が身近になるような機会を提供し、地元企業や仕

事に対する理解を深め、高校生の県内就職の促進と定着を図る。

(1)トップが語る秋田の企業（職場見学）

高校１年生から地元企業に目を向け、県内就職を意識付けるための職場見学や経営者

講話等を行う。

(2)秋田の企業魅力発信強化事業（企業説明会）

高校２年生が進路志望を決定する前に、多くの県内企業の情報を収集できるよう、地

域振興局単位で企業説明会を開催する。

⑥【新規】秋田型教育留学推進事業（P49) <再掲> 6,794千円
○関係人口の増加や移住・定住の促進を図るため、秋田の優れた教育環境を体験する教育

留学を推進する。

・事業内容 オーダーメイド型長期留学の受入

短期チャレンジ留学の受入 等

⑦【新規】結婚に希望をもてる社会づくり推進事業（P53) 19,040千円
○県民の誰もが結婚・出産・子育てに希望をもてるよう、社会全体で結婚を応援する機運

の醸成や独身者の出会いの機会の創出を図る。

(1)結婚支援施策の周知広報事業

・事業内容 あきた結婚支援センターのＰＲ

あきた結婚応援パスポートのＰＲと協賛店の拡大 等

(2)ライフデザイン学習推進事業

・事業内容 少子化対策副読本の作成及び活用（高校生向け）
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(3)独身者の出会い交流促進事業

・事業内容 企業同士による交流会の開催支援

企業間交流を進める「すこやかあきた出会い応援隊」の養成

婚活力向上支援セミナーの開催

(4)多様な出会いの機会創出支援事業

・事業内容 出会いイベントや企業間交流会等に対する助成

・補 助 率 10/10（県10/10）

・限 度 額 15万円

⑧【拡充】妊娠・出産への健康づくり支援事業（P58) 107,166千円
○安心して妊娠・出産ができる環境づくりに向けて総合的支援を行う。

・事業内容 不妊専門相談センターの設置

特定不妊治療費に対する助成（【拡充】対象者に事実婚の夫婦を追加）

母子保健コーディネーターの育成

プレパパスクール講座の実施 等

⑨【拡充】オール秋田で子育てを支える地域づくり推進事業（P54) 2,860千円
○子どもが健やかに成長することができる社会の実現に向け、多くの世代が子育て支援に

関わる機運の醸成と支援体制の充実を図る。

・事業内容 地域の子育て支援団体や子育て応援イベントによる啓発

元気な高齢者による子育て支援への参画促進

⑩子どものための教育・保育給付支援事業（P56) 6,194,200千円
○幼児期の学校教育・保育環境の充実を図るため、市町村が私立の幼稚園、保育所及び認

定こども園に支弁する運営費等の一部を助成する。

(1)施設型給付

・事業内容 各施設運営費の一部負担

(2)地域型保育給付

・事業内容 小規模保育事業、事業所内保育事業等の運営費の一部負担

(3)子育て支援施設利用給付

・事業内容 認可外保育施設の運営費や一時預かり経費等の一部負担

(4)幼児教育・保育無償化円滑化事業

・事業内容 幼児教育の無償化に係る県及び市町村の事務費

⑪すこやか子育て支援事業（P56) 776,369千円
○子育てにかかる経済的負担の軽減を図るため、乳幼児の保育料等に対し助成する。

（負担割合は県1/2、市町村1/2）

(1)保育料助成事業

・事業対象 未就学児の保育料

・助 成 率 世帯年収や子どもの数に応じて1/4～全額助成

(2)副食費助成事業

・事業対象 幼稚園、保育所等を利用する３歳以上の未就学児の副食費

・助 成 率 世帯年収や子どもの数に応じて1/4～全額助成

（年収360万円までの世帯は副食費免除）
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(3)子育てファミリー支援事業

・事業内容 新たに第３子以降が生まれた世帯（施設利用者及び在宅育児者）に対

し、未就学期間に一時預かり等の利用料を助成

・助 成 額 15千円/世帯（上限額）

⑫あきた安全安心住まい推進事業（住宅リフォーム推進）（P49・58)

281,943千円
○住宅の増改築・リフォームに係る工事（工事費50万円以上）等に対し助成する。

①子育て世帯枠

・持ち家型 補助対象 18歳以下の子２人以上が同居している親子世帯

補 助 率 補助対象工事費の20%（県10/10、限度額40万円）

・中古住宅購入型 補助対象 18歳以下の子１人以上が同居している親子世帯

補 助 率 補助対象工事費の30%（県10/10、限度額60万円）

②移住世帯枠

・中古住宅購入型 補助対象 県外から移住し、中古住宅を購入する世帯

補 助 率 補助対象工事費の30%（県10/10、限度額60万円）

※住宅状況調査は30%、10万円

・ 定着回帰型 補助対象 県外に居住し再び県内に住所を定める世帯等

補 助 率 補助対象工事費の20%（県10/10、限度額40万円）

③災害復旧支援枠

・持ち家型 補助対象 自然災害により被災した住宅に居住する世帯

補 助 率 補助対象工事費の10%（県10/10、限度額 8万円）

【②人材の確保・育成】

①【拡充】外国人材の受入体制整備事業

（P76・81・103・126・132) <一部再掲> 16,672千円
○出入国管理及び難民認定法の改正に基づく新たな在留資格の創設や、各分野における人

材不足の顕在化を踏まえ、外国人材の受入体制の整備等を図る。

(1)関係機関と連携したサポート体制

事業者団体、労働局、県、市町村等で構成する連絡協議会において、円滑な受入れ

や地域との共生に向けた各機関における取組の情報共有、課題等の意見交換を行う。

(2)企業向け支援体制

①統 括 事 業 外国人雇用サポートデスクにおける相談対応

受入れの方法や先進事例の紹介等を行うセミナーの開催

受入れ・定着を図るための取組に対する助成 等

②分野別事業

・宿 泊 業 円滑な受入れに向けた研修会の開催

・介護事業 介護福祉士の資格取得を目指す外国人受入施設に対する助成

定住外国人を対象とした研修会の開催

・農 業 秋田県農業労働力サポートセンターにおける農業法人等を対象とし

た研修会の開催

・建 設 業 建設業協会と連携した外国人材の受入れに関する研修会等の実施

(3)外国人向け支援体制

外国人の生活相談等を行う「秋田県外国人相談センター」の運営等
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②【拡充】人材確保・定着推進事業（P76) <一部再掲> 61,715千円
○県内企業における人材の確保・定着を図るため、多様な人材のニーズに応じた雇用・就

業機会の確保、人材の早期離職防止や職場定着に向けた取組の支援等を行う。

・事業内容 人材確保推進員による若年者の職場定着支援、働き方改革の普及啓発

経営者を対象にした若年者の育成ノウハウ等を提供するセミナーの開催

外国人材の受入れ・定着を図るための取組に対する助成 等

③【拡充】プロフェッショナル人材活用普及促進事業（P75) <再掲> 51,604千円
○新事業への挑戦や積極的な販路開拓などに取り組む県内企業の成長を促進するため、人

材面での経営基盤強化に向けた支援を行う。

・事業内容 「プロフェッショナル人材戦略拠点」の人員体制の拡充

副業や兼業等による首都圏の大企業人材等の活用支援 等

④【拡充】あきた創業スタートアップ支援事業（P72) 1,624千円
○県内における起業を促進するため、女性・若者の創業意識の醸成を図り、産学官連携に

よる実践的な起業家育成及び起業支援等を行う。

・事業内容 （公財）あきた企業活性化センター主催の起業家交流フェスタへの支援

支援機関の支援体制強化や起業を希望する学生等に対する専門家チーム

の派遣 等

⑤【拡充】ＩＣＴ人材確保・育成事業（P77) 22,403千円
○県内産業のイノベーションを推進するため、優秀なＩＣＴ人材の確保や育成を図る。

・事業内容 情報関連企業の転職イベントへの出展を支援（首都圏）

情報関連企業と学生とのマッチングイベントの開催（首都圏）

県内大学で実施する企業ＰＲイベントへの参加 等

⑥【拡充】若手医師のキャリア形成支援の充実（P118) 532,470千円
○医師の県内定着と地域偏在の改善を図るため、修学資金の貸与や若手医師等のキャリア

形成支援に向けた寄附講座の設置等を行う。

(1)修学資金の貸与

・事業内容 県内公的医療機関等に勤務しようとする医学生等への修学資金の貸与

（秋田大学、 岩手医科大学、 東北医科薬科大学）

(2)若手医師等のキャリア形成支援

・事業内容 あきた医師総合支援センターの運営

若手医師等の指導や地域医療の充実に向けた寄附講座の設置（秋田大

学、岩手医科大学）及び設置の支援（弘前大学）

医師少数区域等で実習を行う秋田大学医学生の実習を受け入れる医療

機関に対する支援
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⑦【拡充】介護人材確保対策事業（P125) 92,914千円
○深刻な人手不足が懸念される介護人材を確保するため、未経験者等の介護分野への新規

就労を支援するとともに、職場環境の改善等を図り、職場定着を促進する。

・事業内容 介護従事者の処遇改善や人材育成等に積極的に取り組む事業所の認証・評価

学校等への訪問活動による求人・求職に係るマッチングの推進

中学校や高校における介護ロボットの操作体験学習会の開催等による介

護の仕事へのイメージアップの推進

外国人の受入れに係るセミナーの開催や、県内在住外国人を対象とした

入門研修や職場体験会の実施

⑧園芸労働力確保・サポート事業（P81) <一部再掲> 2,455千円
○労働力の確保に向け、労務管理の効率化や県全体で労働力を補完する仕組みづくりを支

援する。

・事業内容 民間企業との連携による普及指導員の資質向上と農業経営体の労務管理等

の効率化支援

農業会議、ＪＡ、県等で構成される秋田県農業労働力サポートセンターに

よる労働力の確保・定着支援

⑨秋田の漁業人材育成総合対策事業（P82) 42,698千円
○漁業の担い手を育成するため、各種研修や就業後のフォローアップを実施する。

・事業内容 あきた漁業スクールによる技術指導及び基礎的研修の実施

新規の独立型就業者への漁船リース支援 等

⑩【拡充】秋田県建設産業担い手確保育成センター事業（P78) 21,504千円
○建設産業団体や教育・訓練機関等と連携し、建設産業の広報・マッチングや女性活躍、

若者の定着、キャリアアップ等を推進する。

・事業内容 若者を対象とする広報・マッチングの展開

女性のネットワーク拡大のための広報活動や研修会の実施

若者の定着推進のための資格試験対策講座の実施

建設産業団体が実施する若者等への魅力発信とキャリアアップの取組の支援

若手社員等を対象とした合同研修会等への支援
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⑪【拡充】高等教育費負担軽減事業（P133) 441,314千円
(1)運営事務費

県内の私立専門学校に対し、高等教育の修学支援新制度の対象となる要件の確認事

務を行うほか、高等教育機関に対し情報提供や助言を行う。

(2) 授業料等減免事業費補助金

機関要件を満たしている県内高等教育機関に対し、授業料等減免に要する経費の補

助を行う。

・補助対象 授業料及び入学金

・補 助 率 10/10（国0～1/2、県10/10～1/2）

⑫【拡充】私立学校就学支援事業（P135) 602,558千円
(1)私立高等学校就学支援金（国10/10）

県内の私立高等学校に通う生徒を対象に、保護者収入に応じ就学支援金等を支給する。

・事業内容 年収590万円未満の世帯を対象に、私立高等学校授業料を実質無償化

年収590～910万円未満の世帯を対象に、年額118,800円を一律に支給

(2)私立学校授業料軽減補助（県10/10）

(1)の支援金の対象月数を超える生徒を対象に、授業料を軽減する私立高等学校に対

し補助を行う。

(3)私立学校入学料軽減補助（県10/10）

入学料を軽減する私立高等学校に対し補助を行う。

・事業内容 生活保護世帯、非課税世帯に対し、県立高等学校入学料相当額5,650円

の負担となるよう支給

年収270～590万円の世帯に対し、入学料の半額相当額を支給

(4)奨学のための給付金

生活保護世帯、非課税世帯に対し、教科書費、教材費、学用品費等の必要経費を給

付する。
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⑬少人数学習推進事業（高等学校）（P132) 120,481千円
○高等学校におけるきめ細かな教育による学力の定着・向上を図るため、少人数学級体制

に必要な臨時・非常勤講師を配置する。.

(1)地域の中心校における35人程度学級の導入

一定規模以上の学校８校に臨時講師を配置

(2)専門高校における少人数学習の充実

専門高校７校に社会人等外部人材を活用した非常勤講師を配置

(3)習熟度別少人数学習の実施

実施希望校に非常勤講師を配置

⑭ＡＫＩＴＡ英語コミュニケーション能力強化事業（P132) 141,207千円
○世界に通用する実践的英語力を持った次代を担う人材を育成するため、小中高の連携に

より、英語コミュニケーション能力の強化を図る。

・事業内容 外国語指導助手の配置

中学校２年生から高校３年生の英検ＩＢＡの受検

イングリッシュキャンプ（小３～高３）の実施

高校生海外研修（セントクラウド州立大学（アメリカ）等）

⑮【新規】相互の教育資産を活用した海外諸国との交流事業（P106) 6,050千円
○本県と大連市の相互の教育資産を活用した交流を進め、児童生徒の国際感覚の醸成や本

県の教育力の向上を図る。

・事業内容 県内児童生徒の大連市交流校の訪問、異文化体験

大連市教育関係者と教育実践についての意見交換 等

⑯【新規】ふるさとあきた 高校生将来設計支援事業（P51) 82,730千円
○高校生の進路希望の達成と離職防止に向けて必要な人員を配置するとともに、県内就職

の促進を図るため、高校生の将来設計を支援する人員を配置する。

(1)就職支援員配置事業

高校生の職業意識を高めるための就職に向けたアドバイスや、卒業生の離職状況と

離職後の動向についての調査・分析等を行う就職支援員を配置する。

(2)職場定着支援員配置事業

職場への定着を図る各種取組を行う職場定着支援員を配置する。

(3)キャリア探究アドバイザー配置事業

県内就職者の増加を図るため、地域や県内企業と連携して将来設計を支援するキャリ

ア探究アドバイザーを配置する。

⑰【新規】あきたを創る！産業人材育成事業（P68) 3,924千円
○専門高校等における実践的・体験的な学習活動等の充実を図るほか、教員を対象とした

研修を行う。

(1)航空機産業人材育成事業

高校生に対して外部の人材を活用した講義、技術研修等を実施するほか、工業高校等

の教員を対象とした高度加工技術に関する研修会を実施する。

(2)情報関連産業人材育成事業

専門高校において、県内企業との連携による技術指導を行うほか、専門高校等の教員

を対象としたプログラミング教育に関する研修会を実施する。
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⑱【新規】特別支援学校就労・職場定着促進事業（P131) 3,887千円
○職場定着支援員による定期的な職場訪問、卒業生と事業所双方への相談支援等の移行支

援により事業所の理解啓発を進め、職場定着の促進を図る。

・事業内容 職場定着支援員の配置

職場定着対策会議の開催

中学部段階からの職業教育の実施 等

⑲世界遺産－縄文ルネサンス－事業（P138) 17,739千円
○「北海道・北東北の縄文遺跡群」を世界遺産に登録するため、４道県連携による現地審

査の対応準備やＰＲ活動等を実施する。

・事業内容 イコモスが実施する現地審査対策、国内フォーラムの開催

保存活用協議会の開催、世界遺産委員会派遣 等

⑳【拡充】スポーツ王国創成事業（P112) 347,975千円
○本県スポーツの競技力向上を図るため、競技団体・県体育協会と連携した選手強化事業

のほか、高等学校の部活動に対する支援等を行う。

・事業内容 競技団体が実施する選手強化・ジュニアアスリート強化等に対する助成

競技力向上に向けた強化策検討部会の開催

アスリート輩出のためのタレント発掘・育成

アスリートの県内就職促進のためのマッチング支援・活動助成

高等学校運動部活動に対する支援

中学校への運動部活動指導員の配置に対する支援

アドバイザーの活用や強化試合等による高校野球強化支援

 横手高等学校整備事業（P134） 1,005,267千円
○横手高等学校の現敷地に新校舎等を整備する。

・全体事業費 約66億円

・R2年度事業 管理校舎棟の建設等

・供 用 開 始 令和４年８月（予定）
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 【新規】鹿角小坂地区統合校整備事業（P134) 47,893千円
○鹿角小坂地区の３校（花輪高等学校、十和田高等学校、小坂高等学校）を統合し、花輪

高等学校の現敷地を活用した整備に向けて、基本・実施設計等を行う。

・全体事業費 約36億円

・R2年度事業 基本設計、地質調査 等

 国際教養大学施設設備等整備事業（P137) 40,650千円
○国際教養大学の教育環境向上のため、施設整備等に要する経費に対し助成する。

・補助対象 学生寮長寿命化改修実施設計

【③若者への支援】

①若者チャレンジ応援事業（P60) 31,424千円
○次代を担う若者の夢の実現に向けた挑戦を応援することによって、若い世代の地域活性

化に向けた戦略的な取組を促進する。

・補 助 対 象 原則県内在住の18歳以上40歳未満（高校生を除く。）の個人又は団体

・県単補助率 3/4

ただし、選考委員会で特に優れていると認められる場合は補助率10/10

・限 度 額 100万円/年、総額200万円/補助期間

ただし、次の場合は300万円/年、総額400万円/補助期間

・海外渡航を伴うもの

・ＩｏＴ、ＡＩ等先進技術に関連する取組 等

・補 助 期 間 最長２年間

②【新規】若者活躍プラットフォーム構築事業（P60) 4,529千円
○若者による地域活性化に向けた自発的な活動を促進させるため、意欲ある若者同士の

マッチングやアイデア創出に資する環境を整備する。

・事 業 内 容 活動実践者の講話や先輩活動者とのディスカッションの実施

企画のブラッシュアップに資するＳＮＳプラットフォームの開設・運営

③若者と地域をつなぐプロジェクト事業（P59) 3,247千円
○高校生等が企画する地域活性化に向けた取組の実現を支援し、若者世代の主体的な地域

活動の促進を図る。

・事 業 内 容 集中ワークショップの開催

定期的なメンタリングの実施

高校生等による企画の実践 等

④スポーツ王国創成事業（P112) <一部再掲> 62,587千円
○本県スポーツの競技力向上を図るため、競技団体・県体育協会と連携した長期的視点に

立った選手強化事業を実施する。

・事業内容 アスリート輩出のためのタレント発掘・育成

競技団体が実施するジュニアアスリート強化等に対する助成
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⑤【新規】第28回日・韓・中ジュニア交流競技会開催事業（P113) 16,606千円
○東アジア諸国との青少年スポーツ交流を促進し相互理解を深めるため、３ヶ国に本県を

含めたジュニア層の競技会を実施する。

・開 催 地 秋田市、由利本荘市、湯沢市、三種町

・実施時期 令和２年８月23日（日）～29日（土）

・実施主体 (公財)日本スポーツ協会、秋田県、県教育委員会、(公財)秋田県体育協会 等

⑥「アトツギベンチャー」支援事業（P71) 4,133千円
○地域産業の振興を図るため、新たな事業展開等に取り組む若手後継者を中心としたグル

ープを支援する（継続：１団体、新規：１団体）。

・事業内容 ビジネスプランの作成、新商品の試作、販路開拓等への支援

【④女性、高齢者、障害者等の活躍】

①女性活躍・定着促進企業応援事業（P59) 3,791千円
○新たな雇用の場や女性にとって魅力ある職場を創出し、女性の県内定着を促進するため、

女性活躍のモデルとなる県内企業を育成する。

・事業内容 モデル企業が実践するプロジェクト事業のサポート

経営者向け意識啓発セミナー

②次世代あきたアグリヴィーナス応援事業（P81) 8,397千円
○農産加工等の起業活動に取り組む女性農業者の育成や、そのネットワーク活動への支援

により、商品開発や販路拡大等の活動をサポートする。

・事業内容 女性起業ビジネス塾の開催

応援企業を招いた活動報告会の開催 等

○女性農業者の感性を生かした起業活動を支援するとともに、直売活動の維持・発展を図

るための取組を実施する。

・事業内容 新商品開発等の取組経費に対する助成

農産物直売所における出荷者の高齢化に対応した集荷モデルの構築 等
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③女性の新規就業支援事業（P78) 12,278千円
○県内企業の人材確保を図るため、結婚や出産等で離職し、現在積極的な就職活動を行っ

ていない女性の就業を促進する。

・事業内容 求職者の掘り起こしに関するセミナー等の開催

対象者に応じた広報の実施

職場実習の実施 等

④友愛訪問活動強化支援事業（P125) 5,213千円
○老人クラブが行う高齢者宅への友愛訪問活動の充実により高齢者の孤立の防止を図ると

ともに、これらの活動を通じた高齢者の社会参加を促進する。

・事業内容 友愛訪問活動を行う老人クラブ等への助成

友愛訪問活動指導員のスキルアップ

⑤障害者スポーツ振興事業（P128) <一部再掲> 47,890千円
○障害者スポーツの普及・発展により障害者の積極的な社会参加を促進するため、障害者

が日常的にスポーツ活動に参加できる環境整備等を図る。

・事業内容 障害者スポーツの指導を行う障害者スポーツ推進員の配置

障害者スポーツの体験交流や、在宅障害者向けのスポーツ教室の開催

全国障害者スポーツ大会（鹿児島県）等への選手団の派遣

東京パラリンピック等の国際大会を目指すアスリートの活動支援
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「健康・安全・安心」への投資

【①医療・介護・福祉ニーズへの対応】

①新複合化相談施設整備事業（P130) 580,874千円
○中央児童相談所、女性相談所、福祉相談センター及び精神保健福祉センターの４施設を

複合化し、新たな総合福祉相談施設を整備する。

・全体事業費 約17.8億円（敷地の既存施設(県公舎)解体経費約6.4億円を含む）

・R2年度事業 実施設計（建築工事分）、公舎解体工事

・供 用 開 始 令和４年度（予定）

・建設予定地 秋田市手形住吉町

②障害者差別解消推進事業（P129) 19,956千円
○障害を理由とする差別のない共生社会の実現を目指すため、障害者への理解促進及び差

別の解消に関する施策を推進する。

・事業内容 障害を理由とする差別に関する紛争解決のための調整委員会の開催

児童生徒、事業者等を対象とした普及啓発活動

障害者の特性を理解し支援できる人材（障害者サポーター）の養成

ヘルプマーク・ヘルプカードの作成・配布、普及啓発 等

③【拡充】「あきた健康宣言！」推進事業（P115) 31,913千円
○生涯にわたって元気で健やかに暮らせる「健康寿命日本一」を目指し、健康づくり県民

運動を展開する。

・事業内容 各種メディア等を活用した健康づくり情報の周知・啓発

地域で健康づくりに取り組む人材の育成

秋田県版健康経営優良法人認定制度による健康経営の普及啓発

栄養・食生活改善に関する普及啓発と人材の確保・育成

健康に配慮したメニューの普及拡大

冬場のウォーキングイベントの開催

健康ポイント制度を実施する市町村に対する支援

令和２年度全国食生活改善大会の開催 等

④「受動喫煙ゼロ そして禁煙」推進事業（P116) 18,351千円
○たばこによる健康被害を防止するため、受動喫煙のない環境づくりに向けた施策等を実

施する。

(1)禁煙支援事業

・事業内容 禁煙に関する出前講座等の実施

(2)若い世代の喫煙防止事業

・事業内容 大学生や新規就業者等を対象とした普及啓発

(3)受動喫煙防止事業

・事業内容 世界禁煙デーに合わせたフォーラム等の開催

たばこの害を啓発する巡回県民セミナーの開催

改正健康増進法・県受動喫煙防止条例の周知

条例制定に伴う相談指導等の実施

飲食店の禁煙化に要する経費の助成 等
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⑤【拡充】救急医療対策事業（P120） 1,102,835千円
○救急医療体制の円滑な運営を図るため、研修及び普及啓発等を行うほか、三次救急医療

提供体制の強化に向けた高度な医療機器等の整備を支援する。

(1) 三次救急医療提供体制整備事業

ⅰ）秋田大学医学部附属病院

・事業内容 ハイブリッド手術室の整備への支援

ⅱ）大館市立総合病院

・事業内容 高度医療機器の整備への支援

(2)救急医療体制確保事業等

・事業内容 ドクターヘリの運航への支援

災害・救急医療情報センターの運営

救急医療機関の運営や研修への支援

小児救急電話相談室の運営 等

⑥【拡充】がん対策総合推進事業（P116) 130,035千円
○がん死亡率を減少させるため、がん予防に関する情報提供等を行うほか、がん拠点病院

等への支援によるがん医療体制の充実を図る。

・事業内容 マスコミと連携したがん予防に関する普及啓発の実施

がん患者の医療用補正具の購入に対する助成

がん拠点病院等の医療提供体制強化への助成

第３期秋田県がん対策推進計画の中間評価の実施

がん患者等の妊よう性温存治療に要する経費への助成

がんゲノム医療に関する普及啓発の実施 等

⑦【新規】難病等医療提供体制推進事業（P118) 6,930千円
○難病やアレルギー疾患を持つ方への支援体制を強化するため、難病診療連携拠点病院に

指定された秋田大学医学部附属病院に難病医療ネットワークにおける連携や相談、調整

を担うコーディネーターを配置するとともに、アレルギー疾患医療を担う関係者等によ

る協議会を設置する。
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⑧地方独立行政法人秋田県立病院機構貸付事業(特別会計)（P122) 630,000千円
○脳・循環器疾患の包括的な医療提供体制を構築するため、循環器・脳脊髄センターの既

存棟大規模修繕工事等に要する資金を貸し付ける。

・貸付対象 施設設備整備、医療機器整備

【②防災・減災対策】

①生活基盤施設耐震化等交付金事業（P145) 1,008,495千円
○水道事業者が実施する水道施設の耐震化等に要する経費に対し助成するほか、県水道ビ

ジョンの策定や市町村担当者を対象とした研修会等を実施する。

(1)生活基盤施設耐震化等交付金

・対 象 者 水道事業者（県内11市町村）

・交 付 率 1/4～1/2（国10/10）

(2)水道事業フォローアップ事業

・事業内容 市町村水道事業実務担当者向け研修会の実施等

(3)水道事業基盤強化対策事業

・事業内容 広域的な見地から水道事業のあり方を示す県水道ビジョンの策定

②地域防災力・災害対応力の強化（P139) 8,539千円
○防災訓練の実施や自主防災組織の育成強化により地域防災力の強化を図るほか、県の地

域防災計画を修正し、災害対応力の充実・強化を図る。

(1)防災訓練事業

・総合防災訓練（由利本荘市との共催）

・冬期防災訓練（横手市との共催）

(2)自主防災リーダー育成支援事業

・補 助 先 市町村

・補助対象 防災士資格取得費用、研修費用 等

・補 助 率 1/2（県10/10）

・限 度 額 100万円

(3)地域防災計画修正事業

・事業内容 秋田県地域防災計画及び資料編の印刷製本

市町村・関係機関等への配布 等
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③河川改修事業（P142） 6,291,325千円
○水害頻発区間の浸水被害の早期解消を図るため、治水対策を実施する。

（主な箇所）

【淀川】 2,277,000千円

・実 施 箇 所 大仙市

・R2年度事業 河道掘削工、築堤工、橋梁上部工 等

・完 成 予 定 令和12年度

【上溝川】 1,116,000千円

・実 施 箇 所 横手市

・R2年度事業 築堤工、護岸工、橋梁上部工 等

・完 成 予 定 令和２年度

【新波川】 720,000千円

・実 施 箇 所 秋田市

・R2年度事業 河道掘削工、護岸工、橋梁下部工 等

・完 成 予 定 令和12年度

④県単河川等環境維持修繕事業（P142） 1,709,690千円
○洪水被害対策のための河道掘削や伐木等を行う。

※新設される「緊急浚渫推進事業債」を一部に活用予定

【③環境の保全】

①【拡充】野生鳥獣被害防止対策事業（P145) 146,319千円
○イノシシ、ツキノワグマ等の被害防止対策、新規狩猟者の確保・育成を行うほか、県立

総合射撃場クレー射撃場を狩猟技術訓練施設として整備し、狩猟技術の維持・向上を図る。

(1)特定鳥獣捕獲・被害防除対策事業

・事業内容 センサーカメラによるイノシシの出没情報収集・提供システムの運用

ベアドックを活用したクマの追い払い技術の研究 等

(2)担い手確保・育成及び普及啓発事業

・事業内容 狩猟免許の取得支援

スラッグ弾実技講習 等

(3)生息調査事業

・事業内容 ニホンザル、カモシカ生息調査

カワウの生息調査

(4)狩猟技術訓練施設整備事業

・事業内容 舗装工事、看板設置、施設の運営 等

・供用開始 令和２年８月（予定）
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②【拡充】環境活動推進事業（P144) 25,500千円
○環境保全活動を推進するため、環境教育や環境保全に係る普及啓発、活動支援等を行う。

(1)環境教育等推進事業

・事業内容 学校や地域における環境教育支援等

(2)あきたエコ活促進事業

・事業内容 スマホアプリ「あきエコどんどんプロジェクト」の運営等

(3) 食品ロス削減推進事業

・事業内容 食品ロス削減推進計画策定に係る会議等の開催等

(4)海岸漂着物等発生抑制普及啓発事業

・事業内容 ＳＮＳ等を活用したクリーンアップ活動の推進等

(5)ワンウェイプラスチック使用削減啓発事業

・事業内容 マイボトル持参運動の普及啓発等

③能代産業廃棄物処理センター環境保全対策事業（P144) 161,974千円
○汚水処理等の環境保全対策を実施するとともに、Ｎo.２処分場に残存する廃油入りドラ

ム缶の掘削撤去を行う。

④【拡充】秋田県森林経営管理制度推進事業（P100） 26,434千円
○森林環境譲与税を活用し、市町村が主体となって行う森林整備等の新たな業務の円滑な

実施を支援する。

・事業内容 市町村の林業技術者を養成する研修会の開催

ＵＡＶ（無人航空機）等を活用した簡易な森林調査の実証実験の実施 等

⑤【新規】守れ、活かせナラ林若返り促進事業（P102) 23,598千円
○ナラ枯れ被害を抑えるため、被害先端地域のうち観光地等への影響が懸念されるエリア

における老齢ナラ林の伐採を促進する。

・補 助 先 森林組合、林業事業体 等

・補 助 率 集材距離（林道から伐採対象木までの距離）による定額補助（県10/10）

200m以上～500m未満 1,600円/ 

500m以上～800m未満 2,000円/ 

800m以上 2,500円/ 

【④生き生きと暮らせる地域社会づくり】

①【新規】地域を支える「関係人口」創出・拡大事業（P60) <再掲> 6,402千円
○人口減少や少子高齢化が進む本県における地域課題の解決や活性化を促進するため、

「関係人口」の創出・拡大を図る。

(1)「関係人口」受入体制推進事業

・事業内容 市町村や各関係団体からなるプロジェクト会議の開催

地域住民向け普及冊子の作成

(2)県外在住者と連携した「関係人口」創出・拡大事業

・事業内容 都市圏での交流会の開催

集落行事体験プログラムの作成、実践

山菜ファンを活用した元気ムラ応援隊の拡大

首都圏大学での本県ＰＲ
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⑤あきた芸術劇場整備事業（P109) 6,855,939千円
○令和４年３月の開館に向け、引き続き本体工事を進めるほか、附属駐車場敷地の埋蔵文

化財調査を行う。

・事業内容 本体建設工事、埋蔵文化財調査 等

⑥【新規】あきた芸術劇場開館準備事業（P109） 36,075千円
○令和４年３月の開館に向け、利用促進を図るため、開館前プレ事業等を実施するととも

に、円滑な開館・施設運営のための準備を行う。

(1)開館に向けた機運醸成事業

・事業内容 １年前ＰＲイベントの開催

県民参加型記念事業に係る演劇講座の開催

県内中・高校吹奏楽部へのアウトリーチの実施 等

(2)開館準備等事業

・事業内容 公式ホームページ、リーフレット等の作成

ピアノ等備品の選定や愛称募集等の実施

自主事業の企画・準備 等

(3)県民会館閉館中助成事業

・事業内容 秋田市以外の文化施設での開催による主催者等のかかり増し経費を対象

に助成

・限 度 額 10万円

⑦秋田25市町村対抗駅伝ふるさとあきたラン開催事業（P110) 19,766千円
○市町村、民間団体との連携により、25市町村を代表する選手による全県駅伝大会を開催する。

・開 催 日 令和２年10月11日（日）(予定)

・開 催 地 仙北市

・競 技 方 式 25市町村対抗、距離約32ｋｍ（９区間）

・関連イベント 25市町村の物産ブース設置等（10/10～11）
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⑧動物にやさしい秋田推進事業（P146) 16,203千円
○動物愛護センターにおいて犬猫の譲渡推進や動物愛護の普及啓発を図るとともに、秋田

犬をテーマにセンターの魅力アップに取り組み、「動物にやさしい秋田」を情報発信する。

(1)「人と動物が共生する社会の形成」推進事業

・事業内容 ボランティア育成

犬猫の適正譲渡の推進 等

(2)動物にやさしい秋田ＰＲ事業

・事業内容 秋田犬の展示やイベント等による情報発信等

⑨【拡充】多文化共生対策事業（P132) <再掲> 5,918千円
○外国人も暮らしやすい多文化共生の地域づくりに向け、地域や関係機関と連携し、支援

体制の整備と機能充実を図る。

(1)外国人支援ネットワーク構築事業

・事業内容 「秋田県外国人相談センター」の運営

県内地域出張相談会の開催 等

(2) 地域の多文化共生人材育成事業

・事業内容 北海道・北東北ブロック連絡会議の開催

日本語指導者人材育成講座の実施 等

⑩【新規】子どもの読書習慣形成推進事業（P138) 12,000千円
○子どもの発達段階に応じた効果的な読書活動を推進する取組や、読書への関心を高める

取組を実施することにより、読書習慣の形成を図る。

・事業内容 おはなし会、中高生ビブリオバトルの実施

ＳＤＧｓセミナーの開催 等

⑪【新規】勤労者等生活安定支援資金（P146） 5,000千円
○勤労者等の生活安定化を図るため、融資資金の貸付原資を金融機関に預託し、低利な資

金を提供する。

・融 資 対 象 育児・介護休業期間中の勤労者

事業主の都合で離職した求職者

・融 資 枠 1,000万円

・貸付限度額 100万円

・貸 付 利 率 1.25％（予定）

⑫【新規】デジタルガバメント総合推進事業（P149) 30,946千円
○行政サービスの利便性向上や、行政コストの削減、業務の効率化を図るため、行政の総

合的なデジタル化を推進する。

・事業内容 ＲＰＡやＡＩ等の新たなＩＣＴ技術を活用した庁内業務効率化の推進

行政の業務改革を行うためのデジタル化やオープンデータの活用、セキュ

リティ意識向上に係る研修の実施

次期電子決裁システム等の構築に向けた調査

県内市町村におけるシステムの共同利用等の取組を支援
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⑬市街地再開発事業（横手駅東口第二地区）（P63) 146,190千円
○土地の有効活用、市街地の環境整備を促進するため、横手市における市街地再開発事業

に対し助成する。

・実 施 地 区 横手駅東口第二地区

・補 助 率 2/3（国1/2、県1/4、市町村1/4）

・事 業 期 間 令和元～６年度

・R2年度事業 組合設立、権利変換計画認可、実施設計 等

⑭高齢者等にやさしい交通事故防止対策（P148） 15,725千円
○高齢者等が安全で安心して利用できる交通環境の整備を図るとともに、高齢者交通事故

防止のための啓発活動を実施する。

(1)交通環境の整備

・実施内容 エスコートゾーン道路標示１交差点

経過時間付歩行者用灯器設置40灯 等

(2)啓発活動

・事業内容 テレビＣＭ放映

啓発イベント・反射材着用キャンペーンの実施 等

⑮運転免許センター及び交通機動隊庁舎改築事業（P148） 102,865千円
○老朽化した運転免許センター及び交通機動隊庁舎を統合し、改築する。

・全体事業費 約53億円

・R2年度事業 実施設計等

・供 用 開 始 令和６年１月（予定）

⑯横手警察署改築事業（P147) 512,444千円
○老朽化した横手警察署を改築する。

・全体事業費 約26億円

・R2年度事業 車庫棟建築、外構工事 等

・供 用 開 始 平成31年４月（庁舎棟供用済み）
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■ 公共事業等

（１）公共事業

○令和元年度当初予算を上回る１，０１５億円の事業費を確保。

令和元年度を上回る１，２４４億円の実質事業費を確保。

公共事業の予算比較

(1)当初事業費比較

R1当初 R2当初 増 減 前年対比

(A) (B) (B)-(A) (B)/(A)
補 助 ５６３億円 ６１１億円 ＋ ４８億円 108.5％

単 独 １９１億円 １９２億円 ＋ １億円 100.4％

災 害 ７５億円 ７２億円 △ ４億円 95.1％
直 轄 １０９億円 １４０億円 ＋ ３２億円 129.2％

合 計 ９３８億円 １，０１５億円 ＋ ７７億円 108.2％

(2)実質事業費比較

R1実質 R2実質 うちR1国補正分 増 減 前年対比

(C) (D) （見込） (D)-(C) (D)/(C)
補 助 ８２５億円 ８２４億円 ２１３億円 △ １億円 99.8％

単 独 １９１億円 １９２億円 ０億円 ＋ １億円 100.3％

災 害 ７６億円 ７２億円 ０億円 △ ４億円 94.7％
直 轄 １２７億円 １５７億円 １７億円 ＋ ３０億円 123.9％

合 計 １，２１９億円 １，２４４億円 ２３０億円 ＋ ２５億円 102.1％

注：R1にはH30国補正に係る補正、R1当初及びR1.6月補正を含む。

R2にはR1国補正に係る補正（見込）及びR2当初を含む。

なお、R2年度については6月補正で国庫補助金の内示などによる補正が生じる場合、実質事
業費が更に増加する。

＜主な事業＞

①【新規】秋田港アクセス道路整備事業（P141) <再掲> 567,160千円
○秋田港～秋田北ＩＣ間のアクセス機能の強化を図るため、バイパスを整備する。

・全 体 計 画 延長6.12km

・全体事業費 145億円
・事 業 期 間 令和２～11年度（予定）

②地方道路交付金事業（道路整備費分）（P142) <再掲> 4,357,904千円
○大館能代空港や日本海沿岸東北自動車道との連携強化を図るとともに、道路災害等から

交通の安全性を確保するため、バイパスを整備する。
（主な箇所）

【大館能代空港西線（鷹巣西道路）】

・全 体 計 画 延長5.25km

・全体事業費 105億円

・事 業 期 間 平成24～令和２年度（予定）
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③河川改修事業（P142) <再掲> 6,291,325千円
○水害頻発区間の浸水被害の早期解消を図るため、治水対策を実施する。

（主な箇所）

【淀川】 2,277,000千円

・実 施 箇 所 大仙市

・R２年度事業 河道掘削工、築堤工、橋梁上部工 等

・完 成 予 定 令和12年度

【上溝川】 1,116,000千円

・実 施 箇 所 横手市

・R２年度事業 築堤工、護岸工、橋梁上部工 等

・完 成 予 定 令和２年度

【新波川】 720,000千円

・実 施 箇 所 秋田市

・R２年度事業 河道掘削工、護岸工、橋梁下部工 等

・完 成 予 定 令和12年度

④県単河川等環境維持修繕事業（P142) <再掲> 1,709,690千円
○洪水被害対策のための河道掘削や伐木等を行う。

※新設される「緊急浚渫推進事業債」を一部に活用予定

⑤国直轄河川事業負担金（P142) 6,856,672千円
（主な箇所）

【成瀬ダム】 4,213,000千円

・実 施 箇 所 東成瀬村 （国事業費 23,230,000千円）

・R２年度事業 本体工事、付替道路工事

・完 成 予 定 令和６年度

【鳥海ダム】 807,000千円

・実 施 箇 所 由利本荘市 （国事業費 4,830,000千円）

・R２年度事業 工事用道路工事、用地補償 等

・完 成 予 定 令和10年度

【雄物川】（河川激甚災害対策特別緊急事業） 864,280千円

・実 施 箇 所 秋田市、大仙市 （国事業費 4,182,000千円）

・R２年度事業 築堤、用地補償 等

・完 成 予 定 令和４年度

⑥都市公園安全安心事業

（県立中央公園「あきたスカイドーム」）（P142) 900,000千円
〇老朽化に伴い、膜屋根を更新する。

・全体事業費 22.2億円

・R２年度事業 膜屋根更新工事

・完 成 予 定 令和３年度
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⑦経営体育成基盤整備事業（P142） 10,055,509千円
○より効率的で安定的な農業を確立するため、農地を担い手へ集積し、区画整理、暗渠排

水、用排水路、農道等の生産基盤の整備を実施する。

（主な箇所）

【東雲原地区】 835,446千円

・実 施 箇 所 能代市

・R2年度事業 区画整理等

・完 成 予 定 令和４年度

【金足西部地区】 441,811千円

・実 施 箇 所 秋田市

・R2年度事業 区画整理等

・完 成 予 定 令和５年度

【高野尻地区】 193,200千円

・実 施 箇 所 北秋田市

・R2年度事業 農地中間管理権が設定された農地における区画整理等

・完 成 予 定 令和６年度

（２）その他の事業

○公共事業のほか、県立学校や警察署の整備等を実施する。

＜主な事業＞

①県立学校の整備等（P133・134)<一部再掲> 3,446,608千円
○生徒数が減少する中での適正な学校規模の維持や校舎の老朽化等に対処するため、比内

支援学校等の整備を進める。

学校名 令和２年度の整備内容 事業費（千円） 供用開始（予定）

比 内 支 援 体育館棟、校舎解体等 381,828 令和４年８月

能 代 地 区 教室棟、実習棟、 1,799,455 令和３年４月

統 合 校 ガラス温室等

横 手 管理校舎棟 1,005,267 令和４年８月

大 曲 実施設計、家屋事前調査等 212,165 未定

鹿角小坂地区 基本設計、地質調査等 47,893 令和６年４月

統 合 校

②あきた芸術劇場整備事業（P109) <再掲> 6,855,939千円
○令和４年３月の開館に向け、引き続き本体工事を進めるほか、附属駐車場敷地の埋蔵文

化財調査を行う。

・事業内容 本体建設工事、埋蔵文化財調査 等

③新複合化相談施設整備事業（P130) <再掲> 580,874千円
○中央児童相談所、女性相談所、福祉相談センター及び精神保健福祉センターの４施設を

複合化し、新たな総合福祉相談施設を整備する。

・全体事業費 約17.8億円（敷地の既存施設(県公舎)解体経費約6.4億円を含む）

・R2年度事業 実施設計（建築工事分）、公舎解体工事

・供 用 開 始 令和４年度（予定）
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④環境保全センター新規処分場（Ｄ区Ⅱ期）

整備事業（特別会計）（P144) 82,085千円
○県内の産業廃棄物の適正処理を推進するため、新規処分場の造成工事を行う。

・全体事業費 約47億円

・供 用 開 始 令和２年５月（予定）

⑤横手警察署改築事業（P147) <再掲> 512,444千円
○老朽化した横手警察署を改築する。

・全体事業費 約26億円

・R2年度事業 車庫棟建築、外構工事 等

・供 用 開 始 平成31年４月（庁舎棟供用済み）

⑥運転免許センター及び交通機動隊庁舎改築事業（P148) <再掲> 102,865千円
○老朽化した運転免許センター及び交通機動隊庁舎を統合し、改築する。

・全体事業費 約53億円

・R2年度事業 実施設計等

・供 用 開 始 令和６年１月（予定）
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事 業 概 要





Ⅰ 「第３期ふるさと秋田元気創造プラン」の推進 

１ 秋田の未来につながるふるさと定着回帰戦略 

若者の県内定着・回帰と移住の促進による秋田への人の流れづくり 

 （１）移住情報発信事業                                                     ２３,９１７ 

首都圏を中心に本県への回帰・移住を促進するため、秋田暮らしの魅力を 

効果的に発信するとともに、相談体制を充実する。 

①移住情報相談拠点運営事業               20,866千円 

 首都圏における移住情報の発信・相談拠点として、ＮＰＯ法人ふるさと 

回帰支援センターに窓口を設置する。 

    ②あきた暮らし魅力発信事業                3,051千円 

     移住者ガイドブックの作成・配布や全国規模移住フェアへの出展等によ 

り、本県の移住情報を発信する。 

 （２） 移住ポータルサイトリニューアル事業                                 ５,０００ 

    移住支援情報に加え、先輩移住者からの秋田暮らしの魅力発信や関係人口 

情報の発信拠点となる新たなポータルサイトを構築する。 

（３）地域に根差した起業・移住支援事業                             １０,５００ 

   本県への移住と地域に根ざした起業（土着ベンチャー）を、市町村や地域 

住民等と連携して支援する。 

・事業内容 ビジネスプランの練り上げ支援、ビジネスプランコンテスト 

の実施、プランの実現に向けたメンターチームによる伴走支援 

 （４）受入体制整備事業                                ２６,３９４ 

    移住希望者及び既移住者のニーズにきめ細かく対応するほか、移住に伴う 

一時的な費用負担を軽減するための助成を行う。 

・事業内容 移住後の情報発信・相談の拠点として、（公財）秋田県ふる 

さと定住機構に窓口を設置 

移住者に対する暖房器具購入、引越費用等の助成 

（５） 秋田型教育留学推進事業                                         ６,７９４ 

関係人口の増加や移住・定住の促進を図るため、秋田の優れた教育環境を 

体験する教育留学を推進する。 

    ・事業内容 オーダーメイド型長期留学の受入 

          短期チャレンジ留学の受入 等 

（６）あきた安全安心住まい推進事業(住宅リフォーム推進＜移住世帯枠＞）    ５３,０００ 

・補助内容 住宅の増改築・リフォーム工事で、県内に本店を置く建設業 

者等が施工するもの（工事費50万円以上、設備機器購入のみ 

の場合は除く）及び住宅の状況調査に要する費用 
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・補助対象 ⅰ）県外から移住し、中古住宅を購入する世帯 

          ⅱ） 県外に居住し再び県内に住所を定める世帯等

・補 助 率 ⅰ）補助対象工事費の 30％（県 10/10、限度額 60 万円） 

        住宅状況調査費の 30％（   〃   、 〃 10 万円） 

      ⅱ）補助対象工事費の 20％（   〃   、 〃 40 万円） 

・補助戸数 ⅰ）工事 20 戸、住宅状況調査 10 戸 

      ⅱ）100 戸 

（７）移住者等ネットワーク構築事業                                        １,７９６ 

移住者等団体による移住・定住サポートに資する活動を促進するため、新 

たな団体の掘り起こしや団体の連携を図るネットワークを構築する。 

・事業内容 移住者等団体による定着サポートの推進、ネットワーク会議の開催等

 （８） 「人が人を呼ぶ好循環」推進事業                                      ３,６３５ 

移住者が移住者を呼び込む好循環を創出するため、移住者等団体や首都圏 

の秋田ファン団体と連携し、秋田暮らしの魅力や移住支援情報を移住潜在 

層に対し発信する。 

・事業内容 首都圏秋田ファン団体と連携した移住交流ミーティングの開催

移住者等団体による県内移住交流ツアーの開催 

（９）Ａターン就職促進事業                           １０４,００１ 

        Ａターン就職促進や県内企業の人材確保等を図るため、マッチング機会の 

提供や各種支援を行うとともに、市町村・企業等と連携し、仕事や働き方、 

暮らし等の移住情報を一体的に発信するあきた移住・就業フェアを開催する。 

①Ａターンプラザ運営事業                 14,038 千円 

 ・事業内容 Ａターン相談員による相談、Ａターン就職面接会 等 

       ②移住・就業支援事業                                 73,001 千円 

     東京圏からのＡターン希望者と特定の対象企業とのマッチングを強化す 

     るとともに、就業等をした移住者に対し支援金を支給する。 

     ⅰ）マッチング支援事業                 3,001 千円 

       県就活情報サイト「KocchAke!」による情報発信、対象企業の求人 

力向上を図る研修会の開催 等 

     ⅱ）移住支援金交付事業                             70,000 千円 

       ・補助対象 東京圏から移住し、対象企業に就業又は創業した者 

・補 助 額 単身世帯の場合    60 万円/世帯 

（国 1/2、県 1/4、市町村 1/4） 

単身世帯以外の場合 100 万円/世帯 

（国 1/2、県 1/4、市町村 1/4） 

            （先進技術の活用を担う人材又は人材不足が特に深 

刻な分野における技術職・専門職として就業する 

場合は、100 万円/世帯（単身世帯は 60 万円/世帯） 

（県 10/10）を加算） 

       ・補助件数 90 件（うち県単加算分 10 件） 
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③ あきた移住・就業フェア開催事業              16,962 千円 

     市町村や企業等と連携し、移住の重要なポイントとなる暮らしや仕事に 

ついて総合的に情報提供、相談対応、企業とのマッチングを行うフェア 

を首都圏で開催する。 

 （10）高校生県内就職率ＵＰ事業 １０,１６９

    県内高校生に対し、早期から地元企業が身近になるような機会を提供し、 

地元企業や仕事に対する理解を深め、高校生の県内就職の促進と定着を図る。

①トップが語る秋田の企業（職場見学等）         4,608 千円

     高校１年生から地元企業に目を向け、県内就職を意識付けるための職場 

見学や経営者講話等を行う。 

    ②秋田の企業魅力発信強化事業（企業説明会）        5,561 千円 

     高校２年生が進路志望を決定する前に、多くの県内企業の情報を収集で 

きるよう、地域振興局単位で企業説明会を開催する。 

（11) ふるさとあきた 高校生将来設計支援事業                     ８２,７３０

   ①就職支援員配置事業                     64,908 千円 

高校生の職業意識を高めるための就職に向けたアドバイスや、卒業生の

離職状況と離職後の動向についての調査・分析等を行う就職支援員を配

置する。 

・配置人員 27 名 

②職場定着支援員配置事業                   10,610 千円 

    就職支援員とともに、職場への定着を図る各種取組を行う職場定着支援 

員を配置する。 

   ・配置人員 ４名 

  ③キャリア探究アドバイザー配置事業           7,212 千円 

   県内就職者の増加を図るため、地域や県内企業と連携して将来設計を支 

援するキャリア探究アドバイザーを配置する。 

・配置人員 キャリア探究アドバイザー ３名 

（12）首都圏新卒者向け県内就職促進事業                     １３,９５６ 

   ①県内就職相談体制整備事業               11,140 千円 

     東京事務所に相談員を配置し、首都圏大学を訪問するとともに、本県出 

身学生へ就職支援情報等を提供するほか、県内就職希望学生に対し、継 

続的な相談対応を行う。 

    ②秋田県就活総合支援事業                 2,816 千円 

         県就活情報サイト「KocchAke!」や就活総合情報誌により県内企業情報

等を発信する。

（13）インターンシップ受入強化事業                           ２,７１４ 

    県内企業による大学生等のインターンシップの受入を促進するため、県 

就活情報サイト「KocchAke!」内にマッチング機能を新設する。
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（14）あきた女子活応援サポート事業                        ４,３６２ 

「あきた女子活応援サポーター」として任命した県内企業で活躍する女性 

社会人と県出身女子学生等の交流会を開催し、秋田で働くことや県内企業 

の理解を深め、県内就職の促進を図る。 

  （15）県内企業における新卒採用支援事業                       ５,８１６ 

  県内企業の新卒採用を支援するため、採用担当者に対する新卒採用力向上 

セミナーを開催する。 

  ・事業内容 採用活動の全体設計やＰＲ動画の作成スキル向上研修等 

 （16）大学生のマッチング機会拡大事業                      ８,９２５ 

   ①合同就職説明会等開催事業               3,982 千円 

     大学生等を対象にした合同就職説明会や面接会等を県内外で開催する 

     とともに、次期採用に向けて県内企業の人事・採用担当者と大学等の 

情報交換会を開催する。 

② あきた業界研究セミナー開催事業           4,943 千円 

県外大学生等を対象に、早期に県内企業と接し研究できるセミナーを 

開催する。 

 （17）学生と保護者に向けた県内就職情報発信強化事業                  ３,９８０ 

進学予定の高校生及び大学生とその保護者に向けた県内就職情報誌を作

成・配付し、県内企業の魅力等を伝えるとともに、親子で県内就職につ

いて考える機会を提供する。

 （18）県内就職者奨学金返還助成事業                        １６７,６０１ 

県内就職する新卒者及びＡターン者を対象に奨学金返還助成を行う。 

    ①奨学金返還助成金の交付               164,039 千円 

・補助対象 日本学生支援機構や県育英会等の奨学金の貸与を受け、県 

内に就労している者（公務員等を除く） 

      ・補助率等 10/10（県10/10、助成金上限額20万円／年。特定５業種 

（航空機、自動車、医療福祉機器、情報、新エネル 

ギー）の認定を受けた企業に就職する場合） 

2/3 （県10/10、助成金上限額13万３千円／年。上記以外 

の企業に就職する場合） 

      ・助成期間 ３年間（奨学金貸与期間が３年以下の場合は２年間） 

    ②制度のＰＲ、奨学金返還助成管理システムの保守管理等   3,562 千円 

 （19）あきた回帰キャンペーン事業                        ５,１６７ 

    若者の県内定着・回帰と移住促進に向けた県民の意識醸成を図るため、通 

年で「あきた回帰キャンペーン」を実施する。 

    ・事業内容 県民及び帰省者に向けたテレビＣＭの放映 

          高校生による回帰を呼びかける動画の制作 等 
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（20）地域おこし協力隊支援事業                          ３,８１７ 

   ①市町村地域おこし協力隊導入支援事業           2,818 千円 

     地域おこし協力隊を広く募集するため、首都圏において県内市町村合同 

による地域おこし協力隊員募集イベントを開催する。 

    ② ＯＢ・ＯＧネットワークとの連携による隊員サポート事業  999 千円 

         元協力隊員と現役隊員の連携により、現役隊員の活動を促進させるとと

     もに、定住に向けた相談支援体制を強化する。

結婚や出産、子育ての希望をかなえる全国トップレベルのサポート 

（１） 結婚に希望をもてる社会づくり推進事業                 １９,０４０ 

   県民の誰もが結婚・出産・子育てに希望をもてるよう、社会全体で結婚

を応援する機運の醸成や独身者の出会いの機会の創出を図る。 

①結婚支援施策の周知広報事業                7,263 千円 

    県が実施している各種結婚支援施策の認知度を向上させ、利用者の拡大 

を図る。 

・事業内容 あきた結婚支援センターのＰＲ 

あきた結婚応援パスポートのＰＲと協賛店の拡大 等 

②ライフデザイン学習推進事業                 853 千円 

    これから親としての役割を担う世代（高校生等）が、結婚や家庭を持つ 

ことの意義等について、学び考える機会を提供する。 

・事業内容 少子化対策副読本の作成及び活用（高校生向け） 

     ③独身者の出会い交流促進事業                  7,924 千円 

    結婚を希望する独身従業員等の出会いの機会創出と意識向上を図るた 

め、企業間交流会の開催等を促進する。 

・事業内容 企業同士による交流会の開催支援 

企業間交流を進める「すこやかあきた出会い応援隊」の養成

婚活力向上支援セミナーの開催 

④多様な出会いの機会創出支援事業              3,000 千円 

    結婚を希望する独身者の出会いの機会を創出するため、出会いイベン 

    トや企業間交流会等に対し助成する。 

・補助対象 独身者の出会い・交流イベントの開催経費 

・補 助 率 10/10（県 10/10） 

・限 度 額 15 万円 

（２）出会い・結婚支援事業                          ２３,３３０ 

出会いや結婚を望む独身者を支援する仕組みづくりを行い、婚姻数の増加 

を図る。 

・事業内容 あきた結婚支援センターの運営費負担金 

53



（３）官民協働による“脱少子化あきた”総合推進対策事業            １５,３０５ 

   官民協働で脱少子化に取り組むため、機運の醸成を図るほか、企業や民間 

団体等の様々な取組を支援する。 

①結婚と子育ての未来創造プロジェクト            1,775 千円 

    企業や団体のほか、現役子育て世代や次の親世代で構成されたプロジェ 

クトチームの活動を核とした少子化対策に関する総合的な普及啓発を展 

開する。 

・事業内容 プロジェクトチームの設置 

    ②少子化対策応援ファンド基金造成事業          2,014 千円 

県民や金融機関等からの寄附により、秋田県少子化対策基金への積立を 

行う。 

     ③市町村結婚新生活支援事業費補助金           11,516 千円 

新婚世帯に対する経済的負担を軽減する取組を行う市町村に対し支援する。

    ・実施主体 秋田市、大館市、湯沢市、大仙市、上小阿仁村、八峰町、 

五城目町 

    ・補助率等 定額（国 1/2、市町村 1/2） 

・限 度 額 １世帯当たり 30 万円 

（４）オール秋田で子育てを支える地域づくり推進事業               ２,８６０ 

   子どもが健やかに成長することができる社会の実現に向け、多くの世代

が子育て支援に関わる機運の醸成と支援体制の充実を図る。 

①子育て家庭を社会で支える機運醸成事業           2,096 千円 

    ・事業内容 地域の子育て支援団体や子育て応援イベントによる啓発 

    ② 多世代の交流を活かした子育て支援体制強化事業     764 千円 

・事業内容 元気な高齢者による子育て支援への参画促進 

（５）地域子ども・子育て支援事業                       ２７６,５７２ 

幼児期の学校教育・保育環境の充実を図るため、地域の実情に応じて市町 

村が行う取組に対し助成する。 

①一時預かり事業                   115,319 千円 

 ・補 助 率 2/3（国 1/2、県 1/2） 

・事業内容 乳幼児の一時預かりを行うための経費に対する助成 

②延長保育事業                      56,768 千円 

 ・補 助 率 2/3（国 1/2、県 1/2） 

・事業内容 通常の利用日や利用時間以外に引き続き保育を行うための 

経費に対する助成 

③病児保育事業                      100,373 千円 

 ・補 助 率 2/3（国 1/2、県 1/2） 

・事業内容 病児や病後児について一時的に保育等を行うための経費に 

       対する助成 
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④実費徴収に係る補足給付事業               3,764 千円 

 ・補 助 率 2/3（国 1/2、県 1/2） 

・事業内容 低所得世帯の給食副食材料費について補助を行うための経 

費に対する助成 

⑤多様な事業者の参入促進・能力活用事業           348 千円 

 ・補 助 率 2/3（国 1/2、県 1/2） 

・事業内容 特別な支援を要する子どもの受け入れのための増員経費に 

対する助成 

（６）認定こども園施設整備事業                                      ４９,８０３ 

    ①認定こども園施設整備事業                    20,459 千円 

・補 助 先 ２施設 

・補 助 率 1/2（国 10/10） 

    ②幼稚園耐震化整備事業                  29,344 千円  

     ・補 助 先 １施設 

 ・補 助 率 1/2（国 10/10） 

（７）保育士等確保対策事業                            ２５,９３４ 

    ①保育士産休等代替職員補助事業              9,183 千円 

保育士等が安心して働き続けることができるよう、出産休暇及び病気休 

暇等を取得する保育士等の代替職員を任用する事業者等に対し助成する。 

      ・補 助 先 幼稚園、保育所 等 

・補 助 率 民間事業者 10/10（県 10/10） 

市町村 1/2（県 10/10） 

・対象者数 30 人（出産休暇代替職員 27 人、病気休暇等代替職員 3 人）  

②子育て支援員養成事業                   2,859 千円 

保育所等において、保育・子育て支援に従事する子育て支援員を養成する。

      ・事業内容 専門研修（地域保育コース）の開催 

・実施回数 ３回（県北、県央、県南） 

・定  員 100 人（県北 30 名、県央 30 名、県南 40 名） 

    ③保育士等キャリアアップ研修事業             13,892 千円 

保育所等において、リーダー的な役割を担う職員の育成を図るため、キ 

ャリアアップ研修を実施する。 

     ⅰ）保育士等キャリアアップ研修 

        ・実施主体 県、保育所及び幼稚園関係団体 

・対象者数 2,341 人（延べ人数）  

     ⅱ）研修受講情報管理 

・事業内容 情報管理システムの管理等 
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（８）子どものための教育・保育給付支援事業                ６,１９４,２００ 

幼児期の学校教育・保育環境の充実を図るため、市町村が私立の幼稚園、 

保育所及び認定こども園に支弁する運営費等の一部を助成する。 

①施設型給付                      5,777,943 千円 

・事業内容 各施設運営費の一部負担（保育士の処遇改善分含む） 

 ・負担割合 国 1/2、県 1/4、市町村 1/4（補助分） 

       県 1/2、市町村 1/2（県単分） 

②地域型保育給付                     211,554 千円 

・事業内容 小規模保育事業、事業所内保育事業等の運営費の一部負担 

 ・負担割合 国 1/2、県 1/4、市町村 1/4 

③子育て支援施設利用給付               108,940 千円 

・事業内容 認可外保育施設の運営費や一時預かり経費等の一部負担 

 ・負担割合 国 1/2、県 1/4、市町村 1/4 

④幼児教育・保育無償化円滑化事業             95,763 千円 

 ・事業内容 幼児教育の無償化に係る県及び市町村の事務費 

 ・補 助 率 10/10（県 10/10） 

（９）すこやか子育て支援事業                                         ７７６,３６９ 

       子育てにかかる経済的負担の軽減を図るため、乳幼児の保育料等に対し助 

成する。 

①保育料助成事業                      609,376 千円 

・事業対象 未就学児の保育料 

・補 助 率 ⅰ）低 所 得 世 帯 1/2 

その他の世帯 1/4（一定基準内所得の世帯） 

ⅱ）平成 28 年４月２日以降に第３子以降が生まれた場合、 

第２子以降の保育料を全額助成（一定基準内所得の世帯）

ⅲ）平成 30 年４月２日以降に第２子が生まれた場合、 

第２子以降の保育料を全額助成（一定基準内所得の世帯）

ⅳ）平成 30 年４月２日以降に第３子以降が生まれた場合、 

第２子以降の保育料を半額助成（一定基準を超え年収 

約 930 万円未満の世帯） 

           ⅴ）ひとり親世帯 1/2（一定基準内所得の世帯） 

・負担割合 県 1/2、市町村 1/2 

②副食費助成事業       158,488 千円 

・事業対象 幼稚園、保育所等を利用する３歳以上の未就学児の副食費 

・補 助 率 ⅰ）世帯年収に応じて 1/2 又は 1/4 

       （一定基準未満の所得の世帯は副食費免除） 

      ⅱ）平成 28 年４月２日以降に第３子以降が生まれた世 

帯の第２子以降及び平成 30 年４月２日以降に生ま 

れた第２子以降 全額助成 

・負担割合 県 1/2、市町村 1/2 
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    ③子育てファミリー支援事業               8,505 千円 

     平成 30 年４月２日以降に第３子以降が生まれた世帯（施設利用者及び在 

宅育児者）に対し、未就学期間に一時預かり等の利用料を助成する。 

・事業対象 子育て短期支援事業 

      一時預かり事業 

      病児保育事業 

      ファミリー・サポート・センター事業 

      その他、子育て支援に資する事業で対象と認められるもの 

・限 度 額 15 千円/世帯 

・負担割合 県 1/2、市町村 1/2 

（10）子どもの居場所づくり促進事業                                        ７０４,６８８ 

   保護者が労働等により日中家庭にいない児童の健全育成を図るため、放課 

後児童クラブの運営費・整備費等に対し助成する。 

①放課後児童健全育成事業                        581,529 千円 

     ・補助対象 放課後児童クラブの運営及び支援員の処遇改善に要する経費

         ・クラブ数 296 クラブ 

      ・補 助 率  2/3（国 1/2、県 1/2） 

②放課後児童クラブ整備事業                           121,709 千円 

     ・補助対象 放課後児童クラブの創設等に要する経費 

     ・補 助 先 能代市ほか５市町 

    ・補 助 率 2/3（国 1/2、県 1/2） 

   ③児童厚生施設整備事業                 1,450 千円 

    ・補助対象 児童厚生施設の創設等に要する経費 

    ・補 助 先 由利本荘市 

    ・補 助 率 2/3（国 1/2、県 1/2） 

 （11）多子世帯向け奨学金貸与事業                      １９６,９０３ 

        子ども３人以上の多子世帯における大学生・短大生に対して奨学金を貸 

与する。 

・奨学金内容  貸与月額 ５万円 

利  子 無利子 

所得制限  な し 

貸与人員 338 名 

（12）育英事業助成費                                                   ２３１,１０８ 

（公財）秋田県育英会に対し、奨学金貸与及び学生寮の運営に必要な経費 

を助成する。 

①奨学金事業                                          206,056 千円 

・育英奨学金     貸与月額 ５万円 

 （大学・短大・専修）貸与人員 1,229 人 

・高等学校等奨学金  貸与月額 1.8～3.5 万円 

           貸与人員 766 人 

57



・入学一時金奨学金  貸与金額 30～100 万円 

 （大学・短大・専修）貸与人員 270 人 

    ②学生寮運営事業                    25,052 千円 

     男子寮（収容人員 119 名）・女子寮（収容人員 80 名） 

（13）あきた安全安心住まい推進事業(住宅リフォーム推進＜子育て世帯枠＞）  ２１３,０００ 

・補助内容 住宅の増改築・リフォーム工事で、県内に本店を置く建設業 

者等が施工するもの（工事費50万円以上、設備機器購入のみ 

の場合は除く） 

・補助対象 ⅰ）持ち家・18 歳以下の子２人以上が同居している親子世帯 

      ⅱ）中古住宅購入・18 歳以下の子１人以上が同居している親 

        子世帯 

・補 助 率 ⅰ）補助対象工事費の 20％（県 10/10、限度額 40 万円） 

      ⅱ）     〃   30％（  〃 、  〃 60 万円） 

・補助戸数 ⅰ）500 戸 

      ⅱ）100 戸 

（14）妊娠・出産への健康づくり支援事業                     １０７,１６６ 

    ①幸せはこぶコウノトリ（不妊治療総合支援）事業         93,619 千円 

不妊に関する理解を深めるとともに、不妊に悩む夫婦（事実婚を含む） 

の精神的・経済的負担の軽減を図ることで、不妊治療に取り組みやすい 

環境づくりを行う。 

・対象年齢   43 歳未満（男性は年齢制限なし） 

・通算助成回数 初回 40 歳未満 通算９回まで 

        初回 40 歳以上 通算３回まで 

・助成上限額  初回    30 万円（国 1/2、県 1/2） 

        ２～６回目 20 万円（うち 15 万円（国 1/2、県 1/2） 

                  ＋上乗せ分５万円（県 10/10）） 

        ７～９回目 20 万円（県 10/10） 

・男性不妊治療 初回    30 万円（国 1/2、県 1/2） 

    ②母体健康増進支援事業                 5,914 千円 

     妊婦歯科健康診査事業を行う市町村に対する助成等を行う。 

    ③ 妊娠・出産包括支援推進事業                          2,135 千円 

          子育て世代包括支援センターにおいて中心的な役割を果たす母子保健コ 

ーディネーターの育成を行うとともに、出産前に子育てについて学ぶプ 

レパパスクール講座の実施により子育て家族の育児力向上と孤立させな 

いよう支えていく地域づくりを目指す。 

    ④その他                          5,498 千円 

     ・不妊専門相談センター及び女性健康支援センターの設置 

     ・中軽度聴覚障害児の補聴器購入等助成を行う市町村に対する助成 等 
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女性や若者の活躍推進とワーク・ライフ・バランスの実現 

（１）男女イキイキ働きやすい職場づくり推進事業               ２２,８７０ 

   女性の活躍推進とワーク・ライフ・バランスの実現に向けて、経済団体 

等との連携により女性活躍や仕事と育児・家庭の両立支援に取り組む企 

業を支援する。 

   ①あきた女性活躍・両立支援センター設置事業        333 千円 

    ・事業内容 ワンストップ窓口の設置 

    ・委 託 先 秋田県商工会連合会 

   ②女性活躍・両立支援実践企業普及強化事業       12,628 千円 

    ・事業内容 専門職員による企業訪問 

          窓口・専用電話による相談業務 等 

    ・委 託 先 秋田県商工会連合会 

   ③女性活躍・両立支援アドバイザー派遣事業        9,909 千円 

社会保険労務士による一般事業主行動計画の策定支援やフォローアップ 

及び「くるみん認定」等の取得のためのコンサルティングを実施する。 

    ・事業内容 一般事業主行動計画の策定支援 

          「えるぼし」「くるみん」認定に向けたコンサルティング 

          行動計画策定済企業への目標達成等のフォローアップ 

    ・委 託 先 秋田県商工会連合会 

（２）女性活躍・定着促進企業応援事業                          ３,７９１ 

    新たな雇用の場や女性にとって魅力ある職場を創出し、女性の県内定着を 

促進するため、女性活躍のモデルとなる県内企業を育成する。 

    ・事業内容 モデル企業が実施するプロジェクト事業のサポート 

経営者向け意識啓発セミナー 

（３）男女共同参画推進事業                               １,８２４ 

  男女が共にあらゆる分野で活躍できる社会の実現を目指すため、地域の推 

進的役割を担う人材の養成を行う。 

  ・事業内容 自治会長などを目指す地域の女性リーダーの育成 

        あきたＦ・Ｆ推進員の養成 

        市町村等との啓発活動の実施 等 

（４）若者と地域をつなぐプロジェクト事業                       ３,２４７ 

   高校生等が企画する地域活性化に向けた取組の実現を支援し、若者世代の 

主体的な地域活動の促進を図る。 

・事業内容 集中ワークショップの開催、定期的なメンタリングの実施、 

          高校生等による企画の実践 
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（５）若者チャレンジ応援事業                           ３１,４２４ 

    次代を担う若者の夢の実現に向けた挑戦を応援することによって、若い世 

代の地域活性化に向けた戦略的な取組を促進する。 

・補助対象 原則県内在住の 18 歳以上 40 歳未満（高校生を除く。）の個人又は団体

    ・対象事業 先進的な技術や知識を習得するためのスキルアップや戦略的 

          手法による地域活性化に向けた取組 等 

・補 助 率 3/4 

ただし、選考委員会で特に優れていると認められる場合は補助率10/10

    ・限 度 額 100 万円/年、総額 200 万円/補助期間 

ただし、次の場合は300万円/年、総額400万円/補助期間  

            ・海外渡航を伴うもの 

                    ・ＩｏＴ、ＡＩ等先進技術に関連する取組 等 

    ・補助期間 最長２年間 

（６） 若者活躍プラットフォーム構築事業                       ４,５２９ 

    若者による地域活性化に向けた自発的な活動を促進させるため、意欲ある 

若者同士のマッチングやアイデア創出に資する環境を整備する。 

・事業内容 活動実践者の講話や先輩活動者とのディスカッションの実施 

企画のブラッシュアップに資するＳＮＳプラットフォームの 

開設・運営 

活力にあふれ、安心して暮らすことができる地域社会づくり 

 （１） 県・市町村の協働・連携加速化事業                         ２,１８４ 

    人口減少下にあっても、必要な行政サービスを維持・確保するため、県・ 

市町村の協働・連携に向けた取組の加速化を図る。 

①県・市町村連携促進事業                        339 千円 

・事業内容 県・市町村協働政策会議の開催 

             行政運営の効果的な取組の研究 

②市町村間連携促進事業                  1,845 千円 

          ・事業内容 地域連携研究会による連携の可能性や先行事例等に関する研究

                連携中枢都市圏形成に向けた勉強会の開催 等  

 （２） 地域を支える「関係人口」創出・拡大事業                       ６,４０２ 

    人口減少や少子高齢化が進む本県における地域課題の解決や活性化を促進 

するため、「関係人口」の創出・拡大を図る。 

①「関係人口」受入体制推進事業                     324 千円 

・事業内容 市町村や各関係団体からなるプロジェクト会議の開催 

             地域住民向け普及冊子の作成 
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     ②県外在住者と連携した「関係人口」創出・拡大事業    6,078 千円 

          ・事業内容 都市圏での交流会の開催 

集落行事体験プログラムの作成、実践 

山菜ファンを活用した元気ムラ応援隊の拡大 

首都圏大学での本県ＰＲ 

（３）協働の地域づくりサポート事業                       ２６,１２７ 

      多様化・複雑化する地域課題を解決するため、持続可能な県民主体の地域 

づくり活動を推進する。 

①市民活動サポート事業                  16,634 千円 

・事業内容  市民活動サポートセンターの設置による市民活動の促進 

      ＮＰＯ派遣相談員による地域協働の推進 等 

    ②まちづくり協働推進事業                3,603 千円 

     ・事業内容 花育教室や花のまちづくりセミナーの開催 

全国花のまちづくり地方大会開催準備 

    ③地域づくり活動応援事業                5,890 千円 

県民主体による地域の賑わいづくりや地域の生活課題の解決に関する取 

組に対して支援する。 

     ・補 助 率 1/2（県 10/10） 

     ・限 度 額 60 万円 

（４）地域支え合いシステム構築事業                        ４,６７６ 

      人口減少社会における生活課題の解決に向け、住民が主体となった地域支 

え合いの仕組みを構築するほか、生活サービス機能や地域活動の拠点とな 

る「小さな拠点」の形成を推進する。 

    ①地域支え合いシステム緊急対策交付金事業         3,510 千円 

・事業内容 住民組織による有償運送等の実施に向けた企画案の検討 

      トライアルの実施 等 

・補 助 率 1/2（県 10/10） 

・限 度 額 1 市町村当たり 750 万円/補助期間 

・補助期間 最長２年間 

    ②小さな拠点形成支援事業                1,166 千円 

     ・事業内容 「お互いさまスーパー」ネットワーク会議等の開催 

小さな拠点形成に向けた情報提供・意見交換 等 

（５）未来へつなぐ「元気ムラ」活動推進事業                     １１,３０３ 

「元気ムラ」活動を県全域へ拡大するため、県と市町村による支援体制の 

充実を図るとともに、集落間交流や活動の担い手育成、地域情報の発信等 

を推進する。 

①地域コミュニティ政策推進事業                 844 千円 

県と市町村の連携による地域コミュニティ政策推進体制の充実を図る。 

・事業内容 地域コミュニティ政策推進協議会の開催等 
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②広域的集落間交流推進事業                  969 千円 

集落活動の活性化や課題解決を図るため、市町村の枠を越えた集落間交 

流等を推進する。 

・事業内容 あきた元気ムラ大交流会の開催等 

    ③集落活動情報発信推進事業               6,283 千円 

集落活動コーディネーター（集落支援員）による地域情報の掘り起こし 

等を促進するとともに、市町村・地域からの情報発信を強化する。 

        ④集落活動担い手育成事業                 724 千円 

     集落を取り巻く現状や課題等についての研修会や県内外の先進的な取組 

についての実践研修を開催し、集落活動の担い手となる人材を育成する。 

    ⑤ＧＢビジネス推進事業                 2,483 千円 

     地域資源を活用したＧＢ（じっちゃん・ばっちゃん）ビジネスにおける 

     販路拡大を推進する。 

 ・事業内容 山菜等の販路拡大に向けた販促活動 

       地域連携による共同出荷体制の強化 等 

（６）コミュニティ生活圏形成事業                                          １１,３１６ 

      集落における日常生活に必要なサービス機能を維持・確保していくため、 

   複数の集落からなる新たなコミュニティ生活圏の形成を図る。 

   ①コミュニティ生活圏形成推進事業            10,363 千円 

    ・事業内容 コミュニティ生活圏単位での将来人口予測やグランドデザ 

          イン策定 

    ② コーディネーター育成事業               500 千円 

     ・事業内容 コミュニティ生活圏形成に向けたワークショップ等開催時 

のコーディネーターの育成 

    ③秋田版「生涯活躍のまち」推進事業            453 千円 

     ・事業内容 秋田版生涯活躍のまち推進協議会の開催等 

（７）コンパクトなまちづくり推進事業                       １,４０６ 

人口減少、高齢社会の到来による都市が抱える課題を解消するため、都市 

のコンパクト化やまちの再生、賑わいの創出に向けた取組を推進する。 

・事業内容 官民協働による賑わいづくりワークショップの開催 

      講習会の開催 

（８）優良建築物等整備事業（秋田市中通二丁目地区）               ２１,７４１ 

中心市街地における、民間企業による優良な共同住宅の供給を支援する市 

町村に対し助成する。 

・補 助 先 秋田市 

・補 助 率 2/3（国 1/2、県 3/20、市町村 7/20） 
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（９）市街地再開発事業（横手駅東口第二地区）                １４６,１９０ 

土地の有効活用、市街地の環境整備を促進するため、横手市における市 

街地再開発事業に対し助成する。 

・実 施 地 区 横手駅東口第二地区 

・補 助 率 2/3（国 1/2、県 1/4、市町村 1/4） 

    ・事 業 期 間 令和元～６年度 

    ・R2 年 度 事 業 組合設立・権利変換計画認可、実施設計 等 

（10）あきた循環のみず協働推進事業                        ８,４１５ 

       持続可能な生活排水処理サービスの提供を図るため、市町村と県の機能合 

体による広域化・共同化を推進する。 

・事業内容 第三者による業務を補完する組織の構築の検討 

（11）下水道事業（建設費及び改良費分・下水道事業会計）           ３,２２１,５００ 

   公共用水域の水質保全と生活環境の整備を図るため、下水道施設の整備等 

を行う。 

   ①流域下水道事業                                    3,118,900 千円 

    流域下水道各処理区（臨海、大曲、横手、大館及び鹿角）に係る処理施 

設の整備及び更新を行う。 

    ・主な事業 管理棟建築・建築付帯電気設備改修工事等 

   ②県南汚泥（広域汚泥資源化施設）委託業務費        38,200 千円 

    県南地区の生活排水処理汚泥を集約し、長期的・安定的に資源化する。 

   ③十和田湖公共下水道改築更新              64,400 千円 

    水質・環境保全及び観光の振興を図るため、処理施設の改築更新を行う。 

    ・主な事業 ポンプ場設備更新工事等 
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２ 社会の変革へ果敢に挑む産業振興戦略 

成長分野の競争力強化と中核企業の創出・育成 

（１）輸送機産業強化支援事業                                ４７,０６２ 

輸送機産業における県内企業の取引拡大やサプライチェーンの形成を図る 

ため、ＱＣＤの向上や販路拡大等に取り組む県内企業を支援するほか、若 

者の県内定着のため、自動車ＰＲイベントを支援する。 

①航空機産業強化支援事業                  2,534千円 

航空機産業アドバイザーを配置し、県内企業と航空機関連メーカー等と 

のマッチング支援等を行う。 

②自動車産業強化支援事業                  22,361千円 

プロジェクトマネージャー等の高度支援人材を配置し、県内企業と自動 

車メーカーとのマッチング支援等を行う。 

・事業内容 プロジェクトマネージャー等によるマッチング支援 

           商談会等の開催 

           ガイドブックの作成 等 

    ③人材育成支援事業                     1,402千円 

     県内輸送機産業関連企業に対し人材育成セミナーを開催する。 

④人材確保支援事業                     20,765千円 

     高校生、大学生を対象とした企業ＰＲ会を実施するとともに、自動車販 

     売店と一体となった県内自動車製造業のＰＲイベントを開催する。 

 （２）新世代航空機部品製造拠点創生事業                      ６９,１４２ 

産学官連携により複合材の新しい製造技術・検査技術の研究開発を行い、

将来の輸送機関連部品の製造拠点創出を目指す。

・事業主体 産学官で構成する技術研究組合 

・事業内容 複合材の低コストな成形・加工技術等の研究開発 

      知的財産の管理・技術移転 

 （３）航空機システム電動化研究・開発推進事業                 ４２４,７９４ 

航空機電動化システムの開発やそれに伴う地域人材の開発により県内製 

造業の高度化・競争力強化を推進するため、高効率モーターコイル等の

本県固有技術を起点とした県内大学（秋田大学、秋田県立大学）による

モーター及びその周辺機器・システムの研究、地域と連携した開発等に

対し支援する。

①航空機システム電動化開発に要する経費               2,033 千円

②産学官共同研究開発に要する経費（補助金）       422,761千円 

 ・補 助 先 秋田大学、秋田県立大学 

 ・事業内容 新世代モーター等の研究開発等 

 ・補 助 率 10/10（国2/3、県1/3 等） 
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 （４）新世代パワーユニット中核拠点創生事業                  ２２１,６１１ 

自動車・航空機産業において今後拡大が見込まれる電動パワーユニット分

野への参入拡大や県内サプライチェーンの形成を図るため、量産受注体制

の構築を支援する。

・補 助 先 複数企業で構成する事業組合

・事業内容 量産受注体制構築に向けた設備設置費に対する支援等 

      （補助率1/3（国1/2、県1/2）、限度額5億円） 

 （５）新エネルギー産業創出・育成事業                                     ３０,３３０ 

    新エネルギー関連産業の拡大のため、県内企業による新エネルギー分野へ 

の参入を促進する。 

    ①再生可能エネルギー導入促進事業            21,350 千円 

     風力発電等の事業化と、関連産業への県内企業の参入を支援する。 

     ⅰ）県内企業の風力発電事業等への参入支援        9,349 千円 

・事業内容 風力発電等アドバイザーの派遣 

      サプライチェーン調査を踏まえた県内企業の参入支援 

洋上風力に関する県民の理解促進に向けた普及啓発 

イベントや広報の実施 等

     ⅱ）メンテナンス人材の育成等                         10,141 千円 

・事業内容 電気主任技術者育成に向けた高校への出前講座実施 

メンテナンス技術者等の養成支援（1/2（県 10/10）） 

県内企業による洋上風力発電メンテナンス技術者の養成 

や技術開発の取組に対する支援（1/2（県 10/10））等

 ⅲ）洋上風力発電の導入促進                        1,860 千円 

       ・事業内容 関連産業への参入を目指す県内企業を対象とするセミ 

ナーの開催等 

再エネ海域利用法に係る協議会に要する経費 等 

    ②水素エネルギー導入促進事業                 902 千円 

     産学官による水素エネルギーに関するコンソーシアムを通じ、利用促進 

や関連産業への参入の促進を図る。 

・事業内容 コンソーシアムによるセミナー、先進事例調査 等 

    ③地熱エネルギー多面的利用促進事業            8,078 千円 

     産学官による地熱エネルギーに関するコンソーシアムを通じ、地熱エネ 

ルギーの多面的な利用による地域振興へ向けた取組について検討する。 

・事業内容 コンソーシアムの運営、先進事例調査 等 

（６） ものづくり中核企業成長戦略推進事業                                    １８,１２１ 

地域経済の中核的役割を目指す企業に対し、成長戦略の策定から事業化ま 

で一貫した支援を展開する。 

・補 助 先 地域経済の牽引役として事業拡大の意欲がある中小企業（製造業）

・補 助 率 ①県外からの受注及び県内企業への発注等のコネクターハブ 

機能の強化・創出を伴う取組 2/3（県10/10）  

              ②雇用・売上高増により中核企業化を目指す取組 1/2（県10/10）
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・限 度 額 1,500万円/年度 

・補助期間 最長３カ年度 

・補助件数 継続分２件 

・対象経費 技術開発、新商品開発・改良、販路開拓、サプライチェーン 

形成に要する経費 等 

（７）伴走型ものづくり中核企業育成支援事業                                    ５,８４０ 

中核企業等の更なる成長を促し、地域を牽引する企業へ育成するため、県 

及び支援機関等で構成する「ものづくり中核企業支援タスクフォース」に 

よる伴走的な支援を行うほか、Ｍ＆Ａや株式上場に向けた機運醸成等を図る。

     ・事業内容 中核企業等の更なる成長に向けた課題の把握や最良の支援策

の提案を行うタスクフォースマネージャーの配置等

Ｍ＆Ａや株式上場への機運醸成や知識向上を図るセミナーの開催

（８）医療福祉関連産業成長促進事業                           １５,５８２ 

医療福祉関連産業の集積や多様な展開を図るため、医療福祉機器の研究 

開発や販路拡大に向けた取組、人材育成等を支援する。 

①マッチング推進事業                   4,668 千円 

医療現場のニーズ収集のほか、県内企業と医療機器メーカー・ディーラー

とのマッチングを行うことにより、新製品の開発等を促進する。 

②医工連携人材育成事業                   1,129 千円 

医療福祉機器製造に必要な人材を育成するほか、学生の業界理解を促進 

するためのセミナー等を開催する。 

    ③課題解決型介護福祉機器開発事業              9,785千円 

県内中小企業の介護福祉機器産業への参入を促進するため、介護現場の

課題解決に資する機器開発を支援する。

 ・補 助 率 2/3（国 4/5、県 1/5） 

 ・限 度 額 開発型 200 万円、トライアル型 50 万円 

 ・補助件数 ８件（新規５件、継続３件） 

（９）ヘルステック産業研究開発支援事業                            ４２,０００ 

県内大学や公設試験研究機関等とコンソーシアムを形成し、医療分野の

課題解決に向けた研究開発に取り組む事業者を支援する。

    ・補 助 先 産学官で構成するコンソーシアム

    ・事業内容 がんの遠隔診断を可能とする医療機器の開発

          がん診断機器の専用試薬の開発 等

    ・補 助 率 2/3（国 1/2、県 1/2） 

（10） ヘルスケア産業振興事業                                 １,３５８ 

市場規模の拡大が予想されるヘルスケア産業への参入を促進するため、

「秋田県次世代ヘルスケア産業協議会」のネットワーク強化を図るとと 

もにヘルスケアビジネスの先行事例等に関するセミナーを開催する。
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（11）情報関連産業強化事業                             １１,１００ 

   県内情報関連企業等の事業拡大を図るため、新商品の開発や販路拡大、最 

   新技術の習得等に向けた取組に対し支援する。 

①情報関連産業商品開発支援事業               8,000 千円 

 新たなソフトウェア等の開発に要する経費に対し助成する。 

 ・補 助 率 1/3（国 4/5、県 1/5） 

 ・限 度 額 200 万円 

 ・補助件数 ４件 

②情報産業活性化事業費補助金                       1,600 千円 

 大規模市場への販路拡大や企業連携等のコミュニティ活動に要する経 

 費に対し助成する。 

・補 助 率 1/2（国 4/5、県 1/5） 

・限 度 額 販路拡大型 50 万円、コミュニティ活動型 10 万円 

・補助件数 ４件 

③情報関連産業レベルアップ支援事業            1,500 千円 

     最新の高度な情報関連技術の習得に向けた社外研修等の受講に要する経 

     費に対し助成する。 

・補 助 率 1/2（国 4/5、県 1/5） 

・限 度 額 30 万円 

・補助件数 ５件 

（12）ＩｏＴ等先進技術導入促進事業                                         １２,０９２ 

県内企業の生産性の向上及び付加価値の向上を図るため、急速に進展して 

いるＩｏＴ、ＡＩ等先進技術の普及・導入を促進する。 

①ＩｏＴ等先進技術普及促進・人材育成事業          5,782千円 

県内企業に対し、先行導入事例などＩｏＴ等の先進技術に関する情報を 

提供するほか、ＩｏＴ技術の体験研修や導入に向けた助言等を行う。 

     ②ＩｏＴ等先進技術導入実証事業                 5,000千円 

ＩｏＴ等先進技術の導入モデルとなる企業の取組に要する経費に対し助 

成する。 

          ・補 助 率 1/2（県10/10） 

          ・限 度 額 250万円 

          ・補助件数 ２件 

③ＩｏＴ等先進技術横展開事業                  1,310千円 

ＩｏＴ等の先進技術の導入モデルとなる企業の取組について、同業種の 

企業等のワーキンググループで実装に向けて検討し、県内企業への導入 

を支援する。 

（13） 製造業向けＩｏＴ導入実践事業                                       １,９０４ 

県内製造業のＩｏＴ導入による生産性の向上や付加価値の向上を図るため、 

先進的なモデルシステムのトライアル導入を支援する。
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（14） デジタルイノベーション実証プロジェクト形成促進事業                  １,５０２ 

新たなビジネスモデルの創出や地域課題の解決を図るため、ＩｏＴ、ＡＩ、 

ＶＲ等の先進技術を活用した実証プロジェクトの形成やその推進に向けた 

支援を行う。 

・事業内容 先進技術に精通した人材を招へいしたセミナー等の開催 

 （15）情報関連産業立地促進事業                                           ３７,９０８ 

    情報関連事業者の新規立地及び事業拡大を図るため、新規雇用者の人材育 

    成等に要する経費に対し助成する。 

・補助対象  情報通信関連事業が売上高の過半を占める中小企業 

・補助要件 新規常用雇用者５人以上 

   ・補助率等 建物・機械設備等の賃借料、通信回線使用料の 20％(３年間) 

        ※上記は新規立地の場合のみ 

新規雇用者の人材育成費 新規立地の場合 500 千円/人(３年間)

ああああああああああああ事業拡大の場合 300 千円/人(３年間)

      ・限 度 額 3,000 万円／年 

（16） あきたを創る！産業人材育成事業                      ３,９２４ 

    ①航空機産業人材育成事業                   1,823 千円 

航空機産業を担う人材を育成するため、高校生に対して外部の人材を活 

用した講義、技術研修等を実施するほか、工業高校等の教員を対象とし 

た高度加工技術に関する研修会を実施する。 

 ・対象校 由利工業高校、他専門高校 

②情報関連産業人材育成事業                        2,101 千円 

将来の情報関連産業を担う人材を育成するため、専門高校において、県 

内企業との連携による技術指導を行うほか、専門高校等の教員を対象と 

したプログラミング教育に関する研修会を実施する。 

・対象校 大館国際情報学院高校、仁賀保高校、大曲工業高校 

中小企業・小規模企業者の活性化と生産性向上 

（１）中小企業振興資金貸付事業（一般資金）                １２,０４９,２２７ 

  【働き方改革支援枠】 

「働き方改革」に取り組む企業に対して支援する。 

   ・融 資 対 象 県内で１年以上事業を営んでいる中小企業者で、健康経営 

          優良法人など国、県による認定等を受けている者 

・融 資 枠  156 億円 

・貸付限度額 １億円 

・貸 付 利 率  固定 1.75％、変動 1.50％ 

・貸 付 期 間 15 年以内（据置２年以内） 

・保 証 料 1.55％以下（県補助後） 
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（２）中小企業振興資金貸付事業（小規模事業振興資金）             ３１０,４５９ 

   【ＩＣＴ導入支援枠】    

   小規模企業者を対象に、生産性向上や業務効率化が期待できるＩＣＴ導入 

を支援する。 

・融 資 対 象 ＩＣＴ導入による生産性向上や業務効率化を図る小規模企業者

・融 資 枠  ７億円 

・貸付限度額 2,000 万円 

・貸 付 利 率  1.55％ 

・貸 付 期 間 10 年以内（据置２年以内） 

・保 証 料 0.45％（県補助後） 

 （３）新事業展開資金貸付事業（創業支援資金）                  ４１５,４１０ 

   【女性･若者支援枠】    

   地域経済の新陳代謝が期待される女性、若者の創業を支援する。 

・融 資 対 象 女性及び 35 歳未満の若者 

・融 資 枠 ５億円 

・貸付限度額 2,500 万円 

・貸 付 利 率 1.10％ 

・貸 付 期 間 10年以内（据置３年以内） 

・保 証 料 0％（県補助後） 

（４）商工団体組織活動強化事業                        １,６５１,６００ 

    小規模企業者を中心とした県内中小企業者の支援を行う商工会議所、商工 

会連合会・各商工会及び中小企業団体中央会に対し助成する。 

・交 付 先 商工会議所                 300,800 千円 

商工会連合会・各商工会                  1,219,200 千円 

中小企業団体中央会                     131,600 千円 

（５）事業承継推進事業                               ７,６２０ 

    雇用の確保や優れた技術・ノウハウ等の経営資源の円滑な継承のために中 

小企業が行う取組を支援する。 

①事業承継ワーキンググループ活動事業             274千円 

金融機関、商工団体等で組織する中小企業支援ネットワークにおいて、 

事業承継に関する専門的知識の向上、新たな支援ツールの創出等を図る。 

    ②事業承継相談推進事業                     6,998千円 

     事業承継等に関する相談機能を強化するため、事業承継相談推進員を商 

工団体に２名配置する。 

     ③事業承継マッチング支援事業                348千円 

     県外に在住する後継希望者と譲渡者との事業承継のマッチングを促進す 

るため、県外在住者の来秋旅費を支援する。 
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（６）小規模企業者体質強化支援事業                      １０９,７６４ 

     経営力向上に意欲のある小規模企業者が、各種専門家の指導及び商工団体 

からの支援を得ながら行う、販路開拓及び業務効率向上に向けた取組に対 

して支援するとともに、企業連携に係るハウツーブックを作成・配布する。 

   ①小規模企業者元気づくり事業等             108,221千円  

・補助対象 小規模企業者の生産性向上等の取組に対する支援等 

      グループ化（２社以上）して行う生産性向上等の取 

      組に対する支援       

・補 助 率 1/2（県10/10） 

          ※グループの場合 2/3 

・限 度 額 100万円 

   ② 企業連携ハウツーブック作成事業             1,543千円              

企業連携による小規模企業者の経営力強化を図るため、協業化、業務提 

携、合併等に係る手法、先進事例等を掲載したハウツーブックを作成・ 

配布する。 

（７）企業競争力強化事業                              ４１,２８０ 

  県内企業の競争力強化のため、経営相談体制の強化を図るとともに、各種 

団体等が実施する産業振興、課題解決等の取組に対し助成する。 

    ①企業相談事業                      2,249 千円 

     移動相談所の開設や専門家派遣など企業の経営相談体制を整備し、企業 

が抱える専門的な課題解決を支援する。 

     ・事業内容 移動相談所の開設 

専門家派遣の実施（２日×30社） 

     ・実施主体 （公財）あきた企業活性化センター 

    ②販路拡大支援事業                     22,744 千円 

     県内企業の販路拡大を図るため、首都圏及び東北の受発注に関する情報 

を収集・提供するとともに、商談会の開催等を行う。 

     ・事業内容 首都圏、東北計３名のアドバイザーによる受発注あっせん等

     ・実施主体 （公財）あきた企業活性化センター 

    ③事業化プロデュース事業                16,287 千円 

     県内企業の研究開発を加速化させるコーディネーターを配置する。 

（８）かがやく未来型中小企業応援事業                           ７２,２６１ 

   県内経済の活性化を図るため、意欲を持って自社の競争力の強化を図ろう 

   とする県内中小企業を「かがやく未来型中小企業」に採択し、当該企業の 

   新たな取組を支援する。 

・補助対象 県内企業が行う新商品・新サービスの開発、ＩｏＴ等先進技 

術対応、機械器具の導入 等 

・補 助 率 1/3（県10/10） 

・限 度 額 500万円 
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 （９）はばたく中小企業投資促進事業                      １４４,２９０ 

    成長分野への参入など事業拡大に向けた設備投資と雇用を行う中小企業を 

「はばたく中小企業」に認定し、設備投資等の取組に対して支援する。 

    ・対 象 企 業 製造業（環境・エネルギー型企業、資源素材型企業を含  

む）、情報通信関連業 等 

    ・補 助 要 件 投下固定資産額１～３億円（環境・エネルギー型（電気業 

を除く）については、3,000 万円～３億円） 

新規常用雇用者５人以上 

    ・補  助  率 10％（加算制度あり） 

    ・人材育成費 25万円/人、１年間 

・限 度 額  3,000万円 

（10）伝統的工芸品等振興事業                               ９,３６６ 

県、市町村及び産地が一体となって振興施策を実施する。 

①伝統的工芸品等振興補助事業               7,200 千円 

市町村及び産地組合等が行う取組を支援する。 

・補助率 2/3（県 10/10） 

・限度額 市町村 100 万円、産地等 80 万円 

②全国伝統的工芸品展等負担金等              1,793 千円 

③秋田県伝統工芸士認定事業                   373 千円 

秋田県の伝統的工芸品の製造に従事する一定以上の技能等を有する者

を秋田県認定工芸士等として認定し称号を授与する。

 （11）「アトツギベンチャー」支援事業                                        ４,１３３ 

    地域産業の振興を図るため、新たな事業展開等に取り組む若手後継者を 

    中心としたグループを支援する。 

    ・事業内容 ビジネスプランの作成、新商品の試作、販路開拓等への支援 

・補助件数 ２件 

（12）食品事業者基盤強化事業                                          １１,３４４ 

食品製造事業者の事業基盤と競争力の強化を図るため、事業活動の中核を 

担う人材の育成や製造環境の整備、地域資源の活用などによる事業拡大に 

向けた取組等への支援を行う。 

①食品産業人材育成事業                    3,448 千円 

県外への市場展開を目指すマーケティングノウハウや生産性向上等に資 

する製造管理手法等に関する講座等を実施する。 

②食品事業者生産性向上支援事業                         1,192 千円 

 トヨタ自動車東日本（株）の協力のもと、食品製造現場における改善 

活動を支援するとともに、その活動を普及啓発する。 

③ 食品加工機器県内受発注促進事業             1,449 千円 

食品加工機器等の整備や県内受発注の促進に向けて相談窓口を設置す 

るとともに、県内食品加工機器製造・整備事業者の情報を掲載した冊 

子を作成、配布する。 
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    ④ 食品事業者躍進支援事業                  5,255千円 

地域に密着し経済・雇用を支えていくことが期待される食品製造事業者

の事業拡大に向け、取組を支援するコーディネーターを配置する。 

（13）あきた創業スタートアップ支援事業                         １,６２４ 

    県内における起業を促進するため、女性・若者の創業意識の醸成を図り、 

産学官連携による実践的な起業家育成及び起業支援等を実施する。 

①女性・若者等創業意識醸成事業              1,350 千円 

 女性・若者の創業意識の醸成を図るため、（公財）あきた企業活性化セ 

 ンターが主催する起業家交流フェスタの取組に対して支援する。 

② 産学官連携による起業家育成・起業支援事業         274 千円 

 「あきた創業支援プラットフォーム」を開催するほか、支援機関の支援 

 体制強化や起業を希望する学生等に対して専門家チームを派遣する。 

（14）あきた起業促進事業                             ５７,４１３ 

    県内における起業を促進するため、起業家意識の醸成、起業準備、起業、 

起業初期の各段階において、切れ目のない支援を行う。 

    ①起業支援事業（Ａターン起業・移住起業枠、女性・若者枠）15,359 千円 

 優れた事業の創出を促進するため、起業費用の一部を助成する。 

 ・補 助 率 1/2（国 1/2、県 1/2、女性・若者枠は県 10/10） 

     ・限 度 額 200 万円（Ａターン起業・移住起業枠） 

100 万円（女性・若者枠） 

    ②起業支援事業（地域課題解決枠）             28,795千円 

     地域の課題に対して取り組む若者等の優れた事業の創出を促進するため、 

     起業費用の一部を助成する。 

     ・補 助 率 1/2（国1/2、県1/2） 

         ・限 度 額 200万円 

          ・加 算 額  200万円 

                      限度額を超える場合(補助率1/2（県10/10）) 

          ※地域課題解決枠の交付決定を受けた者は、市町村で実施 

           する移住支援金（上限 100 万円）の対象となり得る。 

③高校生等の起業体験、起業スキル習得塾の実施等      5,460 千円 

④ふるさと起業家応援事業                 7,799 千円 

 地域課題の解決や地域資源の活用につながる魅力的な事業を展開する起 

 業家に対し、事業に共感する者から募るふるさと納税を活用した助成を 

 行うとともに、県が上乗せ助成を実施する。 

     ・対 象 者 県内で起業する者、創業間もない企業 等 

    ・補 助 率 ⅰ）ふるさと納税を活用した助成 10/10（県 10/10）  

          ⅱ）上乗せ助成 1/2（県 10/10) 

            （ⅰの助成額を超えない範囲で上限 100 万円）    
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（15）中小企業・小規模事業者情報化促進事業                      ３,００８ 

県内企業の人手不足への対応や生産性の向上を図るため、中小企業・小 

規模事業者のＩＣＴの導入を促進する。 

①情報化推進ワーキンググループ運営事業             176 千円 

企業支援機関等による情報化推進ワーキンググループにおいて、情報 

の共有や施策の連携を図る。 

②企業支援機関等ＩＣＴスキルアップ事業         2,832 千円 

 企業現場で経営課題に対応する経営指導員等のＩＣＴスキルアップを 

 図るとともに、組織内の中核となる人材を育成する。

国内外の成長市場の取り込みと投資の促進 

 （１）あきた企業立地促進助成事業                                        ２,３８６,５４３ 

    本県にとって経済波及効果の大きい企業の立地を促進し、雇用の創出を図 

るため、工場等の新増設に伴う設備投資等に要する経費に対し助成する。 

・補助対象  製造業(環境・エネルギー型企業、資源素材型企業を含む)、 

          情報通信関連業 等 

・補助要件 投下固定資産額３億円以上、新規常用雇用者 10 人以上 

（研究開発型は５人以上） 

   ・補 助 率 10％（加算制度あり） 

      ・限 度 額 ５億円（加算制度あり） 

（２）企業立地・導入促進資金貸付事業                                      ２３６,３８７ 

   企業誘致の促進と地場産業の高度化を図るため、工場の新増設や再生可能 

エネルギーによる発電事業等を行う企業に対し低利融資を行う。 

・融 資 枠 2.9 億円 

・貸付利率 1.0％（輸送機・アグリ・電気業関連投資は 0.9％） 

・貸付期間 15年以内（据置２年以内） 

 （３）環日本海物流ネットワーク構築推進事業                    ２９,６３４ 

    秋田港を環日本海地域における物流拠点とするため、国際コンテナ航路の 

維持・拡充を進める。 

①新規航路開設促進事業等                  1,306 千円 

     航路開設、維持・拡充に向けた海外船会社等への訪問を行う。 

    ②秋田港コンテナ貨物利用拡大支援事業（荷主企業への支援等） 26,456 千円 

          ⅰ）継続・新規荷主奨励金               23,320 千円 

秋田港を利用して輸出入を行う荷主に対し、コンテナ取扱量等に応 

じて助成する。 

  ・補 助 率 定額（県 2/3、秋田市 1/3） 

              新規荷主:1TEU×20 千円(上限 10,050 千円) 

         継続荷主:31TEU から６千円/TEU（上限 10,050 千円） 
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         ⅱ）陸送費に対する支援                 1,540 千円 

       秋田港を利用して初めて輸出入を行う荷主に対し国内の陸送費を助 

成する。 

       ・補 助 率 1/4（県 2/3、秋田市 1/3） 

（片道 100km 以内 1 万円/TEU、片道 100km 超 1.5 万円/TEU）

          ⅲ）特殊梱包貨物支援                   1,300 千円 

              木枠、密閉梱包等の特殊サービスを活用して輸出を行う荷主に対し、 

梱包経費を助成する。 

・補助率 1/2（県 2/3・秋田市 1/3（限度額 5千円/ （継続利用は 3千円/ ）））

ⅳ）秋田港ポートセールス推進事業             296 千円 

  新規荷主の発掘や既存荷主の荷量拡大に向けて企業訪問等を行う。 

③ 物流連携推進事業                    1,872 千円 

     物流の将来を考える協議会を開催するほか、荷主企業の現状・課題等を 

     把握し、必要な対応策を検討するための調査分析を行う。 

 （４）東アジア経済交流強化事業                          １０,７６６ 

    東アジア地域との経済交流を拡大するため、政府機関等との協議を行うほ 

    か、現地サポート体制の構築等により県内企業を支援する。 

    ①ロシア沿海地方経済交流推進事業             1,100 千円 

ロシア沿海地方に現地サポート体制を構築し、県内企業の活動を支援す 

るほか、ロシア航路開設に向けたポートセールスを行う。 

   ②中国経済交流推進事業等                 4,173 千円 

     経済交流の覚書を締結している中国延辺州政府代表団を招へいするほか、 

     海外展開アドバイザーを活用し県内企業の中国進出を支援する。 

    ③東南アジア経済交流推進事業                             4,004 千円 

     東南アジアとの経済・観光交流を促進するため、タイに設置した連絡デ

     スクにおいて情報収集及び企業支援等を行う。

④台湾バイヤー招へい事業                                  686 千円 

     台湾とのビジネスを拡大するため、現地からバイヤーを招へいし、県内

     企業とのマッチングを行う。

    ⑤秋田県環日本海交流推進協議会負担金            803 千円

（５）県内企業海外展開支援事業                         １８,６８７ 

    海外展開に取り組む県内企業に対し、ノウハウや商談機会の提供、初期投 

資を軽減するための経済的な支援を行う。 

①海外展開支援ネットワーク事業              1,760 千円 

          県内の貿易支援機関と連携を図りながら、専門家の活用による一貫支援 

や海外ＥＣ（電子商取引）サイトを活用した輸出促進を行う。 

②秋田県貿易促進協会支援事業               9,427 千円 

     （一社）秋田県貿易促進協会が行う貿易普及啓発事業、貿易拡大促進事 

     業等に対し助成する。 

74



    ③県内企業輸出促進応援事業                    7,500千円 

海外への販路拡大等に取り組む県内企業を支援する。 

・対象経費 海外展示会への出展経費、現地市場調査費、海外拠点開設 

等のための経費 

    ・補 助 率 1/2（県 10/10） 

        ・限 度 額 50 万円（新規枠） 

          80 万円（一般枠） 

（６） 横手第二工業団地拡張可能性調査事業（工業団地開発事業特別会計）    １３,０００ 

   横手第二工業団地の拡張の可能性について調査を実施する。 

（７）向浜ふ頭用地造成事業（港湾整備事業特別会計）             １,４１０,０００ 

   港湾施設の利用を促進し、地域産業の振興を図るため、港内土砂処分場を 

確保し、ふ頭用地の整備を行う。 

   ・事業内容 護岸工等 

（８） 大森ふ頭用地造成事業（港湾整備事業特別会計）              ８５,０００ 

   洋上風力発電の基地港として、能代港のふ頭用地の整備を行うことにより、 

関連産業の集積や風力発電の拠点を形成する。 

    ・事業内容 ふ頭用地造成に係る設計等 

産業人材の確保・育成と働きやすい環境の整備 

（１）プロフェッショナル人材活用普及促進事業                   ５１,６０４ 

新事業への挑戦や積極的な販路開拓などに取り組む県内企業の成長を促進 

するため、人材面での経営基盤強化に向けた支援を行う。 

①プロフェッショナル人材戦略拠点設置事業        48,104 千円 

 企業の経営基盤強化に資する人材の活用を県内企業に促す「プロフェッ 

ショナル人材戦略拠点」の人員体制を拡充し、支援対象企業の範囲を広げる。

②プロフェッショナル人材活用促進事業              2,500 千円  

     県内企業がプロフェッショナル人材戦略拠点を通じて人材を新たに雇用 

     した場合、企業が負担した経費の一部を助成する。 

  ・対象経費 民間人材紹介事業者に支払った紹介手数料 

 ・補 助 率 1/2（県 10/10） 

 ・限 度 額 50 万円 

 ・補助件数 5 件  

③ 大企業人材等活用促進事業                       1,000 千円 

     首都圏の大企業等から副業や兼業等の形式で試験的に人材の受け入れを 

行った場合に県内企業が負担した経費の一部を助成する。 

  ・対象経費 受け入れに要する経費（謝金、旅費） 

 ・補 助 率 1/2（県 10/10） 

 ・限 度 額 10 万円 

 ・補助件数 10 件  
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（２）戦略産業人材獲得支援事業                       ５４,３９４

地域における生産性の向上や経済的基盤の強化を図るため、県内企業の

    専門人材獲得を支援する。 

    ①秋田県地域活性化雇用創造プロジェクト運営事業     366 千円

     事業を効果的に実施するため、国・県等で構成する推進協議会を運営

     する。

    ②専門人材獲得支援事業             45,000 千円

     民間人材紹介会社を介し、本県への移住を伴う形で県外の専門人材を

雇用した場合、企業が負担した経費の一部を助成する。

     ・対象企業 航空機、自動車、新エネルギー、情報、医療福祉

     ・対象経費 給与、社会保険料、移住に伴う旅費

     ・補 助 率 1/2（国 4/5、県 1/5） 

     ・限 度 額 150 万円 

     ・補助期間 ６カ月 

    ③戦略産業マッチング支援事業             9,028 千円

     企業の専門人材獲得を支援するため、首都圏において企業と求職者に

よるマッチングイベントを開催する。

（３）いま若者に伝えたい企業の魅力発信事業                    ４２３ 

        若者の県内就職促進のため、魅力ある取組を行う県内企業を取材し、 

    ＳＮＳやＷＥＢマガジンを通じて情報発信する。 

 （４）人材確保・定着推進事業                         ６１,７１５ 

    県内企業における人材の確保・定着を図るため、多様な人材のニーズに 

応じた雇用・就業機会の確保、人材の早期離職防止や職場定着に向けた 

取組の支援等を行う。 

①人材確保推進支援事業                 20,335千円 

          本庁及び各地域振興局（秋田を除く）に人材確保推進員（働き方改革 

推進員を兼ねる）を配置し、若年者の職場定着支援、働き方改革の普 

及啓発等を行い、県内企業の人材確保を図る。 

②キャリア応援事業                   34,004 千円 

 あきた就職活動支援センターの運営等を通じ、若年者等の求職支援を 

 実施する。 

③ 若年離職者対策事業                        881 千円 

 経営者を対象としたセミナーを開催するとともに、県内の企業情報を 

提供する就活サイトの案内や地元秋田暮らしのメリットを伝えるリー 

フレットを作成し、ハローワーク等で配付する。 

④外国人材の受入れ・共生に向けた環境づくり事業      1,457 千円 

 今後増加が見込まれる外国人材の円滑な受入れや地域との共生について、 

関係機関による情報共有・意見交換を行うとともに、受入れに関する相 

談対応や受入れの方法や事例を紹介するセミナーの開催等を行う。 
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⑤ 外国人材受入れ・定着支援事業                        5,038 千円 

県内企業、団体等が行う外国人材の受入れ・定着に向けた取組を支援する。

  ・補助対象  外国人材の受入れ・定着を図るためのモデル的な取組 

・補 助 率 1/3（県10/10） 

・限 度 額 100 万円 

（５）職業能力開発支援事業                                            ５６６,７０７ 

    各技術専門校や民間教育訓練機関による職業訓練により、若年者や離職者 

    等の就業促進及び就職後の定着率向上を図るとともに、各団体への助成に 

    より産業人材の育成を促進し、産業の振興と雇用の安定を図る。 

①職業訓練の実施                      419,891 千円 

 離職者、障害者等に対する職業訓練等を実施する。 

    ②職業能力開発校設備整備事業               40,586 千円 

 各技術専門校が実施する職業訓練に必要な設備を整備する。 

  ③認定職業訓練事業費補助金               54,872 千円 

     認定職業訓練実施団体が実施する職業訓練に要する経費に対し助成する。 

     ・補 助 率 2/3（国 1/2、県 1/2） 

     ・補助件数 普通課程：６団体、短期課程：13 団体 

    ④職業能力開発協会補助事業               51,358 千円 

 技能検定や職業能力開発の指導援助業務を行う県職業能力開発協会の取 

 組に対し助成する。 

     ・補 助 率 10/10（国 1/2、県 1/2） 

     ・対象経費 人件費、技能検定試験実施等事務費、一般管理費 

（６）ＩＣＴ人材確保・育成事業                          ２２,４０３ 

      県内産業のイノベーションを推進するため、優秀なＩＣＴ人材の確保や育 

成を図る。 

   ①未来を創るＩＣＴ強化事業                15,395 千円 

    首都圏と東北管内に専門員を各１名配置し、大学・専門学校等で県内情 

報関連企業をＰＲし、学生の県内就職を促進する。 

    ②県内ＩＣＴ人材定着事業                       6,774 千円 

        首都圏や県内大学等で企業セミナーや展示会等を開催し、県内情報関連 

企業等と学生等とのマッチングを図る。 

        ・事業内容 首都圏で開催される転職イベントへの情報関連企業の出 

展を支援 

情報関連企業と学生等とのマッチングイベントを首都圏 

で開催 

          県内大学で実施する企業ＰＲイベントに参加 等 

   ③ ＩＣＴ人材の確保・育成に関する 

ワーキンググループ運営事業 234 千円 

     ＩＣＴ人材の確保・育成に向け、大学、商工団体や県内企業等による 

     ワーキンググループを設置し、情報の共有や取組の連携を図る。 
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 （７）女性の新規就業支援事業                                 １２,２７８ 

    県内企業の人材確保を図るため、結婚や出産等で離職し、現在積極的な 

就職活動を行っていない女性の就業を促進する。 

   ・事業内容 求職者の掘り起こしに関するセミナー等の開催、対象者に応 

         じた広報の実施、職場実習の実施 等 

（８）秋田県建設産業担い手確保育成センター事業                 ２１,５０４ 

   建設産業を担う人材を確保・育成するため、建設産業団体や教育・訓練機 

関等と連携し、建設産業の広報・マッチングや女性活躍、若者の定着、キ 

ャリアアップ等を推進する。 

①建設産業広報・マッチング事業              989 千円 

 ⅰ）大学等に進学した県内出身者を対象とする訪問活動やインターンシ 

ップの実施 

ⅱ）若者・女性等を対象とする建設ドローン体験交流会の開催 

ⅲ）県内大学の学生等を対象に大学を会場とした企業ガイダンスの実施 

    ②建設産業女性活躍ネットワーク事業           3,629 千円 

     建設産業で活躍する女性のネットワークを拡大するため、女性技術者を 

対象とする研修会や意見交換会等を行う。 

    ③秋田に定着する建設人材育成事業              6,270 千円 

     ⅰ）土木建築系資格試験対策講座              3,300 千円 

       県内建設企業に就職を希望している高校生等や県内企業に就職した 

若手社員を対象とする資格試験対策講座を実施する。 

     ⅱ）建設ふれあいフェア                 1,980 千円 

将来の担い手として期待される子どもを対象とするフェアを開催する。

     ⅲ）ＩＣＴ研修拠点ステップアップ事業           990 千円 

       受講対象者を拡大するためのＩＣＴ研修拠点のＰＲ動画を作成する。 

    ④建設産業担い手確保育成支援事業            3,000 千円 

      建設産業団体が実施する若者等への魅力発信とキャリアアップ、及び定 

     着推進の取組を支援する。 

     ・補助先 建設産業団体 

     ・補助率 1/3（県 10/10） 

    ⑤秋田県建設産業担い手確保育成センター運営費       7,616 千円 

     「担い手確保育成推進員」を配置し、建設産業団体や教育・訓練機関等 

との連携を密にするとともに、女性の就業・活躍を推進する。 
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３ 新時代を勝ち抜く攻めの農林水産戦略 

秋田の農林水産業を牽引する多様な人材の育成 

（１）農地中間管理総合対策事業                         ８４１,５７３ 

      農業経営の規模拡大や農地の集積・集約化等を促進するため、公的な推進 

母体となる農地中間管理機構の活動等に対し助成する。 

    ①農地中間管理事業                    217,045 千円 

      ・実施主体 農地中間管理機構（県農業公社） 

     ・補助対象 農地の賃貸借、管理、条件整備 等 

     ・補 助 率 10/10（国 7/10、県 3/10） 

    ②農地売買支援事業                       15,318 千円 

     担い手の経営規模拡大と農地の集積・集約化を促進するため、農地中間 

管理機構が行う農地の売買事業に対し助成する。 

・実施主体 農地中間管理機構（県農業公社） 

     ・補助対象 業務運営費、事業推進組織整備費 等 

     ・補 助 率 10/10（国 6/10、県 4/10） 

    ③機構集積協力金交付事業                   579,352 千円 

     農地中間管理機構に農地を貸し付けた地域及び個人に対し、協力金を交

付する。 

         ・補 助 率  10/10（国 10/10）  

    ④人・農地問題解決加速化支援事業                 5,100 千円 

     地域農業の目指すべき姿、将来の方向性を定める「人・農地プラン」の 

継続的な話し合いや見直しに要する経費を助成する。 

     ・実施主体 県、市町村 

     ・補 助 率 10/10（国 10/10） 

⑤条件不利農地を担う経営体支援事業              19,830 千円 

         担い手が不足している条件不利農地の集積を促進するため、農地中間管 

理機構を通じて借り受け、農地の継承に取り組む経営体に対し助成する。 

・実施主体 市町村 

     ・補助対象 条件不利地域の農地を引き受けて営農する経営体 

     ・補 助 率 定額（実質賃料相当額：5.2 千円／10ａ等）（県 10/10） 

ⅰ）複合集約タイプ 借受１年目：実質賃料相当額 

借受２年目：実質賃料相当額の 1/2 

           ⅱ）一般タイプ   借受１年目：実質賃料相当額 

           ⅲ）条件整備加算  借受１年目：５千円/10a 

借受２年目：2.5 千円/10a 

    ⑥ 大潟村方上地区農地利活用推進事業           4,928 千円 

     当該地区の一部農地の売却のための費用を助成する。 

・実施主体 県農業公社 

     ・補助対象 地積測量費 

     ・補 助 率 10/10（県 10/10） 
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（２）次代につなぐ集落営農構造再編推進事業                      ６,１４５ 

   集落型農業法人の経営体質強化や人材確保による次代への円滑な経営継承 

を図るため、法人間の連携･統合など構造再編の取組等を支援する。 

   ①集落営農構造再編運動推進事業                  420 千円 

    集落営農の構造再編を推進するため、法人の意識啓発や県モデル地区の 

取組の全県域への波及を図る。 

   ②集落型農業法人連携支援事業                 429 千円 

    構造再編のモデル地区において、合意形成や課題解決への支援を行う。 

  ③法人経営専門員設置事業                  5,296 千円 

    ２地域振興局（北秋田、仙北）に法人経営専門員各１名を配置し、法人 

    間連携・統合の支援等を行う。 

（３）新規就農総合対策事業                                 ５１２,３５５ 

    県内での就農を希望する若者等の多様なニーズに対応した農業研修の実施 

や、営農初期の資金交付など、総合的な就農支援を行う。 

   ①未来を担う人づくり対策事業               32,292 千円 

就農に必要な農業技術や経営管理能力向上のための実践研修を実施する。 

・事業内容 未来農業のフロンティア育成研修（20 人） 

      地域で学べ！農業技術研修(市町村実験農場活用型)(36 人) 

    ②県受入体制整備事業                    473 千円 

     各種研修を円滑に実施するための体制づくりを行う。 

    ③農業次世代人材投資事業                469,990 千円 

    就農前の研修を受ける者や独立・自営就農者等に対し、資金を交付する。 

・対象者数 準備型（研修中最長２年間）33 人 

      経営開始型（営農開始後最長５年間）300 人 

・交付金額 年間 150 万円/人（国 10/10） 

④ミドル就農者経営確立支援事業               9,600 千円 

         中年層の新規就農者を確保するため、経営開始直後の独立・自営就農者 

に対し、資金を給付する。 

・対象者数 ９人 

     ・給付対象 就農時の年齢が 50 歳以上 60 歳未満の認定就農者等 

     ・給 付 額 年間 120 万円／人（県 10/10） 

（４）ウェルカム秋田！移住就業応援事業                       ３７,２０２ 

   移住就農希望者に対する情報提供、体験研修、技術指導等を行う。 

    ①移住就業トライアル研修事業                6,337 千円 

     ホームページ上でワンストップの情報発信を行うとともに、移住就農希 

望者を対象とした県内農業法人等でのインターンシップを実施する。 

・事業内容 インターンシップの実施（５日間 募集人数 15 人） 

新規就農相談員の設置 等 

    ②移住就業支援・フォローアップ事業            30,865 千円 

     移住就農者の初期投資を軽減するとともに、早期に経営が軌道に乗るよ 

う、技術・経営両面からのフォローアップ活動を実施する。 
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     ・事業内容 機械等の無償貸与（８人） 

営農開始時に必要な経費への助成（４人） 

移住就農コーディネーターの設置 

（５）次世代あきたアグリヴィーナス応援事業                     ８,３９７ 

女性が活躍する場の創出と農業の魅力アップを図るため、女性農業者の感 

性を生かした起業活動等を支援する。 

    ①あきたアグリヴィーナス育成事業             4,317 千円 

農産加工等の起業活動に取り組む女性農業者の育成や、そのネットワー 

ク活動への支援により、商品開発や販路拡大等の活動をサポートする。 

ⅰ）女性起業ビジネス塾の開催              2,376 千円 

・対 象 者 女性農業者等 

・研修内容 新商品試作、テスト販売の実施 等 

ⅱ）あきたアグリヴィーナスネットワークの活動支援    1,941 千円 

・対 象 者 ビジネス塾卒業生等 

・事業内容 研修会、商談会、販売会の実施 

      応援企業を招いた活動報告会の開催  

②あきたアグリヴィーナス起業活動支援事業         4,080 千円 

新商品開発等の取組経費に対し助成するとともに、直売活動の維持・発 

展を図るため、出荷者の高齢化に対応した集荷モデルの構築を行う。 

ⅰ）女性起業発展支援事業                3,200 千円   

・補 助 先 農産加工や直売に取り組む個人、組織 等 

     ・補助対象 新商品開発に係る専門家派遣経費 

         空店舗リース料、出張・移動販売経費 等 

   ・補 助 率 1/2 以内（国 1/2、県 1/2） 

   ・限 度 額 100 万円 

ⅱ）農産物直売所における集荷モデルの構築          880 千円 

       ・事業内容 専門家の指導を得ながら効率的な集荷モデルを構築 

             （１箇所） 

 （６）園芸労働力確保・サポート事業                        ２,４５５ 

労働力の確保に向け、労務管理の効率化や県全体で労働力を補完する仕組

みづくりを支援する。 

・事業内容 民間企業との連携による普及指導員の資質向上と農業経営体 

の労務管理等の効率化支援 

農業会議、ＪＡ、県等で構成される秋田県農業労働力サポー 

トセンターによる労働力の確保・定着支援 
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（７）秋田の漁業人材育成総合対策事業                        ４２,６９８ 

   漁業の担い手を育成するため、あきた漁業スクールによる各種研修や就業 

後のフォローアップを実施する。 

①あきた漁業スクール管理運営事業              6,616 千円 

    漁業就業に関する推進組織を設置し、就業希望者の掘り起こしから研修 

    の実施、就業後のフォローに至るまで一元的な支援を行う。 

    ・事業内容 コーディネーターによる技術指導及び基礎的研修の実施等 

   ②秋田の漁業担い手確保・育成事業            26,332 千円 

ⅰ）秋田の漁業トライアル基本研修            4,607 千円 

  漁業未経験者を対象とした漁法別の基礎的な研修を実施する。（２ 

回、延べ６人） 

ⅱ）秋田の漁業スキルアップ実務研修（独立型）     11,688 千円 

  独立・自営を目指す者を対象とした最長２年の実践的な研修を実施 

する。（新規２人、継続４人） 

     ⅲ）秋田の漁業就業支援・フォローアップ（雇用型）   10,037 千円 

    漁業経営体に雇用される者を対象とした最長１年の就業研修に要す 

る研修費等を補助する。（新規３人、継続３人） 

    ③ウェルカム秋田！移住就業応援事業            6,210 千円 

ⅰ）移住で漁業トライアル基本研修            3,351 千円 

   県外在住の漁業未経験者を対象とした漁法別の基礎的な研修を実施 

  する。（２回、延べ４人） 

ⅱ）移住で漁業就業支援・フォローアップ（雇用型）    2,859 千円 

  県外から本県への移住により漁業経営体に雇用される者を対象とし 

た最長１年の就業研修に要する研修費等を補助する。（新規１人） 

④秋田の漁業がんばる担い手応援事業            3,540 千円 

新規就業者等へのリースに用いる中古漁船の取得・改修経費に対し助成 

する。 

     ・補 助 先 漁業協同組合等 

・補 助 率 1/2（県 10/10） 

（８）森林・林業雇用総合対策事業                        ９６,９０８ 

林業従事者を確保・育成するための研修を実施するとともに、就労条件の 

改善や労働災害の防止に向けた取組を支援する。 

①森林整備担い手育成事業                 83,892千円 

 ・実施主体 （公財）秋田県林業労働対策基金 

 ・補助対象 若手林業従事者を対象とした技能講習の開催、労働保険料 

等への助成、安全作業器具購入、森林林業普及啓発 

 ・補 助 率 10/10（県10/10） 

②林業就業促進総合対策事業                2,000千円 

 ・実施主体 （公財）秋田県林業労働対策基金 

 ・補助対象 若手林業従事者の技能講習会参加への助成 

 ・補 助 率 10/10（国1/2、県1/2） 
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③林業労働安全衛生対策事業                 600千円 

 ・実施主体 林業・木材製造業労働災害防止協会秋田県支部 

 ・補助対象 安全衛生指導員の研修及び安全巡回指導 

 ・補 助 率 3/4（国2/3、県1/3） 

④秋田の高校生林業体験事業                1,915千円 

   ・実施主体 （公財）秋田県林業労働対策基金 

・補助対象 県内高校生を対象とした林業体験研修 

・補 助 率 10/10（県10/10） 

   ⑤新規就業者雇用支援事業                 8,501千円 

    ⅰ）ウェルカム秋田！移住就業トライアル研修事業     4,256千円 

      ・事業内容 林業機械の操作体験等の短期研修（４日間、５人） 

            林業事業体での中期研修（１ヵ月間、３人） 

    ⅱ）インターンシップ支援事業                          1,739千円 

      ・事業内容 県内ハローワークを通じた求職者を対象とした林業事 

            業体での体験研修（５日間、10人） 

    ⅲ）就業フォローアップ事業               2,506千円 

        ・事業内容 中期研修及びインターンシップ支援事業修了者を雇用 

            した林業事業体に対する指導費等の助成（３ヵ月間、 

            ３人） 

（９）「オール秋田で育てる」林業トップランナー養成事業               ４４,３７９ 

林業大学校において、将来の林業を担う若い林業技術者を養成する。 

①林業トップランナー養成推進事業                1,354 千円 

林業・木材産業関係団体、国及び県の関係機関で協議し、林業大学校の 

運営方針等を決定する。 

②林業トップランナー養成研修事業                      43,025 千円 

実践的な知識と技術の習得に向け、座学講習及び実地研修を実施する。 

複合型生産構造への転換の加速化 

 （１）新時代を勝ち抜く！農業夢プラン応援事業                  ３４２,６０１ 

       収益性の高い複合型生産構造の確立を図るため、経営の複合化や６次産業 

化、新規就農に必要な機械・施設等の導入に対し支援する。 

    ・実施主体 認定農業者、認定就農者、６次産業化法認定事業者 等 

    ・対象品目 野菜：えだまめ、ねぎ、アスパラガス、トマト 等 

          花き：キク、リンドウ、ダリア 等 

          果樹：りんご、なし、ぶどう 等 

          土地利用型作物：大豆、そば 等 

          畜産：肉用牛、乳用牛、比内地鶏 等 

    ・補 助 率 農外から就農する場合 1/2（県 10/10） 

          その他の場合     1/3（県 10/10） 
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（２）メガ団地等大規模園芸拠点育成事業                   ７１１,２１４ 

    複合型生産構造への転換を加速し、野菜や花き等の産出額を飛躍的に増大 

させるため、本県の園芸振興をリードする大規模団地を整備する。 

    ①大規模園芸拠点推進事業                 2,960 千円 

     ＪＡや市町村等と協働で設置するプロジェクトチームにより、事業計画 

の策定等を支援する。 

    ②大規模園芸拠点整備事業                 708,254 千円 

     メガ団地等の整備に対し助成する。 

      ・整備内容 

 ⅰ）メガタイプ 

継続 鹿角市末広地区（ねぎ（露地 13ha）、キャベツ（露地３ha））

新規 湯沢市関口地区（せり（露地２ha、施設 56 棟）、 

ねぎ（露地 2.5ha）、小ギク（露地 1.5ha）） 

 ⅱ）ネットワークタイプ 

新規 能代市浅内・磐・竹生・比八田地区（ねぎ（露地 20.8ha）） 

   能代市吹越・朴瀬・常盤・築法師地区（ねぎ（露地 10.8 

ha）、キャベツ（露地 15.5ha）） 

八峰町八峰・三種町八竜地区（ねぎ（露地 16.5ha）、 

キャベツ（露地 2.5ha）） 

美郷町畑屋中央地区（きゅうり（施設 34 棟）） 

 ⅲ）サテライトタイプ 

        継続 北秋田市綴子地区（にんにく（露地 5.1ha）） 

           秋田市上北手地区（ダリア（露地 0.2ha、施設６棟）、え 

           だまめ（露地６ha）等） 

にかほ市畑地区（アスパラガス（施設 24 棟）、ばれいしょ 

（露地３ha）等）   

           横手市和村地区（きゅうり（露地 0.5ha、施設 33 棟）） 

     ・補 助 率 国庫補助対象の場合  13/20（国 10/13、県 3/13） 

国庫補助対象外の場合   1/2（県 10/10） 

 （３）秋田のしいたけ販売三冠王獲得事業               １７３,６９３

京浜地区の中央卸売市場におけるしいたけの販売量、販売額及び販売単価 

の日本一達成に向け、生産体制の整備を支援する。 

    ①販売戦略推進事業                     1,081 千円 

県産しいたけの認知度向上と販売拡大に向け、品質の高位平準化を図る 

とともに、首都圏量販店等でのプロモーションを行う。   

    ② 廃菌床利活用実証事業                   312 千円 

生産の拡大により増加する廃菌床の適正な処理に向け、新たな利活用方 

法を実証・検討する。   
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③生産施設等整備事業                  172,300 千円 

菌床しいたけの生産関連施設等の整備に対し助成する。

     ⅰ）メガタイプ（４経営体）

       ・補助要件 １団地の販売額が１億円以上

又は、１団地の販売額が３千万円以上で周辺団地と合

わせて１億円以上

       ・補 助 率 国庫補助対象の場合 13/20（国 10/13、県 3/13） 

国庫補助対象外の場合 1/2（県 10/10） 

        ⅱ）個別拡大タイプ（13 経営体） 

       ・補助要件 県補助額と同額以上の販売額の増加 

・補 助 率 1/3（県 10/10） 

 （４） 秋田のやさい総合推進事業                        １１,２１２ 

本県の主力野菜の生産拡大や品質向上を推進するほか、中山間地域等の特 

色ある取組の支援や県オリジナル品種の生産基盤づくり等を実施する。 

    ①日本一獲得事業                     3,064 千円 

     えだまめ、ねぎについて、京浜地区の中央卸売市場への出荷量日本一と 

認知度・品質の向上を目指し、栽培実証や販売促進活動を実施する。 

 ②戦略野菜Ｖ字活性化事業                 1,464 千円 

     病害や労働力確保難等により生産が縮小傾向にあるアスパラガス、きゅ 

うりのＶ字回復を図るため、新しい栽培方式の実証等を実施する。 

    ③大規模露地野菜産地育成事業                  330 千円 

     需要が堅調な露地野菜について、大規模産地の構築を推進するため、機 

械化一貫体系の構築等を支援する。 

    ④特徴ある中山間園芸支援事業                  412 千円 

     薬用作物や伝統野菜など中山間地域等で取り組まれる特徴的な園芸生産 

を推進するため、研修会の開催等により取組を支援する。 

    ⑤園芸品目販売拡大事業                   3,500 千円 

     県産園芸品目の認知度向上と販売額の増大を図るため、生産者やＪＡグ 

ループとの連携によるオール秋田体制で販売促進活動を展開する。 

 ・実施主体 あきた園芸戦略対策協議会 

 ・補助対象 首都圏等大消費地における販売促進活動に要する経費 

 ・補 助 率 1/3以内（県10/10） 

    ⑥県オリジナル園芸品種種苗生産安定対策事業        2,442 千円 

     県オリジナル園芸品種の種苗を安定的に供給するため、種子量や品質の 

     安定化を図る。 

（５）“秋田の花”リーディングブランド産地育成事業                 ６,９３７ 

県オリジナル品種を核とした重点５品目（キク、リンドウ、トルコギキョ 

ウ、ユリ、ダリア）の生産拡大を図るため、現地試験や品種開発等を推進 

する。 
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    ①大規模省力生産モデル実証事業                214 千円 

     キク類の露地電照による安定出荷技術の実証などにより、大規模生産体 

系の確立を図る。 

    ②ダリア等トップブランド獲得事業                5,731 千円 

     ダリア生産日本一を目指した技術力の強化や、冬期有望品目の技術確立 

等により高収益生産を実現し、トップブランド産地の獲得を目指す。 

・事業内容 民間種苗会社と連携した「ＮＡＭＡＨＡＧＥダリア」の 

品種開発 

宮崎県とのリレー出荷体制の強化 

新品種の種苗生産・無償配布 等 

    ③流通イノベーション・販売力強化事業              992 千円 

     生産・流通体系の確立に取り組むほか、効果的なＰＲにより販売力の強 

化を図る。 

・事業内容 キク新品種の新たな需要開拓等 

 （６）先端技術を活用した未来型果樹産地創造事業                  ４,９３８ 

    担い手の高齢化や減少に対応するため、省力化の視点から生産技術を再構 

築し、農家が意欲を持って取り組める果樹産地を創造する。 

    ①次世代果樹生産システム確立普及事業           3,260 千円 

     主要５品目（りんご、日本なし、ぶどう、おうとう、もも）等の生産技 

術を省力化の視点から抜本的に見直し、新たな生産システムとして再構 

築する。 

     ・事業内容 農家、大学、機械・資材メーカー、行政等による検討会 

           省力化を実践するモデル経営実証ほの設置 

 ②次世代果樹産地のヒト・生産基盤づくり事業        1,448 千円 

     果樹産地を支える若手農業者のネットワーク活動を推進するとともに、 

園地流動化・新改植を促進し、規模拡大等の生産基盤づくりを図る。 

    ③県オリジナル品種等ブランド育成事業              230 千円 

     県オリジナル品種の生産振興とブランド化を図るとともに、気象災害の 

     軽減等に向けた会議等を開催する。 

（７）スマート農業加速化実証プロジェクト事業                  ２２,３４１ 

生産性の向上を図り、労働力不足に対応するため、最新のＩＣＴ等を活用 

した省力低コスト技術によるスマート農業の実証を行う。 

①園芸一貫体系の実証             18,260 千円 

 大規模経営体において、キクの生産から出荷までを先端技術による一貫 

体系で組み立て、大規模効率生産の実証を行う。 

 ・実施主体 実証生産者、農業試験場、ＪＡ、農業機械・ＩＣＴを扱う 

民間企業等からなるコンソーシアム 

 ・事業内容 ＩＣＴ計画生産・出荷管理システム、畝内部分施用機、一 

斉収穫を可能とする機械等の活用による生産・出荷の実証 

86



②大規模水田農業経営の実証                 4,081 千円 

    水稲・大豆の大規模経営体において、先端技術による超省力化・低コス 

ト経営の実証を行う。 

    ・実施主体 実証生産者、農業試験場、農業機械・ＩＣＴを扱う民間企 

業等からなるコンソーシアム 

    ・事業内容 水稲・大豆の両作業に使用できるＧＰＳ自動操舵トラクター、

ＧＰＳ自動運転・収量測定コンバイン等の活用による生産 

の実証 

 （８）スマート園芸加速化事業                     ４,８６２

園芸品目の生産力向上や作業の省力化等を図るため、ＩＣＴ等を活用した

スマート園芸の取組を支援し普及を推進する。

    ①スマート農業普及推進事業           862 千円 

     農業者を対象とした研修会、実績報告会等を開催し、実証した先端技術

の周知と普及を図る。

    ②産地課題解決実証事業            4,000 千円

     産地の課題解決のため、ＩＣＴ等の先端技術を組み入れた新たな営農技

     術の導入を支援する。 

・事業内容 ＡＩ灌水施肥システムを活用した栽培管理 

       パワーアシストスーツ等を活用した軽労化 等 

・補 助 率 10/10（国 10/10）

（９）りんご黒星病緊急対策事業                            ８８４ 

    県内におけるりんご黒星病の蔓延を防ぐため、緊急に防除対策を実施する。 

    ・事業内容 りんご黒星病の発生状況の把握と防除対策の周知 

          苗木を対象とした黒星病防除体系確立の実証   

          新苗木ほ場（由利地域）における栽培技術の実証 

          ＤＭＩ剤に頼らない防除方法の普及      

（10）秋田牛生産総合対策事業                          ７６,９５８ 

    肉用牛の産地としての全国評価の向上を図るため、肉用牛生産者の意欲向 

上と生産基盤となる黒毛和種牛群の遺伝能力向上を図る。 

    ①肉用牛改良・増産意欲向上事業              1,894 千円 

     繁殖農家と肥育農家の連携等により、肉用牛の改良・増産意欲の向上を 

図る。 

    ②繁殖雌牛資質向上事業                   55,622 千円 

     優良な繁殖雌牛の県内保留や県外導入を支援し、繁殖雌牛の資質向上と 

生産基盤の強化を図る。 

    ③新たな肉用牛生産体制確立事業               493 千円 

    肉用子牛の増頭を図るため、乳用交雑種から黒毛和種の子牛を生産する 

技術を検討する。 
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④種雄牛造成事業                      12,852 千円 

 産肉能力と種牛性を兼ね備えた種雄牛を造成するため、基礎牛の選抜方 

針の見直しと効率的な造成方法を検討する。 

        ⑤全共出品技術向上事業                   6,097 千円 

     全国和牛能力共進会への出品技術の向上のため、調教技術の普及や若齢 

肥育技術の検討、選抜精度の向上を図るとともに、優良若雄・雌牛の作 

出のため、高能力雌牛確保などの交配に協力した農家等への助成を行う。 

（11）秋田牛ブランド確立推進事業                        １０,７６４ 

    秋田牛の有利販売と全国メジャー化に向け、県内外における秋田牛ブラン 

ドの浸透を図るとともに、首都圏における販路拡大に向けた対策を実施する。

・事業内容 著名飲食店での秋田牛メニュー化の推進 

ギフトシーズンにおける販売促進キャンペーンの実施 

    秋田牛の品質をアピールするための枝肉共励会の実施 等 

（12） 若い担い手の和牛力向上支援事業                      ９,６１０ 

    若い担い手のフォローアップ及び繁殖能力の高い「ふくはな５」系統雌牛 

の増殖により生産性向上を図り、本県の肉用子牛の生産基盤を強化する。 

・事業内容 若い担い手への繁殖及び衛生管理技術向上支援 

           「ふくはな５」系統雌牛の導入 等 

（13）あきたの酪農推進対策事業                               ２８,８３４ 

    酪農経営の体質強化と生乳生産の維持拡大を図るため、牛群改良を推進す 

るとともに、規模拡大や生産性向上を図る取組を支援する。 

①酪農生産性向上対策事業                 1,841 千円 

 生乳の生産量や乳質、飼養管理技術の向上を図るため、牛群検定情報の 

分析やデータ活用を促進し、牛群の改良を推進する。 

②酪農経営確立支援事業                24,300 千円 

ⅰ） 乳用初妊牛導入支援事業             23,200 千円 

       ・補助対象：116 頭 

       ・補 助 率：1/3（県 10/10） 

・限 度 額：20 万円／頭 

     ⅱ）高能力後継牛確保対策事業               1,100 千円 

       ・補助対象：220 頭 

       ・補 助 率：1/4（県 10/10） 

・限 度 額：５千円／頭 

③ 第 15 回全日本ホルスタイン共進会出品支援事業     2,693 千円 

 乳用牛の生産性向上に向けた改良推進のため、本共進会の出品に要する 

経費の一部を支援する。 
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（14）比内地鶏販売拡大推進事業                               ８,５０８ 

        比内地鶏ブランドの再構築を図るため、ブランド認証制度を適切に運用す 

るとともに、県内外における消費拡大に向けた取組のほか、初生ひなの新 

たな性判別法の確立を図る。 

①比内地鶏ブランド強化推進事業              1,065 千円 

     ブランド認証制度を適切に運用するため、立入検査やＤＮＡ識別検査等 

を行う。 

②比内地鶏販売促進事業                   4,643 千円 

     比内地鶏の需要創出と認知度向上を図るため、首都圏等における消費拡 

     大に取り組むほか、販売促進活動への支援等を実施する。 

③「ストロングポイント」普及定着事業            1,645 千円 

     機能性等のストロングポイントの普及・定着を図るため、県内のプロス 

     ポーツチームと連携したＰＲ活動を行う。 

④羽性鑑別基礎種鶏群作出事業               1,155 千円 

     比内地鶏の長期的な生産体制の維持・拡大と生産コストの低減を図るた 

     め、羽根の長短により雌雄の判別が可能な素雛の生産を図る。 

秋田米の戦略的な生産・販売と水田フル活用 

（１） 次世代につなぐ水田農業総合対策事業                 ７５６,５３３ 

   将来にわたる水田農業の維持・発展を図るため、「秋田米生産・販売戦略」 

に基づき低コスト化や業務用米シェア拡大等の取組を推進する。 

①秋田米生産・販売戦略推進事業                951 千円 

  生産者、農業団体、行政等が一体となって、「秋田米生産・販売戦略」 

を推進する。 

②業務用米生産拡大支援事業                20,831 千円 

 需要が堅調な業務用米の生産を早急に拡大するため、多収性品種による 

省力・低コスト生産等の取組を支援する。 

ⅰ）推進事業（ソフト事業）                 831 千円 

        ・事業内容 多収性品種生産技術の実証と研修会の開催 

     ⅱ）整備事業（ハード事業）               20,000 千円 

・実施主体 業務用米の生産に取り組む農業法人

・補助対象 省力・低コスト生産に必要な機械・設備等の整備

・補 助 率 1/3（県 10/10） 

    ③先進技術等導入実証事業                  3,216 千円 

省力低コスト技術とＩＣＴ農機等により、大規模経営に対応できる稲作

体系の確立を目指す。

    ④技術支援体制強化事業                    4,257 千円 

     秋田米の高品質・安定生産のための技術指導体制の強化や直面する課題

     解決のための取組を実施する。

    ⑤大豆生産力向上技術導入事業                 1,148 千円 

     水田フル活用を支える大豆の高収量・高品質化を図り、生産者の経営安

定化と産地競争力の向上を図る。
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    ⑥水田農業基幹施設等整備支援事業            726,130 千円 

     安定的な水田経営の実現のため、共同利用施設等の整備を支援する。

    ・実施主体 ＪＡ、農業法人 

     ・補助対象 有機物処理・利用施設、乾燥調製施設 等 

     ・補 助 率 1/2（国 10/10） 

（２）秋田米をリードする新品種デビュー対策事業                １２８,１２４ 

水稲極良食味新品種の令和４年度の市場デビューに向け、栽培方法の基準 

策定等の生産対策やブランドイメージ構築のための流通・販売対策、戦略 

的な情報発信等を総合的に実施する。 

    ①確かな品質で安定供給できる生産体制確立事業           41,471 千円 

      ・事業内容 栽培特性把握のための栽培試験 

商品訴求力の向上につながるデータ収集 

生産者確保等の生産体制構築 等 

    ②トップブランド米の地位確立に向けた流通・販売対策事業 14,657 千円 

      ・事業内容 ブランド化総合プロデュースの委託 

ブランドコンセプト・デザイン制作 

流通・販売促進活動 

    ③ 知名度や関心を高めるための戦略的な情報発信事業     63,810 千円 

      ・事業内容 名称公募、名称発表イベント、マスメディアを活用した話 

           題創出、サンプル米を活用したＰＲ 等 

    ④ブランド化戦略推進体制整備事業                 8,186 千円 

      ・事業内容 新品種ブランド化戦略本部の運営 

（３）秋田から醸す酒米生産拡大事業                        ２,５９３ 

       純米酒等の消費の伸びを県産米の生産拡大につなげるため、新品種（一穂 

積、百田）の栽培特性や醸造適性を明らかにするとともに、県内外での需 

要拡大を図る。 

・事業内容 酒米新品種の現地栽培試験及び県内酒蔵での醸造試験 

県内外における酒米の需要把握調査と販路・消費拡大活動 

生産計画の策定と種子供給体制の構築 

（４）水田畑地化基盤整備事業                             ７３,０７０ 

      園芸作物や地域特産物の生産拡大を図るため、水田畑地化対策を実施する。 

①園芸作物産地形成事業                   22,020 千円 

・事業内容 園芸メガ団地・ネットワーク型園芸拠点における水田畑地 

化対策 

・実施主体 県 

・負担割合 国 55％、県 27.5％、市町村等 17.5％ 

・実施面積 5.1ha 
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②畑地化促進排水事業                    3,000 千円 

・事業内容 モミガラ補助暗渠施工への助成 

・実施主体 農業法人等 

・補 助 率 1/3（県 10/10） 

・実施面積 30ha 

    ③耕作条件改善事業                    48,050 千円 

・事業内容 水田畑地化のための生産基盤整備や営農定着に向けた支援 

・実施主体 市町村、土地改良区 等 

・補 助 率 ⅰ）ハード（耕作道舗装） 

 3/4（国 11/15、県 4/15） 

      ⅱ）ソフト（機械リース等） 

 11/20（国 10/10） 

      ⅲ）ソフト（実証試験） 

 定額（国 10/10） 

農林水産物の高付加価値化と国内外への展開強化 

（１）６次産業化総合支援事業                             ２０,７０６ 

    農林漁業者の所得や雇用の増大、農山漁村の地域活力の向上を図るため、 

６次産業化に向けた取組を総合的に支援する。 

    ①６次産業化サポート体制強化事業                   10,307 千円 

６次産業化のサポートセンターを設置し、専門家の派遣等による相談活 

動を実施する。 

②異業種連携促進活動推進事業                        6,131 千円 

     ビジネスマッチングを目的とした異業種交流会の開催等を行う。 

・事業内容 食品、小売り等の異業種との交流会の開催 

地域の強みを活かした６次産業化ビジネスの調査、検討 等

③新需要創出型６次産業化商品開発事業                 4,268 千円 

     ⅰ）秋田セレクト６次産業化商品開発事業         2,375 千円 

       県内６次産業化事業体と首都圏小売業者が共同で新商品開発を行う 

       とともに、商品のテスト販売に要する経費の助成を行う。   

・補 助 先 農業法人等 

     ・補助対象 新商品開発に係る経費 

   ・補 助 率 定額（県 10/10） 

     ⅱ）産地立地型一次加工品確立支援事業          1,893 千円 

       園芸メガ団地等で生産される品目を対象とした商品開発を行うため、 

産学官金のクラスターによるニーズ調査等に要する経費の助成等を行う。

・補 助 先 生産法人、食品加工業者等で構成するクラスター 

     ・補助対象 実需者ニーズの調査、販路開拓等に係る経費 

   ・補 助 率 定額（県 10/10） 
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（２）県産農産物マッチング推進事業                      １４,０４６ 

    マーケットインの視点を重視し、県産農産物の流通・販売体制を整備する 

とともに、農業者等の販路開拓を支援する。 

    ・事業内容 首都圏の実需者と県内の生産者を結びつけるマッチング推進 

員等の設置 

      首都圏・関西圏大手企業の社員食堂での県産食材メニューを 

      提供するフェアの開催 

首都圏の中間流通業者が開催する商談会を活用したマッチン 

グ支援 

（３） 県産農産物販売力強化支援事業                         ７,３９６ 

    自ら販路拡大に取り組む農業者等を育成し、県外や海外への展開を促進す 

るとともに、農産物のブランド化に向けた取組を支援する。 

    ①農業者等営業力強化事業                        5,879 千円 

     ⅰ）販路拡大支援事業                  3,200 千円 

       販路開拓に取り組む農業者等の県外等への販路拡大活動に係る経費 

       に対し助成する。   

・補 助 先 認定農業者、農業法人等 

     ・補助対象 商談会出展、新たな品目・品種の試験栽培等 

   ・補 助 率 海外展開 1/2、国内展開 1/3（県 10/10） 

   ・限 度 額 海外展開 40 万円、国内展開 20 万円 

     ⅱ）営業スキルアップ事業                2,679 千円 

       商談機会の提供、商談に必要なノウハウ等の指導で、ビジネススキ 

       ルの向上を図る。   

②あきたトップブランド創出支援事業                    1,517 千円 

     エンドユーザーから求められる、これまでにないプレミアムなトップブ 

ランド農産物を創出する取組に対し助成する。 

・補 助 先 県内事業者（ＪＡ、卸売業者、仲卸業者等） 

 ・補助対象 試験栽培経費、検査分析費等 

 ・補 助 率 1/2（県 10/10） 

 ・限 度 額 70 万円 

 （４）農産物グローバルマーケティング推進事業                   ３４,９１４ 

    県産農産物の海外販路を拡大するため、企業と連携し、多様な輸出ルート 

の構築や消費者ニーズを把握するための調査等を実施する。 

①グローバル企業連携輸出ルート拡大事業            905 千円 

     ・事業内容 海外実需者に対する県産農産物の商談活用 

 ②ＡＫＩＴＡグローバルマーケティング事業         6,609 千円 

     ・事業内容 沖縄県における外国人旅行者を対象としたテストマーケティ 

ング、海外向け商品販売手法の試行 等 

③ ＡＫＩＴＡ海外販売展開事業             15,067 千円 

     ・事業内容 本県の輸出ターゲット国であるシンガポールの大手百貨店 

における秋田県フェアの開催 
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④ 輸出規制対応産地体制整備事業             2,333 千円 

     ・事業内容 輸出障壁となる植物検疫条件に対する生産出荷体系の確立 

           海外からの知的財産権侵害への保護体制検証 

⑤ グローバル産地形成支援事業             10,000 千円 

     輸出を経営の柱として戦略的に取り組もうとする農業者の生産基盤体制 

の整備に対し支援する。 

・補 助 先 大潟村農産物・加工品輸出促進協議会 

 ・補助対象 計画作成、生産体制整備、海外の催事・展示会への出展等 

 ・補 助 率 定額（国 10/10） 

 ・限 度 額 1,000 万円 

（５）ＧＡＰ（農業生産工程管理）取得普及推進事業                １,９３９ 

東京オリンピック・パラリンピックを契機にＧＡＰのスタンダード化が想 

定されるため、ＪＡや農業法人等の取組を支援する。 

・事業内容 県版ＧＡＰ審査会の開催 

ＪＧＡＰ指導員の資格取得（普及指導員） 等 

（６） 秋田牛輸出拡大強化事業                         ４０,１６４ 

    タイ・台湾への秋田牛の輸出拡大を図るとともに、台湾輸出向け食肉処理 

施設の認定に必要な施設設備改修を支援する。 

①秋田牛輸出推進事業                   5,164 千円 

 輸出量の拡大と認知度向上を図るため、現地でのプロモーション試食会 

やフェアを開催する。 

②輸出向け食肉流通体制整備支援事業          35,000 千円 

   ・実施主体 (株)秋田県食肉流通公社 

    ・補助対象 と畜解体施設内の自動閉鎖扉の設置、天井・壁・床の補改修 

など台湾向け輸出基準を満たすための施設整備に要する経費 

    ・補 助 率 1/2（県 10/10） 

（７） 非住宅分野における県産材需要拡大事業                 ２９,０４０ 

木材利用が低位な住宅以外の建築物における木造・木質化の促進に向け、都 

市部とのネットワーク構築や木質耐火部材の開発、木造設計の人材育成等を行う。

    ①都市で広がる秋田の木づかい推進事業           22,177 千円 

ⅰ）都市部の木造・木質ニーズ把握及び都市部自治体等が開催するイベ 

ント等における県産材の需要開拓活動等        6,177 千円 

     ⅱ）中高層建築物に活用する木質２時間耐火部材の開発  16,000 千円 

②あきた木造建築促進事業                                6,663 千円 

 ⅰ）企業経営者等を対象とした木造建築の普及啓発      163 千円 

 ⅱ）建築士等を育成する研修等の実施           3,500 千円 

 ⅲ）県産材を活用した非住宅木造の建築設計を行う建築設計者等に対す 

   る支援                       3,000 千円 

   ・補 助 先 県内の建築士設計事務所等 

   ・補 助 率 定額（県 10/10） 
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   ・限 度 額 300 万円 

   ・補助件数 １件 

③ウッドレガシー活用事業                  200 千円 

 東京オリンピック・パラリンピック大会の選手村ビレッジプラザに利用 

された県産材による木製品の製作及び公共施設への設置 

「ウッドファーストあきた」による林業・木材産業の成長産業化 

（１）林業成長産業化総合対策事業                            １９４,２４５ 

    ①モデル地域の林業成長産業化支援             10,000 千円 

林野庁のモデル地域に選定された大館北秋田地域における林業の成長産 

業化に向けた地域構想に基づくソフト事業に対し助成する。 

・補 助 先 大館北秋田地域林業成長産業化協議会 

     ・補 助 率 10/10（国 10/10） 

②間伐材生産、路網整備等                              184,245 千円 

 ・補 助 先 森林組合、林業事業体 

     ・補 助 率 ⅰ）搬出間伐  定額（国 10/10） 

           ⅱ）森林作業道 定額（国 10/10） 

           ⅲ）再 造 林  定額（国 10/10） 

           ⅳ） リモートセンシング技術実証 定額（国 10/10） 

     ・限 度 額 ⅰ）35 万円/ 

           ⅱ）2 千円/m 

           ⅲ）66.4 万円/ 

           ⅳ）131 万円/ 

（２）ウッドファーストあきた推進事業                       ８７,９１９ 

   木材を優先利用する「ウッドファースト」を県民運動として展開するとと 

   もに、住宅部門での県産材利用を促進する。 

①ウッドファーストあきた県民運動推進事業           260 千円 

非住宅分野における県産材利用を促進するため、木造・木質化に優れた 

モデル的な建築物を表彰する。 

・事業内容 木造、木質各部門における優良モデル建築物の表彰 

    ②ウッドファーストなあきたの住まいづくり促進事業     87,659 千円 

     住宅分野における県産材利用を促進するため、秋田スギなどを活用した 

     新築住宅の建築を提案する工務店等に助成金等を交付する。 

     ⅰ）県内事業                     70,296 千円 

       ア）構造材等の利用率の拡大や内装等での創意工夫した木材利用に 

         対し助成する。 

         ・助 成 先 県と協定を締結した年間 20 戸以上の木造住宅を  

建築する工務店グループ等 

         ・助 成 率 定額（15 万円/戸）（県 10/10） 

         ・助成件数 県内 400 戸 
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       イ）工務店グループ等による秋田スギを活用した住宅のＰＲ活動に 

         対し助成する。 

         ・助 成 先 展示会など普及ＰＲ活動を行う工務店グループ等 

         ・助 成 率 定額（35 万円又は 25 万円）（県 10/10） 

         ・助成件数 20 件 

     ⅱ）県外事業                      17,363 千円 

       ア）構造材及び下地材を一定量以上利用した県外の新築住宅に対し 

         県産農産品等との交換が可能なポイントを交付する。 

         ・助 成 先 県と協定を締結した工務店等により県外で新築住 

宅を建築する施主 

         ・交 付 額 ５万ポイント（５万円相当） 

         ・交付件数 県外 250 戸 

（３）県産材新用途開拓事業                           １０,０８１ 

   県産材の需要拡大を図るため、住宅分野以外での新たな用途開拓に向けた 

   部材開発等を行う。 

・事業内容 ＣＬＴ床版等の耐久性能検証及び実施施工マニュアルの作成 

     土木現場における丸太木杭の普及に向けた試験施工及び設計 

     施工基準の作成 

（４）次代につなぐ再造林促進対策事業                     ３４,８４８ 

    再造林を促進するため、森林施業の低コスト化技術の開発普及と林業経営 

体による低コスト化に向けた取組を支援する。 

①再造林普及推進事業                     348千円 

 ・事業内容 下刈り等の作業省力化に向けた調査の実施及びガイドライ 

ン等の作成支援 

②再造林定着促進事業                                   34,500千円 

     低コスト化を図りながら再造林を実施する林業経営体に対し、助成金を 

     交付する。 

・実施主体 意欲と能力のある林業経営体 

     ・補 助 率 定額（県10/10） 

          ・限 度 額 15万円/ 

 （５） 秋田スギ生産基盤づくり事業                     １１４,８００ 

    森林資源の成熟度が高く、関係者の意欲が高い「高能率生産団地」内にお 

ける木材搬出の低コスト化を図るため、林業専用道（規格相当）を整備する。

    ・事業主体 県 

    ・補 助 率 路線毎の平均横断地山勾配に応じた定額助成 

          国 15度未満     23千円/m 

            15度以上25度未満 25千円/m 

            25度以上     27千円/m 

                    県 国の上限超過分（最大14千円/m） 

    ・限 度 額 37千円/m 
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つくり育てる漁業と広域浜プランの推進による水産業の振興

 （１） 未来につなぐ豊かな海づくり推進事業                  １４,３４３ 

昨年開催した「天皇陛下御即位記念 第 39 回全国豊かな海づくり大会・あ 

きた大会」を契機として水産業の振興を図るため、県産水産物のブランド 

化に向けた鮮度保持や加工等の取組を支援するほか、高品質化や安定出荷 

に向けた蓄養殖の実証試験を行う。 

①秋田の地魚消費拡大事業                 2,813 千円 

 ⅰ）地魚普及イベントの開催               2,000 千円 

 ⅱ）消費拡大に向けた地魚普及キャンペーン等の実施     813 千円 

    ②ブランド水産物創出支援事業               6,685 千円 

     ⅰ）漁獲物の鮮度保持装置の導入や未・低利用魚による加工品開発等の 

支援                        3,048 千円 

       ・補 助 先 漁業者、加工業者等 

       ・補 助 率 ハード事業 1/3（県 10/10） 

             ソフト事業 定額（県 10/10） 

       ・限 度 額 ハード事業 100 万円 

             ソフト事業 50 万円 

       ・補助件数 ２件（ハード事業のみの実施は不可） 

ⅱ）水産物コーディネーターによる販路開拓等の支援    3,637 千円 

    ③秋田版もうかる蓄養殖推進事業              4,845 千円 

     ・事業内容 養殖いけすによるブリ等の蓄養殖実証       

 （２）クニマス増殖技術確立事業                         ４,９９４ 

    クニマスの種の保存と安定的な種苗生産のため、飼育試験の実施等により 

    飼育技術の向上を図る。 

    ①クニマス研究推進事業                                  1,402 千円 

     ・事業内容 山梨県西湖における生態調査 

近縁種であるヒメマスの飼育、ふ化及び稚魚育成の実証 等

    ②クニマス増殖技術共同開発事業              3,592 千円 

     ・事業内容 水温調節が可能な水槽によるクニマスの飼育実証 

 （３）秋田の内水面漁業振興事業                         ２,３７９ 

内水面漁業の振興を図るため、資源回復に向けた実証試験等を行うとともに、

    魚食被害をもたらす外来魚及びカワウ対策を実施する。 

    ①秋田の内水面魚類増大事業                1,710千円 

     ・事業内容 県内２水系（米代川、雄物川）におけるアユの早期放流に 

よる資源対策効果の検証 

    ②秋田の内水面魚類保全事業                 547千円 

     ・事業内容 オオクチバス及びブラウントラウトの駆除 

           県内３水系におけるカワウ調査及び駆除支援 

    ③ 漁業権漁場調査事業                   122千円 

          ・事業内容 漁業権漁場の現況調査の実施 
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 （４）秋田のサケ資源造成特別対策事業                     ２１,７６５ 

    サケの漁獲量水準の維持増大を図るため、稚魚の放流や低コスト放流技術 

    の開発等を行う。 

    ・事業内容 ふ化事業者が生産するサケ稚魚の放流 

          低コストな増殖手法である発眼卵放流の技術開発 等 

 （５）水産資源戦略的増殖推進事業                        ９,８９４ 

    「つくり育てる漁業」を推進するため、稚魚放流による効果の検証等に取 

り組むとともに、養殖業の振興に向けた大型マスの開発等を行う。 

・事業内容 マダイ、ヒラメ及びトラフグの放流 

      キジハタの種苗生産技術の開発 

      生食用大型マス類の開発 

ギバサの養殖生産拡大に向けた種苗生産技術の確立及び港 

      外での養殖試験の実施 

地域資源を生かした活気ある農山漁村づくり 

（１）日本型直接支払交付金事業                      ４,５８２,０８６ 

農業農村の多面的機能を維持・発揮するため、地域活動や営農継続等に対 

し支援する。 

①多面的機能支払                       3,594,475 千円 

・事業内容 農地法面の草刈り、水路や農道等の補修・更新への助成 

・交付単価 農地維持支払：田 3,000 円/10a、畑 2,000 円/10a 

            資源向上支払（共同活動）：田（新規地区）2,400 円/10a 

（継続地区）1,800 円/10a 

：畑（新規地区）1,440 円/10a 

                           （継続地区）1,080 円/10a 

           資源向上支払（長寿命化）：田 4,400 円/10a、畑 2,000 円/10a

・補 助 率 10/10（国 1/2、県 1/4、市町村 1/4）  

・交付面積 99,000ha 

②中山間地域等直接支払                     855,011 千円 

・事業内容 継続して農業生産活動等を行う中山間地域の農業者に対する助成

・交付単価 田（急傾斜地）21,000 円/10a、（緩傾斜地）8,000 円/10a 

      畑（急傾斜地）11,500 円/10a、（緩傾斜地）3,500 円/10a 

・補 助 率 10/10（国 1/2、県 1/4、市町村 1/4） 

・交付面積 10,500ha 

③環境保全型農業直接支払                   132,600 千円 

     ・事業内容 化学肥料・化学合成農薬を原則５割以上低減させ、地球温 

暖化防止・生物多様性保全に効果の高い取組を行った農業 

者団体等への助成 

・交付単価 800～14,000 円/10a 

・補 助 率  10/10（国 1/2、県 1/4、市町村 1/4） 

・交付面積 6,799ha 
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（２）元気な中山間農業応援事業                        １９６,３４９ 

    条件が不利な中山間地域においても、一定の農業所得を確保できるよう、 

地域資源を活用した特色ある農業や食ビジネスの展開を、市町村と一体と 

なって支援する。 

①中山間地域資源活用プラン策定事業                 561 千円 

「地域資源活用プラン」の策定に向けた取組に対し助成する。（２地区） 

・実施主体 市町村 

・事業内容 地域資源活用可能性、先進事例の調査 等 

     ・補 助 率 1/2（県 10/10） 

②中山間水田畑地化整備事業                           77,520 千円 

水田の畑地化に必要な暗渠排水や排水路等の基盤整備を実施する。 

（８地区、12.7ha） 

・実施主体 県（工事費 200 万円以上） 

・負担割合 国 55/100、県 35/100、市町村等 10/100 

③中山間資源を活かす生産体制整備事業                 117,331 千円 

     「地域資源活用プラン」に基づき、地域特産物の生産体制強化に向けた 

機械の導入等に対し助成する。（37 地域、68 者） 

・実施主体 農業者、農業法人、市町村、任意組織 

(稲作関連機械等は新設の集落型農業法人に限る) 

・事業内容 生産体制強化に必要な施設等整備 

ⅰ）地域特産物生産体制強化事業 

（パイプハウス、管理機、収穫機、肉用牛） 

ⅱ）水稲生産体制再編事業 

（田植機、コンバイン、乾燥機 等） 

ⅲ）中山間６次産業化モデル事業 

            （農産物処理加工施設、直売施設 等） 

ⅳ）売れる地域特産物づくり推進事業 

            （新規作物の試験栽培、販売促進活動 等） 

           ⅴ） 先進的省力化技術導入支援事業 

            （雪冷房システムを活用した園芸ハウス栽培の実証） 

     ・補 助 率 ⅰ）1/2（県 10/10）、肉用牛 1/3（県 10/10） 

ⅱ）3/10（県 10/10） 

ⅲ）1/2（県 10/10） 

           ⅳ）市町村補助率と同率 

           ⅴ）定額（国 10/10） 

    ④中山間営農型太陽光発電モデル実証事業            937 千円 

          中山間農地に設置した太陽光発電と営農による高収益農業の実証試験を 

実施する。 
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 （３）魅力ある秋田の里づくり総合支援事業                    １４,７５５ 

    中山間地域の活性化及び交流人口の拡大を図るため、食や伝統文化、棚田 

や水辺環境等の地域特性を生かした都市との交流や６次産業化を推進する。 

①魅力ある里づくりモデル事業               9,127 千円 

中山間地域ならではの地域資源を生かした「魅力ある里づくり」のモデ 

ル地域を育成するため、計画策定、拠点整備及び活動支援まで一貫して 

支援する。 

・実施地域 県内４地域（継続２地域、新規公募２地域） 

・事業内容 

 ⅰ）地域が主体となった「魅力ある里づくり計画」の作成支援 

 ⅱ）交流拠点施設としての空き家等の改修や体験農園等の整備支援 

  ・補助率 定額（県 10/10、最大２年） 

・限度額 100 万円 

ⅲ）新たな農産物の試験栽培、加工開発、地域に人を呼ぶ仕掛けづく 

り等の支援 

    ②活力ある農山村チャレンジ事業              5,628 千円 

          中山間地域の農地等が有する多面的機能の役割や重要性の普及啓発及び 

地域活動への参画促進により、農村の活力を創出する。 

     ・事業内容 地域活動を担うリーダーを育成する研修の実施 

地域資源を活用した交流や食育推進活動への支援 

農福連携の促進に向けたワンストップ窓口の設置及び農業 

現地研修会の開催 等 

（４）秋田の里地里山を守り継ぐプロジェクト事業                 １０,７４６ 

    秋田の財産であり、我が国の財産でもある里地里山を守り、水源・景観・ 

生産・文化などの多面的な機能を後世に引き継ぐための取組に対し、支援する。

①「守りたい秋田の里地里山50」推進事業           2,891 千円 

・事業内容 首都圏等における認定地域のＰＲ活動          

        ＰＲパンフレット・カードの作成 等 

②里地里山のサポート活動支援事業              6,780 千円 

     ・補 助 先 「守りたい秋田の里地里山 50」認定地域の農業者で組織 

する団体 

・事業内容 認定地域と企業や大学との協働活動に対する支援 

・補 助 率 定額（県 10/10） 

・限 度 額 50 万円 

・補助件数 13 地域 

③里地里山の営農継承支援事業                  700 千円 

     ・補 助 先 認定地域の農業者で組織する団体 

     ・事業内容 認定地域内の新規農地借受者に対する賃借料相当の助成 

     ・補 助 率 定額（借受賃料額、ただし、１年目上限１万円/10a、２ 

              ～３年目は１年目交付額の 1/2） 

    ④ 棚田地域振興法推進事業                                375 千円 

     ・事業内容 令和元年６月に公布された棚田地域振興法に係る連絡調整等
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 （５）Ｃｏｏｌ Ａｋｉｔａ農泊推進事業                        １３,９４０ 

   県内のグリーン・ツーリズムの拡大を図るため、外国人を含む旅行者の受 

入促進に向けた拠点地域の形成や情報発信力の強化等を行う。 

   ①拠点地域の育成・魅力再発見事業                        2,249 千円 

・事業内容 モデル地域におけるＷｉ－Ｆｉ環境やクレジット決済環境 

等の整備（対象地域：１市町村を選定） 

 農家民宿、農家レストランにおける伝統野菜を生かした飲 

 食メニューの開発支援 

    ②地域の魅力発信力強化事業                3,476 千円 

     ・事業内容 訪日外国人向けグリーン・ツーリズムマップの情報発信 

           農村を巡るバスツアーの開催（２回） 

    ③支援体制強化事業                    2,360 千円 

     ・事業内容 県内在住大学生等を対象としたグリーン・ツーリズムサポ 

ーターを養成する研修等の実施 等 

    ④ウェルカム秋田！農泊ビジネス起業応援事業        5,855 千円 

     ⅰ）農泊ビジネス現地体験研修              1,540 千円 

           農泊ビジネスの起業による移住を支援する体験研修を実施する。 

（３日間、10 人） 

     ⅱ）農泊ビジネス起業実践研修              2,965 千円 

       起業プランの作成や起業・経営に係る知識習得及び実務体験研修を 

       実施する。（６日間、５人） 

     ⅲ）農泊ビジネス起業支援                  500 千円 

農家レストラン等の農泊ビジネスを起業する際の施設改修等を支援する。

       補 助 先 農泊ビジネスの起業者 

       補 助 率 1/2 以内（県 10/10） 

       限 度 額 50 万円 

       補助件数 １件 

     ⅳ）農泊ビジネス起業応援事業推進費            850 千円 

       首都圏で開催される地方移住セミナー等へのブース出展により、農 

       泊ビジネスの起業による移住希望者の掘り起こしを行う。 

 （６）秋田県森林経営管理制度推進事業                     ２６,４３４ 

    森林環境譲与税を活用し、市町村が主体となって行う森林整備等の新たな 

業務の円滑な実施を支援する。  

①市町村技術者等養成事業                 1,721 千円 

  市町村職員を対象とした研修等を実施する。 

 ・事業内容 市町村の新たな業務を支援する地域林政アドバイザーを育 

成する研修会の実施 

市町村職員及び林業経営体等を対象とした事務実務及び技 

術習得に関する研修会の開催 
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    ②秋田県森林経営管理支援センター運営事業        17,381 千円 

     県内４箇所の森林経営管理支援センターに支援員を配置し、市町村業務 

の支援等を行う。 

ⅰ）支援員の配置 

       ・事業内容 市町村業務の支援を行う支援員の配置（県内３箇所、 

各１名） 

             市町村職員等を対象とした研修を企画・実施する支援 

員の配置（林業研究研修センター内、１名） 

     ⅱ） 現地調査用情報基盤（タブレット）の導入 

       ・事業内容 森林計画図や航空写真情報を有するＧＰＳ機能付き情 

報基盤（タブレット）の導入 

    ③普及啓発事業                      7,332 千円 

     森林経営に適さない森林を管理・整備するための手法や作業効率化の実 

証により、市町村業務の円滑な実施を支援する。 

・事業内容 モデル林の管理による整備効果等の検証 

ＵＡＶ（無人航空機）等を活用した森林資源量調査の省 

      力化の実証 

（７）秋田県水と緑の森づくり税事業                     ４８５,８０９ 

地球温暖化の防止、県土の保全、水源かん養等の公益的機能を有する森林 

を健全に守り育て、次代に引き継いでいくため、ハード・ソフトの両面か 

ら森林環境の保全に取り組む。 

①秋田県水と緑の森づくり事業               410,682千円 

・事業内容 針広混交林化の促進、クマ対策のための緩衝帯等整備 

松くい虫被害やナラ枯れの枯損木対策 

森林公園や木育空間の整備 等 

②秋田県水と緑の森づくり推進事業             75,127千円 

・事業内容 森林ボランティア団体等が行う森づくり活動への助成 

森林環境教育や木育活動の助成及び指導者養成の支援 

県森林祭の開催、森林環境の調査研究、普及啓発 等 

（８）森林病害虫等防除対策事業                       ２６４,３３１ 

松くい虫被害やナラ枯れ被害を防止し、県民の財産や生活環境を守るとと 

もに、森林の持つ公益的機能の維持拡大を図る。 

①松くい虫被害先端地域特別対策事業            114,400千円 

能代山本地区等の松くい虫被害先端地域において、枯損木の伐倒駆除及 

び薬剤散布を実施し、被害拡大を防止する。 

②松くい虫防除対策事業                  135,105千円 

民有林において実施する枯損木の伐倒駆除及び薬剤散布等による松くい 

虫対策を行う。 

・実施主体 県、市町村 
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③ナラ枯れ予防対策事業                  14,826千円 

景勝地等のナラ林における枯損木の伐倒駆除及び殺菌剤の樹幹注入に対 

し助成する。 

・実施主体 市町村 

・補 助 率 3/4（国2/3、県1/3） 

（９） 守れ、活かせナラ林若返り促進事業                   ２３,５９８ 

   ナラ枯れ被害を抑えるため、被害先端地域のうち観光地等への影響が懸念 

されるエリアにおける老齢ナラ林の伐採を促進する。 

・補 助 先 森林組合、林業事業体 等 

    ・補 助 率 集材距離（林道から伐採対象木までの距離）による定額補助 

（県10/10） 

         200m以上～500m未満 1,600円/ 

         500m以上～800m未満 2,000円/ 

         800m以上      2,500円/ 
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４ 秋田の魅力が際立つ 人・もの交流拡大戦略 

地域の力を結集した「総合的な誘客力」の強化 

 （１）宿泊施設経営革新支援事業                          ５１,６００

   本県観光の課題とされる宿泊施設の充実強化に向け、地域の拠点となる魅

   力的な施設づくり等に支援するとともに、従業員不足に対応した、生産性

向上に係る施設改修への支援や対応策の検討などを行う。

①地域観光集客拠点構築支援事業費補助金         40,052 千円 

  ・補 助 率 1/2(国 1/2、県 1/2) 

 ・限 度 額 4,000 万円 

    ②宿泊施設経営革新支援事業費補助金            11,266 千円  

  ・補 助 率 1/2(県 10/10) 

 ・限 度 額 100・500 万円 

③宿泊業における従業員不足対策事業                 282 千円 

  ・事業内容 生産性向上や外国人材受入れに関する研修の開催 

（２）秋田の観光宣伝力強化事業                          ７７,１６７ 

首都圏や隣県等からの更なる誘客を図るため、テーマやターゲットを絞り 

込んだ官民一体でのプロモーションを展開する。    

①「秋田犬の里」集中プロモーション事業             43,270 千円 

     ⅰ）交通事業者と連携した冬季誘客促進事業         14,770 千円 

       ・事業内容 航空事業者や船舶事業者など交通事業者と連携した冬 

             季誘客促進等 

     ⅱ）オンライン旅行予約サイト等を活用した誘客対策事業  3,649 千円 

       ・事業内容 オンライン旅行予約サイトにおける秋田県特集（冬季 

等の特集）ページの掲載 

     ⅲ）大規模イベント等活用観光ＰＲ事業           9,998 千円  

       ・事業内容 首都圏ＪＲ駅で開催される「あきた産直市」や「ツー 

リズムＥＸＰＯジャパン」への出展 

ⅳ）隣県からの誘客促進強化事業                        6,440 千円 

     ・事業内容 隣県からの誘客を図るためのプロモーション等の実施 

           秋田犬を活用したパンフレットの制作 等 

ⅴ）秋田犬ふれあい交流事業                          8,413 千円 

     ・事業内容 観光施設等における秋田犬の常設展示等の実施 

    ② デジタルプロモーション事業               7,000 千円 

   ・事業内容 インターネットを活用したデジタルプロモーション 

③教育旅行誘致事業                                   786 千円 

      ・事業内容 北海道や首都圏等の学校訪問等の実施 

④世界遺産を活用した誘客促進事業                       1,111 千円 

      ・事業内容 世界自然遺産を有する１都１道３県が連携したＰＲの実施 
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⑤「秋田の観光創生推進会議」誘客推進事業        25,000 千円 

     ・事業内容 秋田の観光創生推進会議を母体とした、官民一体となった 

共同プロモーションの実施や受入態勢整備 等 

（３）東北デスティネーションキャンペーン推進事業                   ５９,５８５ 

   令和３年４～９月に開催されるデスティネーションキャンペーンに向け、 

東北６県が一体となってプロモーション等を展開する。 

   ・事業内容 全国宣伝販売促進会議及びエクスカーションの開催 

         インターネットやＳＮＳ等を活用した情報発信 

         広域周遊ルートの整備 等 

（４）秋田犬の里魅力アップ促進事業                          ３６,８４０ 

   国内外で知名度の高い「秋田犬」を活用した秋田内陸線のイメージアップ 

や秋田犬の里である本県の玄関口となる県内空港等の利用促進に取り組む。 

①秋田犬の里いらっしゃいませ事業                      11,840 千円 

    ・事業内容 大館能代空港等を利用した旅行商品の造成支援等

②秋田犬列車整備事業                                 25,000 千円 

    ・事業内容 秋田内陸線の車両の観光仕様への改修

（５）あきたびじょんブランド化推進事業                      ３９,５６７ 

   秋田ファンの拡大を図るため、様々なメディアを活用して本県の魅力を発

信する。 

①各種ＰＲの総合プロデュース                  6,704 千円 

     ・事業内容 「あきたびじょんポスター」を活用した情報発信等 

    ②ソーシャルメディアによる情報の交流           1,106 千円  

     ・事業内容 インスタグラムを活用したフォトコンテスト等 

③県ゆかりの人とのネットワークの活用             18,961 千円  

     ・事業内容 音楽大使を活用したプロモーション等 

④ウェブマガジンを活用した秋田の楽しみ方の提案     11,014 千円 

     ・事業内容 あきたびじょんウェブマガジンの制作等 

    ⑤「秋田の眠れる魅力」発見・発信                        1,782 千円 

      ・事業内容 県内ロケ支援ネットワークと連携したＴＶ番組等制作サイ 

ドへの企画提案等 

（６）インバウンド誘客集中プロモーションの展開                    ３４５,３７３ 

海外からの観光誘客を促進するため、ＩＣＴを活用した訪日外国人受入環 

境整備を進めるほか、東京オリンピック・パラリンピック期間中の訪日外 

国人への情報発信や、重点市場に対する集中的なプロモーション等を展開 

する。 

①ＩＣＴ等を活用した訪日外国人受入環境整備事業      31,057 千円 

・事業内容 ＱＲコードを活用した観光施設の案内板の多言語化 

ＧＰＳやビーコン等を活用した街歩き周遊案内 
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②重点市場におけるＦＩＴ誘客プロモーション事業      172,781 千円 

・重点市場 台湾、中国・香港、韓国、タイ 

・事業内容 現地旅行会社等の招へいや商談会の開催 

ＳＮＳ等各種媒体を活用したプロモーションの展開 等 

③ＦＩＴに対応したキラーコンテンツ整備事業         15,889 千円 

・事業内容 サイクリング、スノーリゾート等のコンテンツを活用した 

情報発信の強化と受入環境の整備 

④広域観光連携誘客促進事業                59,828 千円 

・事業内容 デジタルプロモーションを中心とした情報発信 

      東北広域での二次交通対策 

富裕層向け旅行博への出展や専用商品開発 等 

⑤ 東京オリ・パラを契機とした誘客促進事業         55,571 千円 

・事業内容 東北・新潟の情報発信拠点「東北ハウス」でのＰＲ 

都内でのイベントやメディアを活用した訪日外国人への情 

報発信 等 

⑥ レンタカーを活用した県内周遊促進事業          10,247 千円 

     ・事業内容 レンタカー利用を想定したモデルコースの設定 

           モデルコース等紹介パンフレットやウェブサイト上への特 

           設ページの設置 

（７）秋田発国際線利用促進事業                         １８,５００ 

    秋田発着の国際航空路線の利用拡大を図るため、国際交流に対する助成を 

行うほか、秋田発旅行商品の造成促進等を行う。 

①国際交流の促進                     8,000 千円 

 ・事業内容 修学・教育旅行での利用に対する助成 

②秋田空港の利用促進                     10,500 千円 

・事業内容 アウトバウンド旅行商品造成支援等 

（８）白神山地保全推進事業                                   １３,０８２ 

        白神山地の世界遺産としての価値と素晴らしさを将来にわたって守り伝え 

るため、保全に向けた多面的な取組を推進する。 

     ①白神山地環境教育推進事業                    3,141 千円 

県央・県南地区の小学生を対象とした自然体験ツアーを実施する。 

     ②白神山地総合ガイド育成事業                     3,574 千円 

あきた白神認定ガイド制度による認定講習会・試験を実施する。 

③白神山地世界遺産センター活動協議会負担金等            2,332 千円 

④ 白神山地エコツーリズム推進事業             4,035 千円 

          来訪者を増加させるため、エコツアー等を実施する。 
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（９）県単自然公園等施設整備事業                                ６６,８６３ 

    自然公園内の自然環境の保全と利用者の安全性・快適性の向上を図るため、 

施設の整備等を行う。 

・整備箇所 鳥海国定公園       鉾立園地公衆トイレ改修 

祓川園地電気配線改修 

      田沢湖抱返り県立自然公園 抱返り渓谷歩道等改修 

                   モヤ森自転車道改修 

      森吉山県立自然公園    安の滝歩道改修 

                   小又峡歩道改修 

      太平山県立自然公園    旭又登山道橋梁改修 

      真木真昼県立自然公園   袖川園地公衆トイレ改修 

                   真木真昼園地案内看板等改修 

（10）「秋田港クルーズ」まちづくり拠点形成事業                    ８７,５７８ 

   クルーズ船寄港地である秋田港を基点とした賑わい創出と活性化を目指し、

地域と一体となってクルーズ拠点を活かしたまちづくりを推進する。

   ・事業内容 歓送迎プロモーション（大曲の花火打ち上げ等）

クルーズ列車シャトルバスの運行 

海外船社等の招聘 等 

（11）観光施設魅力向上事業                             ２０６,０９０ 

    県有観光施設の改修や魅力アップにより、利用者の安全・安心の確保と満 

足度の向上を図り、交流人口の拡大を促進する。 

・事業内容 十和田ホテルエレベーター制御盤交換 

フォレスタ鳥海ろ過装置制御盤改修 

秋田ふるさと村中央監視装置更新 

男鹿水族館電気室遮断機改修  

田沢湖スキー場リフト改修 等 

（12） 福岡合同事務所移転事業                          １３５,９３１ 

    現在入居するビルの解体に伴い、北東北３県で運営する福岡合同事務所及 

びアンテナショップを移転・リニューアルする。 

（13） 相互の教育資産を活用した海外諸国との交流事業               ６,０５０ 

   秋田県と大連市の相互の教育資産を活用した交流を進め、児童生徒の国際 

   感覚の醸成や本県の教育力の向上を図る。 

   ・事業内容 県内児童生徒の大連市交流校の訪問、異文化体験 

大連市教育関係者と教育実践についての意見交換 等 
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 （14）県人会ネットワーク化推進事業                        １０,９６７ 

   県と県人会、県人会相互のネットワーク化を図りながら、県外における秋

田の魅力や情報の発信などの、県人会によるふるさと秋田の応援活動の展

開につながる取組を推進する。

①県人会等交流促進事業                  6,809 千円 

  ・事業内容 県人会等交流推進員の配置等 

    ②県人会等協働連携事業                   4,158 千円 

  ・事業内容 あきた情報プラザ（札幌市）の設置等 

「食」がリードする秋田の活性化と誘客の推進 

（１）アキタノ美味
う ま

旅
たび

プロモーション事業                       ９,２６８ 

県産食材の販路拡大等を図るため、クルーズ船運営会社、乗船客及び国内 

外の観光客に対してプロモーション活動を展開する。 

・事業内容 船会社、旅行会社、食品バイヤー等を対象とした商談会の開 

催（東京都） 

      飲食店、お土産店を紹介するパンフレットの製作 等 

（２）秋田の食ビジネスチャンス拡大事業                        ９,３７５ 

県産食材商談会による県内外の流通関連業者とのマッチング機会の創出や 

新商品開発の促進により食品産業の振興を図る。 

①県産品ビジネスチャンス拡大事業                7,277 千円 

     ・事業内容 県内外の百貨店等に向けた商談会の開催（秋田市） 

②あきた食のチャンピオンシップ開催事業            2,098 千円 

・事業内容 特産品開発コンクールの開催   

（３）「世界へ羽ばたけ！秋田の食」輸出・誘客促進事業              １９,９０４ 

   県産品の輸出拡大やインバウンド誘客を図るため、民間事業者等と連携し 

   て、海外で食と観光を一体的に売り込むプロモーション等を展開する。 

・対象市場 台湾、パリ、タイ、韓国、大連 

・事業内容 現地バイヤー等の招へいや商談会の開催 

食と観光をＰＲする物産展の開催 等 

（４）あきたコメ活プロジェクト推進事業                     １０,５３５ 

米加工分野を本県食品産業の基幹に育成するため、県内事業者等と連携   

し、秋田米を活用した多様な商品化や販路開拓を行う。 

・事業内容 あきたコメ活プロジェクト推進協議会等の開催 

          本県独自の加工技術等を活用した商品の開発や改良の推進 

          食品展示会への参加による販路開拓 等 
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（５） 発酵の国あきた魅力発信事業                          １６,５９９ 

   本県が誇る優れた発酵食文化をコンテンツとして活用した観光誘客を促進 

するため、官民一体となってあきた発酵ツーリズムの取組を推進する。 

①発酵の郷づくり推進事業                        5,432 千円 

     ⅰ）あきた発酵ツーリズム推進協議会の開催                267 千円 

     ⅱ）誘客促進費補助金（ソフト事業）                  3,000 千円 

      ・補 助 率 1/2（県 10/10） 

 ・限 度 額 100 万円 

     ⅲ）拠点施設等整備費補助金（ハード事業）              2,165 千円 

      ・補 助 率 1/2(県 10/10) 

 ・限 度 額 200 万円 

②発酵の国あきた誘客促進事業                      7,862 千円 

      ・事業内容 首都圏テレビ局とタイアップした体験ツアーの開催 等 

           京急百貨店における「あきた発酵フェア」の開催 等 

③あきたの発酵食文化発信事業                      3,305 千円 

    ・事業内容 発酵食文化の情報発信を担う「あきた発酵マイスター」の

          育成

           クルーズ船乗客向け発酵ツアーへの蔵元解説者派遣 

（６） あきた食品産業活性化対策事業                       ２９,５３３ 

   新技術の活用や新分野への取組により規模拡大を目指す事業者に対し、ソ 

   フトやハード面の支援を実施する。 

①あきた食品産業化モデル育成事業補助金              25,600 千円 

     ・事業内容 新たな技術の導入や取組に必要な設備整備の支援 

・補 助 率 1/2（国 1/2、県 1/2) 

 ・限 度 額 2,500 万円 

②マーケットニーズ対応型食材販路開拓事業         3,933 千円 

     ・事業内容 首都圏の中食・外食企業と県内企業のマッチング等を通じ 

           た販路開拓の支援等 

文化の発信力強化と文化による地域の元気創出 

（１） 秋田の伝統芸能魅力発信事業                                     ２６,５５４ 

本県への誘客促進を図るため、県外イベントにおける伝統芸能等のＰＲ活

動に加え、県内において秋田の伝統芸能に親しむ文化事業を実施する。

・事業内容 「あきた２０２０伝統芸能フェスティバル」の開催 

      東京オリンピック・パラリンピック関連イベントへの伝統芸 

能団体の派遣 等 
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（２）「東京オリ・パラ」あきたの文化発信事業                                ６２,１１２ 

交流人口の拡大を図るため、多彩な文化事業を実施し、秋田ならではの文

化を国内外に発信する。

     ①舞踊・舞踏フェスティバル開催事業             18,500 千円 

・事業内容 県内外の舞踊、舞踏家による「第２回土方巽記念賞国際コ 

ンペティション」の開催 

        ②あきたアートＦＥＳＴＩＶＡＬ開催事業         14,470 千円 

     ・事業内容 美術展や若者の文化祭等の開催 

③文化プログラム推進事業費補助金             10,000 千円 

     ・事業内容 東京オリンピック・パラリンピックを見据えた文化プログ 

ラムとして特色ある文化事業を展開する団体等への助成 

・補 助 率 2/3（県 10/10） 

・限 度 額  500 万円 

④文化による地域の元気創出事業費補助金             19,142 千円 

・事業内容 交流人口の拡大や地域の芸術文化の振興につながる事業を 

実施する団体等への助成 

・補 助 率 1/2・2/3（県 10/10） 

・限 度 額  40・300 万円 

（３）あきた芸術劇場整備事業                       ６,８５５,９３９ 

        令和４年３月の開館に向け、引き続き本体工事を進めるほか、附属駐車場 

敷地の埋蔵文化財調査を行う。 

    ・事業内容 本体建設工事、埋蔵文化財調査 等 

（４） あきた芸術劇場開館準備事業                          ３６,０７５ 

        令和４年３月の開館に向け、利用促進を図るため、開館前プレ事業等を実 

    施するとともに、円滑な開館・施設運営のための準備を行う。 

①開館に向けた機運醸成事業                       5,092 千円 

・事業内容 １年前ＰＲイベントの開催 

県民参加型記念事業に係る演劇講座の開催 

県内中・高校吹奏楽部へのアウトリーチの実施 等 

    ②開館準備等事業                            30,483 千円 

      円滑な開館、施設運営のため、プロモーターへの誘致活動、予約受付準 

備のほか、ピアノ等備品の選定や愛称募集等を行う。 

・事業内容 公式ホームページ、リーフレット等の作成 

ピアノ等備品の選定や愛称募集等の実施 

      自主事業の企画・準備 等 

③県民会館閉館中助成事業                         500 千円 

    ・事業内容 秋田市以外の文化施設での開催による主催者等のかかり増 

し経費を対象に助成 

・限 度 額 10 万円 
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（５）文化の継承・創造推進事業                            ３５,８８２ 

文化芸術活動の発表機会の充実と活動の活発化を図るとともに、優れた作 

品や活動を顕彰する。 

①文化振興事業                        16,464 千円 

文化芸術活動を支援し、顕彰等により創作活動の活発化を図る。 

・事業内容 秋田県芸術選奨 

秋田県青少年音楽コンクール 

あきたの文芸、芸術文化活動・若者文化活動支援 等 

②あきた文化交流発信センター運営事業           19,418 千円 

文化活動の発表の場を確保し、鑑賞の機会を提供するとともに、秋田の 

文化の情報発信を行う。 

 （６） 秋田県甘粛省文化交流事業－甘粛省博物館秋田文化展－            ６,３００ 

甘粛省博物館で開催される秋田文化展に、秋田の民俗資料や考古資料を出展

    し、これまでの交流事業の軌跡と秋田の文化に対して相互の理解を深める。 

    ・事業内容 甘粛省博物館「日本秋田県縄文時代及び民俗文物展（仮称）」 

          への出展 

「スポーツ立県あきた」の推進とスポーツによる交流人口の拡大 

（１）秋田のトップスポーツチーム応援事業                        ２９,１９０ 

     スポーツを通じた地域活性化及び本県の情報発信のため、本県トップスポ 

ーツチームを支援する。 

   ・事業内容 秋田ノーザンハピネッツ、ブラウブリッツ秋田、秋田ノーザ 

         ンブレッツのユニフォーム等への本県指定キャッチフレーズ 

         の掲出等 

（２）秋田 25 市町村対抗駅伝ふるさとあきたラン開催事業                １９,７６６ 

     市町村、民間団体との連携により、25市町村を代表する選手による全県駅 

伝大会を開催する。 

     ・開 催 日 令和２年 10 月 11 日（日）(予定) 

     ・開 催 地 仙北市 

     ・競 技 方 式 25市町村対抗、距離約 32ｋｍ（９区間） 

     ・関 連 イ ベ ン ト  25市町村の物産ブース設置等（10/10～11） 

（３）２０２０プロジェクト推進事業                        ４８,３１６ 

東京２０２０オリンピック・パラリンピックに向けた事前合宿受入等のホ 

ストタウンとしての取組を推進するとともに、トップスポーツ大会への支 

援等を行う。 

     ①２０２０プロジェクトチーム活動費            40,948 千円 

      ・事業内容 関係団体からの情報収集や市町村との連絡調整、市町村と 

連携したホストタウンとしての事前合宿受入や、交流事業 

の実施等 
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     ②オリンピック・ムーブメント啓発事業           7,368 千円 

ⅰ）オリンピック教室開催                1,368 千円 

・事業内容 オリンピアンによる中学２年生対象の教室の開催 

ⅱ）トップスポーツ大会開催支援事業            3,000 千円 

        ・補助対象 国内トップレベルの選手が参加するスポーツ大会等 

        ・限 度 額 100 万円 

ⅲ）トップスポーツ大会開催支援負担金           3,000 千円 

        ・支援対象 ウィメンズセブンズシリーズ秋田大会 

 （４）東京２０２０オリンピック聖火リレー開催事業               １４２,６５１ 

   県内におけるオリンピック聖火リレー及びパラリンピック聖火フェスティ 

バルを実施する。 

①オリンピック聖火リレー 

 ・開催市町村 湯沢市、横手市、由利本荘市、美郷町、大仙市、仙北市、 

  秋田市、潟上市、八郎潟町、大潟村、能代市、大館市、 

  男鹿市、鹿角市（14 市町村） 

     ・期    間 令和２年６月９日（火）、10 日（水） 

    ②パラリンピック聖火フェスティバル 

     ・実 施 内 容 県内２５市町村で採火された火を集火し、東京都に送り 

出す式典（集火式・出立式）の開催等 

    ・式典開催日 令和２年８月 17 日（月） 

（５）ＦＩＳワールドカップモーグル大会開催事業                 ５４,９６８ 

   田沢湖スキー場の魅力を世界に発信するとともに、県内スキー競技のレベ 

ル向上を図るため、ＦＩＳ（国際スキー連盟）主催のワールドカップモー 

グル大会を開催する。 

   ①大会実行委員会負担金                  54,300 千円 

    ・会  場 田沢湖スキー場（黒森山モーグルコース） 

    ・大会期間 令和３年２月下旬（予定） 

    ・運営主体 県、仙北市、県スキー連盟等による組織委員会 

   ②ジュニアキャンプ開催事業                  668 千円 

    モーグル競技人口の拡大及び競技力向上を図るため、小中学生を対象に 

したジュニアキャンプを開催する。 

    ・実施内容 モーグルの実技指導 

    ・開催時期 １月～３月（このうち２日間を予定） 

    ・参加者数 20 人（小学生 10 人、中学生 10 人） 

（６）バドミントンマスターズ大会開催支援事業                  ３９,９８９ 

   秋田市を会場に行われる（公財）日本バドミントン協会主催のバドミント 

ン国際大会の開催を支援する。 

    ・大会期間 令和２年８月 18 日（火）～23 日（日） 

・会  場 ＣＮＡアリーナ秋田 

 ・負 担 額 県 3,960 万円 
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（７）スポーツ王国創成事業                          ３４７,９７５ 

本県スポーツの競技力向上を図るため、競技団体・県体育協会と連携した

選手強化事業のほか、高等学校の部活動に対する支援等を行う。 

①スポーツ王国づくり強化事業               218,969 千円 

・事業内容 競技団体が実施する選手強化対策に対する助成 

アスリートの体力診断 

競技力向上に向けた強化策検討部会の開催 等 

②ジュニアアスリート強化事業                54,241 千円 

     ・事業内容 中学生強化選手及び高等学校強化拠点校の指定によるジュ 

ニア層の一貫指導体制の構築等 

③アスリート輩出のためのタレント発掘事業           8,346 千円 

ⅰ）ＡＫＩＴＡスーパーわか杉っ子発掘プロジェクト事業  6,956 千円 

・事業内容 フェンシング、ライフル射撃及びスピードスケートの 

３競技におけるアスリートの発掘・育成 

ⅱ）秋田県タレント発掘合同トライアル事業              1,390 千円 

・事業内容 県体育協会等との連携によるジュニアアスリートの 

発掘等 

④アスリートの競技活動サポート事業             41,762 千円 

    県内外のアスリートと企業等とのマッチングを行うとともに、アスリー

トを雇用する企業等を支援する。

⑤スポーツ国際交流員招致事業                            8,273 千円 

     スポーツ国際交流員を招致し、専門的な技術指導を行うとともに、スポ 

ーツを通じた国際交流を図る。 

     ・指導種目 ラグビーフットボール 

     ・招 致 国 フィジー共和国 

・期  間 令和２年４月～令和３年３月 

⑥運動部活動指導員配置事業                    9,384 千円 

         ・補 助 先 市町村 

・事業内容 中学校への運動部活動指導員の配置に対する助成 

・補 助 率 2/3（国 1/2、県 1/2） 

・補助件数 36 件 

    ⑦秋田型運動部活動サポート事業                7,000 千円 

          ・事業内容 アドバイザー等による指導者への指導、講習会 

県外強豪校等への若手教員派遣、全国大会視察 

東北大会・全国大会で活躍実績のある高等学校の部活動に 

対する合宿・遠征経費への助成 

高校野球の強化試合経費や投手の球質測定への助成 等 

（８）第 76 回国民体育大会冬季大会スキー競技会開催事業             １０７,８６８ 

     第76回国民体育大会冬季大会スキー競技会を実施する。 

    ・開 催 地 鹿角市 

    ・開催時期 令和３年２月18日（木）～21日（日） 
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（９） 第 28 回日・韓・中ジュニア交流競技会開催事業               １６,６０６ 

   東アジア諸国との青少年スポーツ交流を促進し相互理解を深めるため、３ 

ヶ国に本県を含めたジュニア層の競技会を実施する。 

    ・実施時期 令和２年８月 23 日（日）～29 日（土） 

    ・開 催 地 秋田市、由利本荘市、湯沢市、三種町 

交流の持続的拡大を支える交通ネットワークの構築 

（１）広域交通ネットワーク維持・誘客促進事業                     １４,８３０ 

定期航空路線と航路の維持・拡充及び交流人口の拡大を図るため、利用促 

進に向けた取組を行う。 

①秋田空港利用促進事業                      2,500 千円 

      ・事業内容 航空会社と連携した乗継利用促進等 

②大館能代空港利用促進事業                 5,800 千円 

      ・事業内容 旅行商品造成支援、バス借上助成、冬期誘客ＰＲ 等 

③フェリー秋田航路利用促進事業               1,000 千円 

      ・事業内容 秋田航路を利用した旅行商品造成支援、県外での観光ＰＲ 等

     ④秋田空港官民連携事業                   1,030 千円 

     ・事業内容 利用促進、空港ＰＲ、要望活動 等 

     ⑤大館能代空港官民連携事業                   2,800 千円 

     ・事業内容 利用促進、空港ＰＲ、要望活動 等 

⑥ フェリー秋田航路維持・誘客促進事業          1,000 千円 

・事業内容 県内へのＰＲ、県民利用の促進 等   

⑦ 航空乗継利用促進協議会総会開催事業             700 千円    

・事業内容 空港乗継利用促進協議会総会の開催 

（２）秋田新幹線機能向上調査等事業                          ４,３７４ 

ＪＲ東日本の秋田新幹線トンネル整備構想の実現を図るため、沿線自治体 

等と連携して要望活動等を実施する。 

・事業内容 要望活動、シンポジウムの実施、啓発広報活動 等 

（３）奥羽・羽越新幹線整備促進事業                          ２,７６１ 

奥羽・羽越新幹線の整備促進に向け気運の醸成を図るほか、沿線県と連携 

して実現可能性の高い整備手法等を研究する。 

・事業内容 シンポジウム・若者との意見交換会の開催 

沿線地域の特性に応じた整備手法等の調査研究 等 
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（４）生活バス路線等維持事業                          １８２,７８４ 

地域内の生活交通を確保するため、市町村が運営又は助成している乗合バ  

スなどの運行経費等に対し助成する。 

①生活バス路線等維持費補助                  59,119 千円 

市町村が助成している生活バス路線の運行経費に対し助成する。 

・補 助 率 1/8・3/8・1/2 (県 10/10)（平均乗車密度により３段階） 

・対象路線 63 系統 

②マイタウン・バス運行費等補助             68,903 千円 

          市町村が運営しているコミュニティバス等の運行経費に対し助成する。 

      ・補 助 率 1/2 (県 10/10) 

      ・対象路線 141 系統 

        ③地域内フィーダー系統確保維持費補助          54,762 千円 

      市町村が運営又は助成し国庫補助対象となっているコミュニティバス等 

の運行経費に対し助成する。 

・補 助 率 10/10(県 10/10)（運行欠損額の 1/2 と国庫補助上限額との差額）

・対象路線 83 系統 

（５）地方バス路線維持事業                               ８７,４０２ 

広域的・幹線的なバス路線を維持するため、バス事業者の運行経費等に対 

し国と協調して助成する。 

①路線維持費補助 

      ・補 助 率  1/2(県 10/10) 

      ・対象路線 20 系統 

②車両減価償却費補助 

      ・補 助 率  1/2(県 10/10) 

      ・対  象 バス３両 

（６） 新たなモビリティサービス導入支援事業                    １,６８１ 

地域公共交通の利便性向上や維持・確保を図るため、ＭａａＳなどＩＣＴ 

を活用した新たなサービスの導入促進に向けた検討を行うとともに、市町 

村等が行う取組を支援する。 

①ＭａａＳ導入基盤構築研究事業                681 千円 

      ・事業内容 市町村や交通事業者等が参集する研究会の開催  

②新たなモビリティサービス導入促進事業費補助      1,000 千円 

      ・事業内容 ＩＣＴの活用等により地域公共交通の利便性向上を図る取組の支援

・補 助 率  1/2(県 10/10) 

     ・限 度 額 100 万円 

      ・対  象 市町村、交通事業者 
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５ 誰もが元気で活躍できる健康長寿・地域共生社会戦略 

健康寿命日本一への挑戦 

 （１）「あきた健康宣言！」推進事業                          ３１,９１３ 

    生涯にわたって元気で健やかに暮らせる「健康寿命日本一」を目指し、健 

康づくり県民運動を展開する。 

①「あきた健康宣言！」推進事業              10,740 千円 

 テレビ、ラジオ、新聞、ウェブサイト等の各種メディアを活用した健康 

づくり情報の周知・啓発を行う。 

②地域健康づくり人材活性化事業             13,952 千円 

 ⅰ）健康長寿推進員の育成支援             12,338 千円 

・補 助 先 市町村 

・事業内容 健康づくり人材の育成に関する経費に対して助成する。 

(例:人材育成研修会経費、先進地調査への職員旅費 等) 

・補 助 率 10/10（県 10/10）  

・補 助 額 65～180 万円 

・補助期間 ３年 

ⅱ）健康づくり地域マスターの育成             1,614 千円 

  地域において健康づくりのリーダー役となる健康づくり地域マス  

ターを育成する。 

③健康経営普及事業                      254 千円 

 秋田県版健康経営優良法人認定制度を活用し、健康経営の普及を図る。 

④食からの健康応援事業                     4,834 千円 

各世代に応じた栄養・食生活改善に関する普及啓発を行う。 

・事業内容 健康に配慮したメニューの普及拡大 

栄養・食生活改善に関する人材の確保・育成 

食と生活改善啓発事業 等 

⑤運動による健康づくり推進事業            372 千円

県民の運動習慣の定着を図るため、冬期間にウォーキングイベントを実

施する。

    ⑥健康ポイント導入支援事業                  244 千円 

     健康ポイント制度の導入を促進するため、制度を実施する市町村に対し 

     専門家の派遣等、地域の実情やニーズに応じた支援を行う。 

⑦「健康な美酒王国」秋田推進事業                       641 千円 

アルコール健康障害対策の推進を図るため、市町村等を対象とした研修 

会の開催やリーフレット等を活用した飲酒リスクに関する正しい知識 

の普及活動等を行う。 

⑧ 令和２年度全国食生活改善大会開催事業                 876 千円 

秋田市を会場に行われる全国食生活改善大会の開催県負担金を支出する。 

・開 催 日 令和２年９月２日（水）、３日（木） 

・会  場 秋田キャッスルホテル、秋田市文化会館 

・主  催 一般社団法人日本食生活協会、県 他 
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（２）がん対策総合推進事業                         １３０,０３５ 

    がん死亡率を減少させるため、がん予防に関する情報提供等を行うほか、 

    がん拠点病院等への支援によるがん医療体制の充実を図る。 

・事業内容 がん対策に活用する全国がん登録の実施 

      マスコミと連携したがん予防に関する普及啓発の実施 

 がん患者の医療用補正具の購入に対する助成 

がん拠点病院等の医療提供体制強化への助成 

      がん分野の認定看護師等の資格取得経費への助成 

 がん患者団体の活動に対する助成 

第３期秋田県がん対策推進計画の中間評価の実施 

がん患者等の妊よう性温存治療に要する経費への助成 

がんゲノム医療に関する普及啓発の実施 等 

（３）健（検）診受診率向上総合対策事業                      １２,０６０ 

    健（検）診受診率の向上を図るため、市町村が実施するがん検診について、

罹患率が上昇する年齢層の検診費用に対する助成を行うほか、受診環境の 

整備等を推進する。 

①胃がん検診助成事業                     5,751 千円 

     ・事業内容 胃がん検診受診者の自己負担額の軽減 

             （対象年齢は50歳・52歳・54歳・56歳・58歳） 

 ・補 助 率 10/10（県 10/10） 

②がん検診受診率向上推進事業                     5,367 千円 

     ・事業内容 市町村のコール・リコールと合わせたがん検診受診者の自 

己負担額の軽減 

 ・補助対象 大腸がん・肺がん・乳がん・子宮頸がん 

  ・補 助 率 1/2（県 10/10） 

③がん検診の精度管理に関する研修会の開催等                148 千円 

④健（検）診受診勧奨事業                  794 千円 

地域のかかりつけ医による受診勧奨により、特定健診やがん検診の受診 

率向上を図る。 

 （４）「受動喫煙ゼロ そして禁煙」推進事業                    １８,３５１ 

たばこによる健康被害を防止するため、受動喫煙のない環境づくりに向 

けた施策等を実施する。 

①禁煙支援事業                                888 千円 

     ・事業内容 禁煙に関する出前講座等の実施 

②若い世代の喫煙防止事業                       667 千円 

     ・事業内容 大学生や新規就業者等を対象とした普及啓発 
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    ③受動喫煙防止事業                        16,796 千円 

     ・事業内容 世界禁煙デーに合わせたフォーラム等の開催 

たばこの害を啓発する巡回県民セミナーの開催 

改正健康増進法・県受動喫煙防止条例の周知 

条例制定に伴う相談・指導等の実施 

小規模飲食店の禁煙化に要する経費の助成 

（補助率 9/10（県 10/10）、限度額 10 万円） 等 

心の健康づくりと自殺予防対策 

 （１）心はればれ県民運動推進事業                           ６２,５８８ 

    自殺者数の減少を図るため、働き盛りや高齢者、若年層など世代毎の自殺 

対策や身体疾患を原因とする自殺対策に取り組む等、民・学・官の連携に 

よる自殺予防対策を強化する。 

①地域自殺対策強化事業                  55,145 千円 

     ＜主な事業＞ 

     ⅰ）市町村や民間団体が実施する相談事業や人材育成等の取組への助成 

     ⅱ）自殺未遂者とその家族等を対象とする電話相談の実施 

     ⅲ）市町村の自殺対策計画推進への支援等を行う「地域自殺対策推進セ 

ンター」の運営 

②自殺予防県民運動推進事業                2,838 千円 

     「秋田ふきのとう県民運動実行委員会」の運営等への助成を行う。 

③自殺未遂者支援事業                   1,318 千円 

     自殺未遂者が搬送される救急病院に従事する者等を対象とした研修会を 

開催する。 

    ④検索連動型広告を活用した相談支援事業              693 千円 

     スマートフォン等で自殺に関する情報を検索した場合に相談窓口等の情 

報サイトに誘導する広告を表示し、相談に繋がる者を増やす。 

    ⑤高齢者自殺予防対策事業                                  665 千円 

民生委員や老人クラブ員による高齢者宅への戸別訪問や老人クラブ員等 

を対象としたゲートキーパーの養成研修により、高齢者の自殺の未然防 

止を図る。 

⑥精神疾患に対する医療等の支援対策強化事業等        1,929 千円 

医療ニーズに対応した医療提供体制の整備 

（１）新興感染症対策事業                               ９０,３４２ 

   エボラ出血熱や新型インフルエンザ等の新興感染症の患者発生に備え、医

療機関や保健所の体制整備を推進する。

・事業内容 新型インフルエンザ患者発生に備えた実地訓練

第一種感染症指定医療機関の運営費補助 

抗インフルエンザウイルス薬の備蓄の推進 等 
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（２） 難病等医療提供体制推進事業                            ６,９３０ 

   ①難病医療提供体制推進事業               6,721 千円 

難病診療連携拠点病院に指定された秋田大学医学部附属病院に、県内外

の難病医療ネットワークにおける連携や相談、調整を担う難病診療連携

コーディネーターを配置する。

    ②アレルギー疾患医療提供体制整備事業                209 千円 

（３）医師地域循環型キャリア形成支援システム推進事業             ４７７,２９６ 

        医師の県内定着と地域偏在の改善を図るため、修学資金の貸与や若手医師 

等のキャリア形成に向けた寄附講座の設置等を行う。 

①地域医療従事者医師修学資金等貸与事業             342,378 千円 

  県内の公的医療機関等に医師として勤務しようとする秋田大学医学生等 

に修学資金を貸与する。 

     ・貸与予定 191 人（新規：34 人、継続：157 人） 

②あきた医師総合支援センター運営事業                   52,318 千円 

     あきた医師総合支援センターを秋田大学と共同で運営し、修学資金貸 

与医師等のキャリア形成を支援する。 

③地域循環・若手医師・女性医師支援学講座設置事業      65,000 千円 

医師少数区域等で勤務する若手医師・女性医師への指導や診療支援のた 

めの寄附講座を秋田大学医学部に設置する。 

・設置期間 令和２年４月１日～令和３年３月31日 

・寄附金額  総額 65,000 千円 

    ④地域偏在改善に向けた地域医療実習支援事業        17,600 千円 

     医師少数区域等で実習を行う秋田大学医学生の実習参加経費について 

支援する。 

・補 助 先 実習を受け入れる医療機関 

・補 助 率 10/10（県 10/10） 

・限 度 額 受入医学生１人につき月額 10 万円（新学年は８万円） 

（４） 東北で育てる秋田の医師養成事業                       ５５,１７４ 

        医師の確保と地域医療の充実を図るため、本県の地域医療に縁の深い県外 

大学と連携して修学資金の貸与や寄附講座の設置を行う。 

① 県外医学生地域医療従事者医師修学資金貸与事業     15,174 千円 

  県内の公的医療機関等に医師として勤務しようとする岩手医科大学、 

東北医科薬科大学の医学生に修学資金を貸与する。 

     ・貸与予定 ９人（新規：９人） 

② 鹿角地域医療多職種連携推進学講座設置事業           20,000 千円 

     岩手医科大学医学部に鹿角地域の医療連携に関する寄附講座を設置する。 

     ・設置期間 令和２年４月１日～令和７年３月31日 

     ・寄附金額 総額１億円 

令和２～６年度各 20,000 千円 
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③大館・北秋田地域医療推進学講座設置支援事業         20,000 千円 

    弘前大学医学部に寄附講座を設置する大館市に対し助成する。 

・設置期間 平成 30 年４月１日～令和５年３月31日 

・補 助 額  各年度 20,000 千円 

（５）地域医療従事医師確保対策事業                           ３３,８７１ 

        医師の県内定着や県外からの誘導を図るとともに、地域医療を支える診療 

所の機能維持に向けた取組を行う。 

①地域の外来診療機能維持支援事業              7,053 千円 

 後継者不在の診療所等へのマッチング支援など、診療所の事情に応じた 

多様な診療応援体制を構築し、地域の外来医療機能の維持を図る。 

②産科医等医療体制特別対策事業等                      26,818 千円 

 （６）政策的医療関係施設運営費補助事業                     ３１７,８６１ 

    広域的医療機能の円滑な運営を図るため、救命救急センター、神経病セン 

ター等に対し運営費を助成する。 

    ①救命救急センター運営費補助事業               228,900 千円 

     ・補 助 先  秋田赤十字病院 

       ・補 助 率  国庫補助事業 171,675 千円 10/10（国 1/3、県 2/3） 

 県 単独事業   57,225 千円 10/10（県10/10） 

    ②地域救命救急センター運営費補助事業               66,611 千円 

     ・補 助 先  平鹿総合病院 

     ・補 助 率 2/3（県 10/10） 

③神経病センター運営費補助事業                 22,350 千円 

         ・補 助 先  秋田赤十字病院 

         ・補 助 率 10/10（県10/10） 

 （７）周産期医療体制整備事業                            ２６０,１０９ 

    安心して出産できる環境の整備を図るため、周産期母子医療センター等の 

運営費に対し助成する。 

    ①総合周産期母子医療センター運営費補助事業          133,528 千円 

  ・補 助 先 秋田赤十字病院 

  ・補 助 率 10/10（国 1/3、県 2/3） 

②地域周産期母子医療センター運営費補助事業           57,395 千円 

 ・補 助 先 大館市立総合病院、平鹿総合病院、秋田大学医学部附属 

       病院 

 ・補 助 率 2/3（国 1/2、県 1/2（秋田大学医学部附属病院には県 1/2 なし））

③産科医療機関確保事業                      68,430 千円 

   ・補 助 先 北秋田市民病院、雄勝中央病院、市立角館総合病院 

   ・補 助 率 10/10（国 1/2、県 1/2） 

④周産期医療調査・研修事業                       756 千円 

   ・事業内容 周産期死亡実態調査、周産期医療従事者の研修 
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 （８）救急医療対策事業                            １,１０２,８３５ 

    救急医療体制の円滑な運営を図るため、研修及び普及啓発等を行うほか、 

地域の中核的な医療機関に対し助成する。 

① 三次救急医療提供体制整備事業            605,040 千円 

本県の三次救急医療提供体制の強化に向けて、秋田大学医学部附属病院 

及び大館市立総合病院が取り組む高度な医療機器等の整備を支援する。 

ⅰ）秋田大学医学部附属病院               400,000 千円 

・事業内容 ハイブリッド手術室の整備 

・補 助 率 2/3（県 10/10） 

ⅱ）大館市立総合病院                          205,040 千円 

 ・事業内容 高度医療機器の整備 

・補 助 率 2/3（県 10/10） 

②ドクターヘリ運航事業                       252,775 千円 

 救急搬送体制が脆弱な地域の救急医療体制を強化するため、ドクターヘ 

リの運航に係る経費に対し助成する。 

・補 助 先 秋田赤十字病院 

・事業内容 ドクターヘリ運航経費 

 ・補 助 率 10/10（国 1/2、県 1/2） 

③救急医療体制確保事業                       197,783 千円 

     救急医療機関の運営費に対し助成する。 

     ・補 助 先 県内の中核的な８救急告示病院（自治体病院等を除く） 

・補 助 率 1/2（県 10/10） 

    ④災害・救急医療情報センター運営事業               35,112 千円 

     平常時の救急搬送等を円滑に実施するとともに、被災時の医療機関等の 

情報を迅速に収集し提供する。 

⑤病診連携支援事業                           1,504 千円 

          救急告示病院が行う夜間・休日等の救急診療について、地域の診療所 

所医師が非常勤医師として診療を行う際の雇用経費等を助成する。 

・事業内容 運営日数１日当たり 13,570 円を助成 

     ・補 助 率 1/2（県 10/10） 

⑥救急医療対策費補助事業及び小児救急電話相談事業等    10,621 千円 

（９）湖東厚生病院医療提供体制確保事業                       １１２,５２５ 

    湖東地区の医療を担う湖東厚生病院の運営費に対し助成する。 

    ・病 床 数 100 床（一般56床、地域包括ケア44床） 

    ・診療科目 内科、整形外科、リハビリテーション科など13診療科 

 （10）災害時健康危機管理支援チーム体制整備事業                          ７８１ 

    災害時に被災自治体を支援するＤＨＥＡＴの構成員の人材を育成し、健 

康危機管理体制を強化する。 

・事業内容 ＤＨＥＡＴ構成員（医師、獣医師、薬剤師、保健師等の保 

健所職員）の研修会への派遣 

各保健所におけるＤＨＥＡＴの体制構築 
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 （11）医療従事者養成事業                              ４,６３１ 

医療関係団体等が行う医療従事者の確保・定着に向けた取組を支援する。

①歯科医療従事者養成事業                    3,573 千円 

県内における歯科医療の質的向上を図るため、歯科医療専門学校の養成 

経費に対し助成する。 

     ・補 助 先 （一社）秋田県歯科医師会 

     ・補 助 率 10/10（県 10/10） 

②医療秘書養成支援事業                      1,058 千円 

地域の医療を担う資質の高い人材を育成・確保するため、医療秘書の養 

成や県内定着を図る取組に対し助成する。 

     ・補 助 先 １施設 

     ・補 助 率 1/2・10/10（県 10/10） 

 （12）医療勤務環境改善支援事業                          １４,０１６ 

    ①勤務環境改善支援センター運営事業               558 千円 

     医療従事者の確保・定着を目的とした医療機関の勤務環境の改善を支

援するため、医療勤務環境改善支援センターを運営する。

・事業内容 勤務環境改善計画の策定支援

      医療機関を対象とする先行事例や県の支援体制等に関する

説明会 等

    ②勤務環境改善促進事業                         13,458 千円 

     勤務環境改善計画を策定した医療機関が行う、計画事業の実施に必要な

設備整備に対し助成する。

・補 助 先 10 施設 

     ・補 助 率 1/2（県 10/10）

 （13）医療ネットワーク推進事業                           ２４,７６７ 

    秋田県医療連携ネットワークシステムの県内全域における活用を促進する 

ため、地域の中核病院がネットワークに参画するために必要な機器の設置 

費用に対して助成するほか、データセンターの保守等を行う。 

①データセンター費                       3,080 千円 

     データセンター機器の保守等に要する経費 

    ②運営経費助成費                        1,437 千円 

     システムの運営経費に対し助成する。 

     ・補 助 先 （一社）秋田県医師会 

     ・補 助 率 1/2（県 10/10） 

③地域中核病院ネットワーク参画促進事業            20,250 千円 

中核病院が行う設備導入に対し助成する。 

・補 助 先 地方独立行政法人秋田県立療育機構 

（秋田県立医療療育センター） 

・補 助 率 3/4（県 10/10） 
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 （14）急性期診療ネットワーク推進事業                     １０,０５０ 

    脳卒中等の急性期疾患に迅速に対応する体制を整備するため、救急告示病 

院の遠隔画像連携システムの導入費用に対して助成する。 

・補 助 先 秋田大学医学部附属病院ほか 25 救急告示病院 

・事業内容 サーバー設置接続工事、携帯端末導入 

・補 助 率 3/4（県 10/10） 

（15）入院患者に対する歯科医療推進事業                        ５３０ 

   入院患者に対する歯科医療の推進を図るため、歯科医師会が病院と合同で 

実施する入院患者への歯科医療推進に関する研修経費の一部を助成する。 

・補 助 先 （一社）秋田県歯科医師会 

・補 助 率 10/10（県 10/10） 

・補助件数 ５件 

（16）病院内保育所支援事業                             １６,９６４ 

    病院内保育所の運営に対して助成することにより、仕事と育児・家庭が両 

立できる職場環境づくりを推進し、医療従事者の離職防止を図る。 

・補 助 先 民間病院（中通総合病院ほか３病院） 

           公的病院（由利組合総合病院、平鹿総合病院） 

    ・補 助 率 民間病院 2/3（県 10/10） 

公的病院 1/4（県 10/10） 

 （17）地方独立行政法人秋田県立病院機構支援事業               ４,０７１,８４１ 

    秋田県立病院機構の円滑な運営を図るため、循環器部門の機能強化や不採 

算医療等に要する運営費等の一部に対し交付金等を交付する。 

①循環器・脳脊髄センター                    2,425,693 千円 

②リハビリテーション・精神医療センター             1,646,148 千円    

（18）地方独立行政法人秋田県立病院機構貸付事業（特別会計）             ６３０,０００ 

    脳・循環器疾患の包括的な医療提供体制を構築するため、循環器・脳脊髄 

センターの既存棟大規模修繕工事等に要する資金を貸し付ける。 

    ・事業内容 既存棟工事、医療機器購入 等 

（19）高齢化社会に対応した医療提供体制推進事業                   ５８,７６６ 

①高齢者医療先端研究センター運営支援事業          45,405 千円 

認知症、肺炎、脳血管疾患などを抱える高齢者を地域で支える仕組みづ 

くりを推進するため、運営に要する経費を助成する。 

     ・補 助 先 秋田大学 

     ・補 助 率 10/10（県 10/10） 

②呼吸器内科医養成体制構築事業               13,361 千円 

医師不足が深刻な呼吸器内科医の養成に関する研究委託を行う。 

     ・委 託 先 秋田大学 

     ・実施期間 平成 29～令和３年度 
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高齢者や障害者等が安全・安心に暮らせる福祉の充実 

（１）地域包括ケアシステム深化・推進事業                             ２,３７１ 

    高齢者等が介護や療養が必要な状態になっても、住み慣れた場所で生活を 

続けることができる環境を整備するため、市町村等による地域特性に応じ 

た地域包括ケアシステムの構築を支援する。 

・事業内容 地域の連携促進協議会、連携促進研修会、医療介護総合確保 

事業計画策定委員会 等 

（２）在宅医療・介護ＩＣＴ連携促進事業                       ２４,５６１ 

   地域の在宅医療・介護従事者及び患者・家族の情報共有を図るため、ＩＣ

Ｔを活用した連携システム運用に対し助成する。

    ・補 助 先 （一社）秋田県医師会

・補 助 率 10/10（サービス利用料は 3/4）（県 10/10）

（３）生活保護費                                             １,７１６,１８９ 

生活に困窮している者に対し、生活に必要な経費を支給する。 

    ・負担割合 10/10（国 3/4、県 1/4） 

（４）再犯防止推進事業                                  ２,３７３ 

犯罪をした者等の円滑な社会復帰を促進することにより再犯を防止し、県 

民が安全で安心して暮らせる社会の実現を図るため、再犯防止推進計画を 

推進する。 

・事業内容 再犯防止推進協議会の開催 

      出所者等への見守り支援 

      パンフレット作成等による県民理解の促進 

（５）成年後見制度利用促進事業                              ８,５００ 

    判断能力の衰えた高齢者や障害者が円滑に成年後見制度を利用できるよう 

    にするため、市町村が行う体制整備に向けた取組を支援する。 

・業務内容 成年後見制度実務研修会の開催 

      市町村等の体制整備に関する巡回相談 

      関係団体・機関との連絡会議の開催 等 

・委 託 先 （福）秋田県社会福祉協議会 

（６）介護給付費負担金                                       １８,１６３,９２５ 

介護保険制度の介護給付費のうち県負担分について、市町村及び一部事務 

組合に交付する。 
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 （７）地域支援事業交付金                            ８５１,０４８ 

    介護保険における被保険者が要介護状態又は要支援状態となる前からの介 

護予防を推進する。 

    ・補 助 先 市町村 

    ・対象事業 ⅰ）介護予防・日常生活支援総合事業 

  介護予防・生活支援サービス事業、一般介護予防事業 

          ⅱ）包括的支援事業 

          地域包括支援センターの運営、地域ケア会議等 

        ⅲ）任意事業 

          家族介護支援事業、介護給付等費用適正化事業等 

    ・補 助 率 ⅰ）      1/2（国 1/2、県 1/4、市町村 1/4） 

          ⅱ）ⅲ） 77/100（国 1/2、県 1/4、市町村 1/4） 

 （８）補聴器相談事業                             ２３,２６２ 

    難聴者の補聴器の使用に係る相談事業を実施する。 

    ・事業内容 県福祉相談センターに補聴器相談室を設置 

          診療車よる巡回相談 

    ・相談体制 医師１名、相談員２名 

（９）元気で明るい長寿社会づくり事業                         ４４,８０３ 

    高齢者が元気で充実した生活ができる社会の実現に向けて、介護予防の充 

実を図る「新しい総合事業」や「生きがいづくりと健康づくり」を推進す 

る。 

①高齢者元気アップ支援事業                   18,869 千円 

全国健康福祉祭ぎふ大会への選手派遣や県版ねんりんピックスポーツ親 

睦大会、福祉・文化のつどい等の開催経費に対し助成する。 

②新しい総合事業の取組支援事業              11,305 千円 

地域包括ケアシステムの深化・推進及び持続可能な介護保険制度の確保 

のため全市町村が自立支援・介護予防等の取組を推進できるよう支援す 

るほか、高齢者の「通いの場」等への参加を促すため住民互助による付 

添支援を行う仕組みを構築する。 

③高齢者ほっと安心相談事業                 14,629 千円     

       高齢者総合相談・生活支援センターを活用し、高齢者の総合相談や自立 

支援・介護予防に関する講座等を開催する。 

・事業内容 高齢者総合相談・生活支援センターの運営  

    ・委 託 先 （福）秋田県社会福祉協議会  

（10）地域でつなぐ認知症支援推進事業                         ５２,７２９ 

認知症の人やその家族が住み慣れた地域で安心して生活を送れるよう、地 

域で支える体制の強化を図る。 

①医療支援体制連携強化事業               38,656 千円 

 認知症疾患医療センターの運営に要する経費に対して助成するほか、 

医療従事者の認知症対応力の向上等を図る。 
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ⅰ）認知症疾患医療センター運営費           32,728 千円 

      ・補 助 先 （地独）秋田県立病院機構 他 

      ・業務内容 医療機関から紹介された患者の病名の特定 

治療方針等診療情報の提供 

            県民からの専門医療相談対応 等            

      ・補 助 率 10/10（国 1/2、県 1/2） 

ⅱ）医療支援体制連携事業                  2,623 千円 

認知症の早期発見・早期対応のため、医療従事者の認知症対応力向 

上を図る。 

     ⅲ）若年性認知症支援推進事業              3,305 千円 

若年性認知症への理解促進、医療・介護、就労支援等のため、相談 

窓口となる若年性認知症支援コーディネーターを設置する。 

②介護・福祉支援体制連携強化事業             6,107 千円 

認知症の早期発見・早期対応のため、初期集中支援チーム員、認知症介 

護指導者等の養成を行う。 

③地域支援体制連携強化事業                7,966 千円 

住み慣れた地域で安心して暮らせる地域づくりを推進する。 

・事業内容 認知症ネットワーク会議の開催、認知症サポーターの養成 

街頭キャンペーンの実施、認知症予防の取組強化に向けた 

専門職員の資質向上 

（11）友愛訪問活動強化支援事業                             ５,２１３ 

    老人クラブが行う高齢者宅への友愛訪問活動の充実により高齢者の孤立の 

    防止を図るとともに、これらの活動を通じた高齢者の社会参加を促進する。 

    ・事業内容 友愛訪問活動を行う老人クラブ等への助成 

          友愛訪問活動指導員のスキルアップ 

（12）外国人介護福祉士候補者支援事業                           ２,４７０ 

    介護福祉士の資格取得を目指す外国人受入施設に対し、日本語学習や介護 

    専門学習に要する経費を助成する。 

    ・補 助 先 介護サービス事業者 

    ・限 度 額 受入外国人１人につき年額 33 万円（国 10/10） 

           受入施設１施設につき年額８万円（国 10/10） 

（13）介護人材確保対策事業                                ９２,９１４ 

    深刻な人手不足が懸念される介護人材を確保するため、未経験者等の介護 

分野への新規就労を支援するとともに、職場環境の改善等を図り、職場定 

着を促進する。 

①介護サービス事業所認証評価事業             32,590 千円

新規就労者の参入及び職場定着を促進するため、介護従事者の処遇改善 

や人材育成等に積極的に取り組む事業所を認証・評価する。 
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②介護人材確保対策事業               30,085 千円

専任職員による学校や県内事業所への訪問活動等による求人・求職に係 

るマッチングを行うほか、未経験者の新規就労、キャリアアップに繋が 

る研修等を実施する。  

③地域住民に対する介護の仕事の理解促進事業    1,413 千円

介護の魅力を発信するため、介護体験を中心とするセミナー開催及び学 

校訪問による介護の仕事等紹介に要する経費について補助する。 

④中学・高校生等を対象とする介護の職場体験事業   5,123 千円 

若年層や介護の仕事に関心のある者を対象に職場体験の機会を提供する。

⑤ 学校連携による介護の仕事の魅力発見事業        3,048 千円 

 中学校や高校において介護ロボットの操作体験学習会を開催し、介護の 

仕事へのイメージアップを図る。  

⑥アクティブシニア介護職参入・活用促進事業    4,825 千円 

元気で就労意欲のある中高年齢者を対象に、介護の職場や仕事への理

解を深めるための研修、体験を行い、介護職への参入促進を図る。

⑦介護職スキルアップ研修支援事業          2,758 千円 

介護職等のスキルアップを図るため、実践的研修を実施する。

⑧介護ロボット導入推進支援事業             9,893 千円 

介護従事者の負担軽減や業務の効率化による職場定着を支援するため、

介護ロボットの導入を推進する。

ⅰ）介護ロボット導入推進支援補助金             6,000 千円 

 ・補 助 先 介護保険施設、事業所 

 ・限 度 額 30 万円／台（県 10/10） 

ⅱ）介護ロボット普及啓発事業               3,893 千円 

  ・事業内容 導入促進へ向けた県内導入事業者の事例発表 

        介護ロボット展示会、体験会 

⑨介護事業所内保育所運営支援事業         1,884 千円 

介護従事者の職場定着を支援するため、介護事業所内保育所の運営に

要する経費の一部を補助する。

・補助先 介護保険施設・事業所内の保育所

・補助率 2/3（県 10/10） 

        ⑩ 外国人等介護従事者受入環境整備事業          1,295 千円 

     事業者が外国人受入れに係るノウハウを学ぶセミナーを開催するほか、 

     県内在住外国人を対象に、入門研修、職場体験会を実施し、県内在住外 

国人の介護分野への就労を促進する。 

（14）福祉医療費等助成事業（乳幼児・小中学生分を除く）                ３,３４１,４４５ 

経済的負担の軽減を図るため、医療費自己負担分を助成する。 

・補助対象 ⅰ）ひとり親家庭の児童           213,340 千円 

      ⅱ）高齢身体障害者、重度心身障害（児）者 

3,128,105 千円 

・補 助 先 市町村 

・補 助 率 10/10（県 1/2、市町村 1/2） 
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（15）国保財政調整繰出事業                                     ４,６１８,５５１ 

国民健康保険財政の安定化を図るため、医療給付費等総額の９％相当額を 

秋田県国民健康保険特別会計に繰り出す。 

（16）後期高齢者医療給付費負担金                           １１,７９８,１６３ 

後期高齢者医療制度に係る医療給付費等総額の 1/12を後期高齢者医療広域 

連合に交付する。 

（17）児童保護費負担金                                ９９５,９１６ 

①児童保護費負担金                                    985,853 千円 

         児童福祉法の規定に基づき、障害児施設措置費（給付費等）を給付する。     

ⅰ）障害児入所給付費等                   904,395 千円 

ⅱ）障害児入所医療費等                   79,789 千円 

ⅲ）県単嵩上げ、医療費・給付費等審査支払手数料      1,669 千円 

   ②障害児入所施設運営事業                       10,063 千円 

     県の障害児入所機能の維持のため、入所定員数を確保する必要があるこ 

とから、児童受入に要する経費の一部を補助する。 

・補 助 先 阿桜園 

・補 助 率 定額（県 10/10） 

（18）障害者総合支援法等推進事業                             ３０,５４０ 

    ①障害者の働きがい支援事業                    4,507 千円 

障害者の受注拡大を推進し工賃の向上を図るため、共同受注窓口を運営 

するとともに、その情報発信等を行う。 

   ②重度訪問介護等利用促進支援事業                  20,846 千円 

     重度障害者等に対する訪問系サービスの給付額が国庫負担基準を超過す 

る市町村に対し助成する。 

    ③介護職員等による痰吸引等研修事業                 5,187 千円 

痰吸引等の医療的ケアを行うことができる介護職員等を養成するため、 

研修を実施する。 

・対 象 者 訪問系事業所・障害者支援施設の介護職員等 

・研修内容 基本研修（２日間）、利用者宅での実地研修 

（19）障害者市町村地域生活支援事業                          １７０,９１６ 

    障害者が地域で安心して日常生活や社会生活を営めるよう生活支援事業を 

実施する市町村に対し助成する。 

   ・事業内容 相談支援事業 

          日常生活用具給付等事業、意思疎通支援事業 等 

    ・補 助 率 3/4（県 1/3、国 2/3） 
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(20）障害者スポーツ振興事業                              ４７,８９０ 

    ①障害者スポーツ普及・推進事業                 14,315 千円 

     障害者スポーツの指導を行う障害者スポーツ推進員の配置や障害者ス 

ポーツ体験交流、在宅障害者スポーツ教室を開催する。 

・委 託 先 （一社）秋田県障害者スポーツ協会 

    ②県障害者スポーツ協会運営費補助事業           5,303 千円 

     障害者スポーツの振興を図るため、運営費の一部を助成する。 

     ・補 助 先 （一社）秋田県障害者スポーツ協会 

    ③全国障害者スポーツ大会等派遣事業                    28,272 千円 

ⅰ）鹿児島県で行われる全国障害者スポーツ大会等へ選手団を派遣する。 

                           27,572 千円 

・委託先等 （一社）秋田県障害者スポーツ協会等 

      ・業務内容 全国障害者スポーツ大会派遣 

（鹿児島県 令和２年 10 月 24～26 日開催） 

            選手 60 名、補助者・役員 41 名 計 101 名（予定） 

北海道・東北地区ブロック大会への派遣（精神障害者バ 

レーボール等） 

    ⅱ）東京パラリンピック等の国際大会を目指すアスリートの活動支援 

           700 千円 

・実施主体 秋田県障害者スポーツ協会 

・補 助 率 1/2（県 10/10） 

・限 度 額 70 万円 

（21）地方独立行政法人秋田県立療育機構支援事業                          １,４９３,７９８ 

秋田県立療育機構の円滑な運営を図るため、運営費等の一部に対し交付金 

を交付する。 

① 運営費交付金                       1,257,844 千円 

② 共済費負担金                        235,954 千円 

（22）ひきこもり対策推進事業                               １３,７３７ 

    ひきこもりに関する相談支援体制の強化を図るため、ひきこもり相談支援 

センターの運営及び社会とのつながり支援（職親）事業を実施する。 

   ・事業内容 相談業務（電話、面接、訪問支援） 

         ひきこもり対策に関する情報発信、人材育成 

         当事者会及び家族会の開催、連絡協議会の開催 

事業所（職親）の協力による社会参加の機会の提供 等 

（23）聴覚障害者支援センター運営事業                         ２８,５３２ 

    聴覚障害者の情報取得手段の拡充や社会参加の支援を図るため、聴覚障害 

者支援センターを運営する。 

    ・事業内容 運営懇談会の開催、相談支援事業、意思疎通支援者の養成・ 

派遣 等 
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（24）障害者差別解消推進事業                            １９,９５６ 

    障害を理由とする差別のない共生社会の実現を目指すため、障害者への理 

解促進及び差別の解消に関する施策を推進する。 

① 障害者差別解消推進事業                4,685 千円 

ⅰ）調整委員会や職員向け研修会の開催                 656 千円 

ⅱ）専門相談機関の設置等                             4,029 千円 

② 障害者理解促進事業                   6,069 千円 

     ⅰ）普及啓発事業                                      4,106 千円 

      ⅱ）障害者理解促進事業                                1,963 千円 

③ 障害者社会参加等促進事業                             9,202 千円 

    ⅰ）障害者サポーター養成事業                            372 千円 

    ⅱ）ヘルプマーク・カード普及推進事業          2,775 千円 

    ⅲ）芸術・文化活動、レクリエーション等開催事業     6,056 千円 

（25）依存症支援体制整備事業                           １,３１３ 

    依存症に関する正しい知識を普及させるとともに、継続した支援を目的に、 

    精神保健福祉センターを中心とした相談支援体制を整備する。 

   ・事業内容 県民への依存症に関する啓発 

         自助グループ等への育成支援 

         保健所等の地域の相談機関への技術支援 

ギャンブル依存症対策推進計画の策定 等 

（26）社会福祉会館大規模修繕事業                      １００,３８２ 

   開設から 33 年が経過する社会福祉会館の冷温水配管改修工事等を行う。 

（27）老人福祉施設等環境整備事業                           １７２,８３６ 

    特別養護老人ホームの整備費に対し助成する。 

    ・補助対象 特別養護老人ホーム２施設 

        ・補 助 先 社会福祉法人  

    ・補 助 率 3/4（県 10/10） 

（28）地域介護福祉施設等整備事業                          ４３４,４１０ 

    社会福祉法人等が行う施設整備等に対し助成する。          

    ・補 助 先 ７施設 

    ・補 助 率 定額（県 10/10） 

（29）障害児・者施設整備補助事業                         １１６,７４８ 

    社会福祉法人等が行う生活介護事業所等の施設整備に対し助成する。 

    ・補 助 先 ４施設 

    ・補 助 率 3/4（国 2/3、県 1/3） 
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（30）秋田県国民健康保険事業（国民健康保険特別会計）            ９５,００７,６７３ 

    国民健康保険法に基づき、県が国保財政の責任主体として国保事業に参画 

し、国保財政の管理運営及び市町村国保の効率的な事業運営を支援する。 

次代を担う子どもの育成 

（１）家庭養護推進体制整備事業                                   ２０,１３４ 

       ①里親委託推進事業                    12,134 千円 

里親の普及啓発、資質向上、マッチング等里親養育を包括的に支援する

体制を整備し、里親委託を推進する。 

      ⅰ） フォスタリング機関事業              11,571 千円 

         乳児院等に専門職員を配置し、里親の新規開拓や育成、マッチング 

等、里親養育を包括的に推進する。 

      ⅱ）里親会が実施する事業への支援等            563 千円 

    ②ファミリーホーム等開設支援事業             8,000 千円 

     ファミリーホームの開設に対し助成する。 

     ・補 助 先 １事業所 

     ・補 助 率 10/10（国 1/2、県 1/2） 

（２）福祉医療費等助成事業（乳幼児・小中学生分）                     １,０３６,８２８ 

子育てにかかる経済的負担の軽減を図るため、乳幼児及び小中学生の医療 

費に対し助成する。 

・補助対象 乳幼児及び小中学生の医療費自己負担分の 1/2 

（一定基準を超える所得の世帯を除く） 

・自己負担 1/2（１医療機関 1 カ月当たり上限 1,000 円） 

・補 助 先 市町村 

・補 助 率 1/2（県 1/2、市町村 1/2） 

（３）新複合化相談施設整備事業                            ５８０,８７４ 

中央児童相談所、女性相談所、福祉相談センター及び精神保健福祉センター

の４施設を複合化し、新たな総合福祉相談施設を整備する。

        ・総 事 業 費 約 17.8 億円（敷地の既存施設(県公舎)解体経費約 6.4 億 

円を含む） 

    ・継続費設定 令和元～２年度（建築設計分） 

           令和２～３年度（旧手形住吉町公舎解体工事分） 

・R2 年度事業 実施設計（建築工事分）、公舎解体工事 

    ・供 用 開 始  令和４年度（予定） 

   ・建設予定地 秋田市手形住吉町 
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６ ふるさとの未来を拓く人づくり戦略 

自らの未来を主体的に切り拓き、秋田を支える気概に満ちた人材の育成 

（１）未来を拓く！あきたの高校生学び推進事業                      ２２,７８５ 

     高校生の学習意欲の喚起と学力向上を図るため、キャリア教育の充実を図 

るとともに、多様な人材を活用した教育活動を実践する。 

①キャリア教育充実事業                      9,862 千円 

・事業内容 県内大学の研究室訪問、ものづくり教育の充実 等 

②地域を支える人材育成事業                   3,453 千円 

・事業内容 各校の設定テーマに基づいた地域連携 

新たなインターンシップ受入企業の開拓 等 

③学力向上推進事業                         9,470 千円 

・事業内容 高等学校学力・学習状況調査の実施  

探究活動等実践モデル校の指定 等 

 （２）インクルーシブ教育システム推進事業                       ６,４４２ 

   障害のある子どもが、障害のない子どもと共に教育を受ける仕組みを構築 

する。 

   ①特別支援教育体制整備推進事業              1,829 千円 

        ・事業内容 担当教員への研修、専門家・支援チームによる巡回指導 

   ②特別支援教育に関する実践研究充実事業           1,416 千円 

    ・事業内容 研究協力校の指定や成果の普及、公開研究会の開催 

   ③ 病気の子どもの学習を支える体制整備事業              3,197 千円 

    ・事業内容 病弱教育アドバイザーによる病弱教育への支援、病弱教育 

支援センターの設置 等 

 （３） 特別支援学校就労・職場定着促進事業                   ３,８８７ 

    職場定着支援員による定期的な職場訪問、卒業生と事業所双方への相談支 

    援等の移行支援により事業所の理解啓発を進め、職場定着の促進を図る。 

    ・事業内容 職場定着支援員の配置、職場定着対策会議の開催、中学部段 

階からの職業教育の実施 等 

子ども一人一人に応じた教育の充実と確かな学力の定着 

（１）少人数学習推進事業（小・中学校）                     ６０１,９０１ 

少人数学級体制によるきめ細かな教育を行い、基礎学力の定着・向上を図 

るため、必要な臨時・非常勤講師を配置する。 

・事業内容 小学校１～６年生、中学校１～３年生（30 人程度学級） 

         臨時講師 83 人、非常勤講師 72 人 
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（２）少人数学習推進事業（高等学校）                      １２０,４８１ 

高等学校におけるきめ細かな教育による学力の定着・向上を図るため、少 

人数学級体制に必要な臨時・非常勤講師を配置する。 

①地域の中心校における 35 人程度学級の導入 

一定規模以上の学校８校に臨時講師を配置（令和元年度：８校） 

②専門高校における少人数学習の充実 

 専門高校７校に社会人等外部人材を活用した非常勤講師を配置 

③習熟度別少人数学習の実施 

実施希望校に非常勤講師を配置        

世界で活躍できるグローバル人材の育成 

 （１）海外青少年交流事業                                                    ４,９５５ 

県内中高生を中国天津市に派遣し、現地の学生と文化活動等の交流を行う。 

・派遣時期 令和２年夏（予定） 

（２）在外県人会活動支援事業                         １０,７２０ 

   ①在外県人会活動費補助金                          1,578 千円 

    在南米秋田県人会の活動運営費に対し助成する。 

② 南米訪問団派遣事業                   9,142 千円 

 ブラジル秋田県人会及びアマゾン地域秋田県人会の創立 60 周年記念式 

 典に参加し、移住者との交流を深める。 

（３）大連市交流推進事業                                                  １,６９９ 

    令和元年 11 月に友好関係に関する協定書を締結した大連市との更なる交 

    流の拡大に向け、訪問団の受入や現地での協議を行う。 

（４）多文化共生対策事業                            ５,９１８ 

   外国人も暮らしやすい多文化共生の地域づくりに向け、地域や関係機関と 

連携し、支援体制の整備と機能充実を図る。 

   ①外国人支援ネットワーク構築事業              4,978 千円 

        ・事業内容 「秋田県外国人相談センター」の運営 

          県内地域出張相談会の開催 等 

   ② 地域の多文化共生人材育成事業               940 千円 

    ・事業内容 北海道・北東北ブロック連絡会議の開催 

          日本語指導者人材育成講座の実施 等 

（５）ＡＫＩＴＡ英語コミュニケーション能力強化事業              １４１,２０７ 

    世界に通用する実践的英語力を持った次代を担う人材を育成するため、小 

中高一貫した英語教育の推進より、英語コミュニケーション能力の強化を図る。

①授業改善プロジェクト事業                122,161 千円 

 ・事業内容 外国語指導助手の配置、中学校２年生から高校３年生の英 

       検ＩＢＡの受検 等 
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②教員研修プロジェクト事業                       192 千円 

 ・事業内容 教員の授業力向上のための研修等 

③異文化体験プロジェクト事業                17,357 千円 

 国際的な視野の拡大、英語による発信力を強化するため、異文化を体験 

する機会を提供する。 

 ・事業内容 小学校３年生から高校３年生を対象としたイングリッシュ 

キャンプの実施 

高校生海外研修（セントクラウド州立大学 30 名） 

短期留学補助（５万７千円/人、40 名、２週間以上の留学） 等

    ④ＡＫＩＴＡグローバルネットワーク事業          1,497 千円 

     国際交流校を推進する高校を対象に、英語による課題研究のプレゼンテ 

ーション等を実施する。 

     ・指 定 校 ４校 

     ・事業内容 交流会の実施、県内外フィールドワーク 等 

豊かな人間性と健やかな体の育成 

（１）不登校・いじめ問題等対策事業                         ７８,３０７ 

不登校やいじめ、暴力行為等の問題行動の未然防止、早期発見、早期解決 

のため、学校・家庭・地域社会等と連携し、教育相談体制の充実を図る。 

・事業内容 スクールカウンセラーによる心理的支援 

      スクールソーシャルワーカーの配置 教育事務所等 10 名 

      「すこやか電話」（フリーダイヤル）の設置 

子どもの成長を支える魅力的で良質な学びの場づくり 

（１）高等教育費負担軽減事業                         ４４１,３１４ 

   ①運営事務費                       1,401 千円 

     県内の私立専門学校に対し、高等教育の修学支援新制度の対象となる要 

件の確認事務を行うほか、高等教育機関に対し情報提供や助言を行う。 

   ② 授業料等減免事業費補助金                          439,913 千円 

     機関要件を満たしている県内高等教育機関に対し、授業料等減免に要す 

     る経費の補助を行う。

・補助対象 授業料及び入学金

・補 助 率 10/10（国 0～1/2、県 10/10～1/2）

（２）比内支援学校整備事業                          ３８１,８２８ 

比内支援学校の現敷地に新校舎等を整備する。 

・全体事業費 約 31 億円 

・継続費設定 平成 30～令和４年度（建築工事分） 

・R2 年度事業  体育館棟の建設、旧校舎・体育館棟の解体 等 

・供 用 開 始 令和４年８月（予定） 
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（３）能代地区専門系統合校整備事業                    １,７９９,４５５ 

能代地区の２校（能代工業高等学校、能代西高等学校）を統合して新たな 

校舎棟等を整備する。 

・全体事業費 約 57 億円 

・継続費設定 令和元～５年度（建築工事分） 

・R2 年度事業 教室棟、実習棟等の建設 等 

・供 用 開 始 令和３年４月（予定） 

（４）横手高等学校整備事業                        １,００５,２６７ 

横手高等学校の現敷地に新校舎等を整備する。 

・全体事業費 約 66 億円 

・継続費設定 令和２～７年度（建築工事分） 

・R2 年度事業 管理校舎棟の建設 等 

   ・供 用 開 始 令和４年８月（予定） 

（５）大曲高等学校整備事業                         ２１２,１６５ 

大曲高等学校の整備に向けて、基本・実施設計等を行う。 

・全体事業費 約 52 億円 

・継続費設定 令和元～２年度（建築設計分） 

・R2 年度事業 実施設計、屋外運動場設計 等 

（６） 鹿角小坂地区統合校整備事業                      ４７,８９３  

   鹿角小坂地区の３校（花輪高等学校、十和田高等学校、小坂高等学校）を 

統合し、花輪高等学校の現敷地を活用した整備に向けて、基本・実施設計 

等を行う。 

   ・全体事業費 約 36 億円 

   ・継続費設定 令和２～３年度（建築設計分） 

   ・R2 年度事業 基本設計、地質調査 等 

（７）教育施設除却事業                               ４９,４５７ 

   旧鷹巣高等学校の校舎・体育館等の解体を行う。 

   ・全体事業費 約５億円 

   ・事 業 内 容 実施設計、周辺家屋事前調査 等 

（８）奨学のための給付金                                      ３２７,１１４ 

   低所得者世帯の生徒の修学を支援するため、教科書費、教材費、学用品費 

等の必要経費を給付する。 

・公立高校 第１子  84,000 円、第２子 129,700 円、生活保護世帯 32,300 円

・公立通信  第１子  36,500 円、第２子  36,500 円、生活保護世帯 32,300 円

・私立高校  第１子 103,500 円、第２子 138,000 円、生活保護世帯 52,600 円

・私立通信  第１子  38,100 円、第２子  38,100 円、生活保護世帯 52,600 円
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（９）私立学校就学支援事業                                      ６０２,５５８ 

保護者の経済的負担の軽減を図るため、就学に係る支援金を支給するとと 

もに、入学料及び授業料の軽減を行う私立学校に対し助成する。 

     ①私立高等学校就学支援金（全額国庫）                  505,828 千円

          県内の私立高等学校に通う生徒を対象に、保護者収入に応じ就学支援金

等を支給する。

         ・事業内容 年収 590 万円未満の世帯を対象に、支給上限額 396,000 円

まで支給し、私立高等学校授業料を実質無償化

           年収 590～910 万円未満の世帯を対象に、年額 118,800 円

を一律に支給

        ②私立学校授業料軽減補助（全額県単）           1,896 千円

          ①の支援金の対象月数を超える生徒を対象に、授業料を軽減する私立高

等学校に対し補助を行う。

          ・事業内容 年収 590 万円未満の世帯を対象に、年額 12 万円（全日制）

の負担となるよう支給

        ③私立学校入学料軽減補助（全額県単）          46,324 千円

          入学料を軽減する私立高等学校に対し補助を行う。

          ・事業内容 生活保護世帯、非課税世帯に対し、県立高等学校入学料相

当額である 5,650 円（全日制）の負担となるよう支給

           年収 270～590 万円の世帯に対し、入学料の半額から県立

高等学校入学料相当額 5,650 円（全日制）を差し引いた額

を支給

④奨学のための給付金（再掲）                  48,510 千円 

（10）私立学校運営費補助金                           ８７０,９１９ 

私立学校教育の振興を図るため、運営費等の一部を助成する。 

①一般補助                           827,198 千円 

 ・補 助 先 私立高等学校 

・事業内容 人件費を含む経常的経費に対する助成 

②過疎地域私立高等学校特別補助                 11,687 千円 

 ・補 助 先 国の定める率を超えて生徒が減少している私立高等学校 

・事業内容 過疎地域の私立高等学校に対する助成 

③あきた私学魅力アップ支援事業費補助                 4,000 千円 

     ・補 助 先 私立高等学校 

・事業内容 特色ある教育活動に対する助成 

④日本私立学校振興・共済事業団補助                 8,710 千円 

 ・補 助 先 日本私立学校振興・共済事業団 

    ・事業内容 私立学校教職員の長期給付事業に対する助成 

⑤私立学校教職員退職金積立補助                 19,324 千円 

 ・補 助 先 秋田県私立学校教職員退職金財団 

 ・事業内容 私立学校教職員の退職金給付事業に対する助成 
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（11）子どものための教育・保育給付支援事業（再掲）            ６,１９４,２００ 

幼児期の学校教育・保育環境の充実を図るため、市町村が私立の幼稚園、 

保育園及び認定こども園に支弁する運営費等の一部を助成する。 

①施設型給付                       5,777,943 千円 

・事業内容 各施設運営費の一部負担（保育士の処遇改善分含む） 

 ・負担割合 国 1/2、県 1/4、市町村 1/4（補助分） 

       県 1/2、市町村 1/2（県単分） 

②地域型保育給付                      211,554 千円 

・事業内容 小規模保育事業、事業所内保育事業等の運営費の一部負担 

 ・負担割合 国 1/2、県 1/4、市町村 1/4 

③子育て支援施設利用給付                108,940 千円 

・事業内容 認可外保育施設の運営費や一時預かり経費等の一部負担 

 ・負担割合 国 1/2、県 1/4、市町村 1/4 

④幼児教育・保育無償化円滑化事業               95,763 千円 

 ・事業内容 幼児教育の無償化に係る県及び市町村の事務費 

 ・補 助 率 10/10（県 10/10） 

（12）私立幼稚園運営費補助金                         ３４１,４１０ 

私立幼稚園教育の振興を図るため、運営費等の一部を助成する。 

①一般補助                         149,275 千円 

 ・補 助 先 私立幼稚園 

・事業内容 人件費を含む経常的経費に対する助成 

・補助件数 ７園 

   ②特別支援教育費補助                     89,768 千円 

 ・補 助 先 障害児が在籍する私立幼稚園・認定こども園 

・事業内容 特別支援教育を行うための経費に対する助成 

・補助件数 35 園 

   ③預かり保育推進事業費補助                    26,840 千円 

 ・補 助 先 預かり保育を実施する私立幼稚園・認定こども園 

・事業内容 預かり保育を行うための経費に対する助成 

・補助件数 18 園 

④私立幼稚園教職員共済事業補助                 25,164 千円 

 ・補 助 先 日本私立学校振興・共済事業団 

・事業内容 私立幼稚園等教職員の長期給付事業に対する助成 

⑤私立幼稚園教職員退職金補助                  50,363 千円 

 ・補 助 先 秋田県私立学校教職員退職金財団 

・事業内容 私立幼稚園等教職員の退職金給付事業に対する助成 

（13）大人が支える！インターネットセーフティ推進事業                ６,８０６ 

①ネットパトロールと健全利用啓発事業              5,190 千円 

          インターネット上の不適切な書き込みの検索・監視を行い、児童生徒の 

ネットトラブルを防止する。 

・対象 県内の小・中学校、高等学校、特別支援学校 
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②青少年教育施設を活用したネット依存対策事業            1,616 千円 

    ネット依存傾向にある青少年を対象に、自然体験活動等を通じ、生活習 

慣の改善を図る。  

地域社会と産業の活性化に資する高等教育機関の振興 

（１）私立専修学校・各種学校運営費等補助金                   ２１,７４８ 

    私立学校教育の振興を図るため、私立専修学校の運営費の一部を助成する。 

（２）看護系大学・短期大学運営費補助金                        ３０２,２４９ 

    地域の医療・福祉を担う資質の高い人材を育成・確保するため、看護・福 

祉系大学等の運営費の一部を助成する。 

（３）私立大学等即戦力人材育成支援事業                        ２２,０００ 

県内の私立大学・短期大学・専修学校が実践的な職業教育を通して、県内 

産業の即戦力となる人材を育成するとともに、学生の県内定着を図るため 

の取組に対して支援する。 

（４）秋田県立大学運営事業                        ３,６７５,９８２ 

 秋田県立大学の円滑な運営を図るため、運営費等の一部について交付金を 

交付する。 

①運営費交付金                     3,544,139 千円 

②共済費負担金                      131,843 千円 

（５）国際教養大学運営事業                       １,０９７,１０３ 

国際教養大学の円滑な運営を図るため、運営費等の一部について交付金を 

交付する。 

①運営費交付金                      1,061,149 千円 

②共済費負担金                      35,954 千円 

 （６）秋田県立大学施設設備等整備事業                    ２００,０００ 

秋田県立大学の教育環境向上のため、施設整備等に要する経費に対し助成する。

・補助対象 中央監視装置更新等 

 （７）国際教養大学施設設備等整備事業                    ４０,６５０ 

国際教養大学の教育環境向上のため、施設整備等に要する経費に対し助成する。

・補助対象 学生寮長寿命化改修実施設計 
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地域を元気にする住民参加の学びの場と芸術・文化に親しむ機会の提供 

（１）ミュージアム活性化事業                          ４９,６４０ 

   県民に多彩な芸術鑑賞の機会を提供するため、特別展を開催する。 

①県立美術館 ダリ展

       秋田の建築展

田中達也 ミニチュア・ライフ展

戸嶋靖昌展

藤田嗣治と布展

②近代美術館 ミュシャ展

        秋田蘭画展

ARTS & ROUTES－あわいをたどる旅－

    ③県立博物館 美の極致－江戸と縄文－ 

（２） 子どもの読書習慣形成推進事業                      １２,０００ 

子どもの発達段階に応じた効果的な読書活動を推進する取組や、読書へ 

の関心を高める取組を実施することにより、読書習慣の形成を図る。 

・事業内容 おはなし会、中高生ビブリオバトルの実施、 

ＳＤＧｓセミナーの開催 等 

（３）世界遺産―縄文ルネサンス―事業                     １７,７３９ 

①縄文ルネサンス事業                        740 千円 

あきたの縄文遺産学習資料を作成し、全県の小学６年生に配付する。 

②世界遺産登録推進事業                                 16,999 千円 

「北海道・北東北の縄文遺跡群」を世界遺産に登録するため、４道県連 

携による現地審査の対応準備やＰＲ活動等を実施する。 

・事業内容 イコモスが実施する現地審査対策、国内フォーラムの開催、 

保存活用協議会の開催、世界遺産委員会派遣 等 
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【基本政策】 

１ 県土の保全と防災力強化 

（１）災害対応力強化事業                             ４,５８４ 

①県市町村職員災害対応力強化事業              270 千円 

県及び市町村職員を対象に災害対応に関する研修を実施する。 

②火山防災対策強化事業                   2,598 千円 

県内５箇所の常時観測火山毎に設置されている火山防災協議会において、

避難計画の作成等各火山に応じた防災対策を実施する。 

③地域防災計画修正事業                  1,716 千円 

    大規模災害等への対応の充実・強化を図るため、県の地域防災計画の修 

    正を行うとともに、計画書を市町村・関係機関等に配布する。 

（２）地域防災力強化事業                             ３,９５５ 

①自主防災組織育成強化事業                   617 千円 

自主防災組織の育成強化を図るため、防災士を「自主防災アドバイザー」

として県内各地に派遣するとともに、自主防災組織のリーダー等を対 

象とした研修会を開催する。 

②防災訓練事業                       1,338 千円 

災害対応力の向上を図るため、夏期及び冬期に防災訓練を実施する。 

ⅰ）総合防災訓練（由利本荘市との共催） 

・開 催 日 令和２年８月（予定） 

・訓練内容 地震・津波災害等を想定した避難、避難所開設 等 

ⅱ）冬期防災訓練（横手市との共催） 

・開 催 日  令和３年１月（予定） 

・訓練内容 積雪時における避難、救出訓練 等 

③自主防災リーダー育成支援事業             2,000 千円 

 地域の防災力向上に積極的な人材を「自主防災リーダー」として育成 

し、市町村の防災担当と連携の上で、自主防災組織の立ち上げ等を行 

う。 

     ・補 助 先 市町村 

     ・補助対象 防災士資格取得費用、研修費用 等 

         ・補 助 率 1/2（県10/10） 

     ・限 度 額 100 万円 

（３）県有建築物天井等耐震化推進事業                    ２４９,０５２ 

    天井脱落対策に係る基準に対応するため、脱落防止工事を実施する。 

    ・対象施設 県立体育館、総合生活文化会館（アトリオン） 
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【公共事業】                               １０１,４７７,６２２ 

公共事業については、農業生産基盤の整備や道路・橋りょうの老朽化対策、豪雨等自然災害への

対応などに積極的に取り組んでいく。 

(1)当初事業費比較 

       R1 当初          R2 当初                    増減      前年対比

   (A)             (B)                     (B)-(A)       (B)/(A) 

補  助    ５６３億円      ６１１億円              ＋ ４８億円    108.5％ 

単  独    １９１億円      １９２億円            ＋  １億円   100.4％ 

災  害     ７５億円       ７２億円            △  ４億円    95.1％ 

直  轄    １０９億円      １４０億円            ＋ ３２億円   129.2％ 

合  計    ９３８億円   １，０１５億円              ＋ ７７億円   108.2％ 

(2)実質事業費比較 

     R1 実質          R2 実質   うち R1 国補正分     増減      前年対比

    (C)             (D)         (見込)        (D)-(C)     (D)/(C) 

補  助    ８２５億円      ８２４億円    ２１３億円    △  １億円     99.8％ 

単  独    １９１億円      １９２億円     ０億円    ＋  １億円   100.3％ 

災  害     ７６億円       ７２億円      ０億円   △  ４億円    94.7％ 

直  轄    １２７億円      １５７億円     １７億円   ＋ ３０億円   123.9％ 

合  計 １，２１９億円   １，２４４億円    ２３０億円    ＋ ２５億円  102.1％ 

注：R1 には H30 国補正に係る補正、R1 当初及び R1.6 月補正を含む。

   R2 には R1 国補正に係る補正（見込）及び R2 当初を含む。 

   なお、R2.6 月補正では国庫補助金の内示などによる補正を見込んでいる。 
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                              （単位：百万円）
             【R1 当初】        【R2 当初】      【増 減】 

【合  計】           93,794            101,478             ＋7,684 

○国 庫 補 助 事 業          56,303              61,116             ＋4,813 

・土 地 改 良          15,511              15,180               △331 

・道路・橋りょう          14,978              18,889             ＋3,911 

・林     野           6,442               6,584              ＋141 

・砂       防             1,799               1,769                △31 

 ・河    川           5,284               6,291             ＋1,008 

・農 地 防 災           4,058               3,296               △762 

・水 産 基 盤            1,373               1,322                △52 

・そ  の  他         6,857               7,784               ＋928 

○県 単 独 事 業         19,116              19,193                ＋78 

・ 道      路           11,031              10,425               △606 

・河     川           5,131               6,289             ＋1,158 

・砂       防               856                 978               ＋122 

・林     野               133                 116                △17 

・街        路            247                 247                   0 

・そ  の  他           1,718               1,138               △580 

《補 助＋県 単》         75,419              80,309             ＋4,891 

【災害復旧事業】           7,525               7,154               △371 

・土     木           5,996               5,646               △350 

・耕     地          1,144               1,144                   0 

・林     野            285                 264                △21 

・漁     港            100                 100                   0 

【国直轄事業負担金】           10,850              14,014             ＋3,164 

・土     木          10,034              13,471             ＋3,437 

・耕     地             816                 543               △274 

《補助＋県単＋直轄》       86,269              94,324             ＋8,054 

（端数処理により積み上げと合計が合わない場合がある。） 

※ 公共事業の主な事業 

 （１） 秋田港アクセス道路整備事業                     ５６７,１６０ 

・実施箇所 秋田港アクセス道路 

     秋田港～秋田北ＩＣ間のアクセス機能の強化を図るため、バイパスを整 

備する。 

     ・全 体 計 画 延長 6.12ｋｍ 

     ・総 事 業 費 145 億円 
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（２）地方道路交付金事業（道路整備費分）                  ４,３５７,９０４ 

・実施箇所 大館能代空港西線（鷹巣西道路）外 17 箇所 

（主な箇所） 

    大館能代空港西線（鷹巣西道路）           1,886,000 千円 

      大館能代空港へのアクセス強化のため、バイパスを整備する。 

      ・全体計画 延長 5.25ｋｍ 

      ・総事業費 105 億円 

（３）河川改修事業                              ６,２９１,３２５ 

・実施箇所 淀川、上溝川、新波川 外 35 箇所 

 （４）県単河川等環境維持修繕事業                                      １,７０９,６９０ 

    洪水被害対策のための河道掘削や伐木等を行う。 

（５）地方街路交付金事業                           １,５０８,０００ 

・実施箇所 (都)新屋土崎線 外 3 箇所 

 （６）国直轄河川事業負担金                        ６,８５６,６７２ 

    （対象施設）成瀬ダム、鳥海ダム、雄物川 外 11 箇所 

（７）都市公園安全安心事業（県立中央公園「あきたスカイドーム」）      ９００,０００ 

    老朽化に伴い、膜屋根を更新する。 

    ・総 事 業 費 22.2 億円 

    ・完 成 予 定 令和３年度 

（８）経営体育成基盤整備事業                       １０,０５５,５０９ 

   より効率的で安定的な農業を確立するため、農地を担い手へ集積し、区画 

整理、暗渠排水、用排水路、農道等の生産基盤の整備を実施する。 

   ・実施箇所 東雲原地区 外 57 地区 

   （主な箇所） 

東雲原地区（能代市）                                835,446 千円 

・全体計画 区画整理 152.0ha 

    ・総事業費 38 億円 

    ・事業期間 平成 28～令和４年度（予定） 

金足西部地区（秋田市）                         441,811 千円 

・全体計画 区画整理 229.2ha 

    ・総事業費 64 億円 

    ・事業期間 平成 30～令和５年度（予定） 

    高野尻地区（北秋田市）                193,200 千円 

    ・全体計画 農地中間管理権が設定された農地における区画整理 29.0  

    ・総事業費 ８億円 

    ・事業期間 令和元～６年度（予定） 
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（９）造林補助事業                             ２,１４５,５６７ 

   多面的な機能が十分発揮できる森林を育成するために実施する植栽、下刈、 

間伐等の適正な森林整備について助成する。 

（10）治山事業                              ３,５７２,１４７ 

   山地に起因する災害を防止し、森林の機能を維持強化するため、荒廃地の 

復旧整備を実施し、渓流や山腹斜面の安定化を図る。 

・実施箇所 小割沢地区（鹿角市）外 92 箇所 

・実施内容 治山ダム工、土留工、地すべり対策工、森林造成 等 

２ 環境保全対策の推進 

 （１）八郎湖「わがみずうみ」創生事業                       ５１,０３５ 

    八郎湖の再生に向け、各種水質保全対策を実施する。 

①発生源対策                          900 千円 

     ・事業内容 工場等の排水基準検査の実施 

           高度処理型合併浄化槽の設置に対する助成 

②湖内浄化対策                                   26,142 千円 

     ・事業内容 西部承水路及び大久保湾における水の流動化促進 

           高濃度酸素水供給装置による水質改善 

           アオコ常時監視カメラによる監視体制の強化 

③調査研究等の推進                                    12,549 千円 

     ・事業内容 水質環境基準等調査の実施、八郎湖研究会での検討、 

           地域住民との環境保全活動の実施 

④農地排水負荷削減対策                             11,444 千円 

 ・事業内容 無代かき栽培等の普及拡大 

ヨシによる自然浄化施設での水質浄化 

（２）環境あきたエコ活動促進事業                          ２,７５０ 

    県民の自主的な環境保全活動の促進を図るため、民間団体が行う環境保全 

活動に要する経費を助成する。 

・補 助 先 民間団体 

   ・事業内容 民間団体の自主的な環境保全活動経費に係る補助 

    ・補 助 率 9/10（県 10/10） 

    ・限 度 額 30 万円 

（３）ストップ・ザ・温暖化あきた推進事業                     １８,０２０ 

    地球温暖化防止に向けた県民総参加による取組を推進するため、普及啓発 

や地域センターへの支援等を行う。 
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（４）環境活動推進事業                              ２５,５００ 

    環境保全活動を推進するため、環境教育や環境保全に係る普及啓発、活動 

    支援等を行う。 

①環境教育等推進事業                    2,114 千円 

     ・事業内容 学校や地域における環境教育支援等 

     ②あきたエコ活促進事業                     10,969 千円 

     ・事業内容 あきたエコ＆リサイクルフェスティバル開催の支援 

スマホアプリ「あきエコどんどんプロジェクト」の運営 

     ③ 食品ロス削減推進事業                     2,559 千円 

     ・事業内容 食品ロス削減推進計画策定に係る会議の開催等 

     ④海岸漂着物等発生抑制普及啓発事業                7,428 千円 

     ・事業内容 ＳＮＳ等を活用したクリーンアップ活動の推進 

美しい秋田の海での環境体験学習ツアーの実施 

市町村海岸漂着物等発生抑制普及啓発事業費補助金 

     ⑤ワンウェイプラスチック使用削減啓発事業             2,430 千円 

     ・事業内容 レジ袋削減・マイバック持参運動の普及啓発 

マイボトル持参運動の普及啓発 

（５）海岸漂着物地域対策推進事業                        ６８,４０６ 

重点的に取り組む必要のある区域において海岸漂着物等の回収・処理を行う。

（６）能代産業廃棄物処理センター環境保全対策事業               １６１,９７４ 

    汚水処理等の環境保全対策を実施するとともに、Ｎo.２処分場に残存する 

廃油入りドラム缶の掘削撤去を行う。 

・事業内容 汚水処理施設の維持管理 

環境モニタリング調査 

廃油入りドラム缶の掘削撤去工事 

（７）環境保全センター整備事業（環境保全センター事業特別会計）        １５２,３１０ 

    既設処分場の維持管理工事等を実施するほか、新規処分場の供用に向け、 

付帯施設の整備を行う。 

①既設処分場整備事業                      70,225 千円 

・事 業 内 容 Ｄ区Ⅰ期処分場維持管理工事等 

②新規処分場（Ｄ区Ⅱ期）整備事業               82,085 千円 

 ・総 事 業 費 約 47 億円（変更前 約 53 億円） 

 ・継続費設定  平成 29～令和２年度 

・R2 年 度 事 業 搬入道路の整備 

・供 用 開 始 令和２年５月（予定） 
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（８）野生鳥獣被害防止対策事業                              １４６,３１９ 

    イノシシ、ツキノワグマ等の被害防止対策、新規狩猟者の確保・育成を行 

うほか、県立総合射撃場クレー射撃場を狩猟技術訓練施設として整備し、 

狩猟技術の維持・向上を図る。 

①特定鳥獣捕獲・被害防除対策事業             9,207 千円 

     ・事業内容 センサーカメラによるイノシシの出没情報収集・提供シス 

テムの運用 

           地域ぐるみの鳥獣被害対策支援   

ベアドックを活用したクマの追い払い技術の研究 等 

    ②担い手確保・育成事業                 7,882 千円 

     ・事業内容 狩猟免許の取得支援              

スラッグ弾実技講習 

罠による捕獲技術講習会 等 

    ③普及啓発事業                      2,632 千円 

     ・事業内容 「狩猟の魅力まるわかりフォーラム」の開催   

野生鳥獣の被害対策について県民向け出前講座を開催 等

    ④生息調査事業                      3,225 千円 

     ・事業内容 ニホンザル、カモシカ生息調査 

カワウ生息調査 

    ⑤狩猟技術訓練施設整備事業              123,373 千円 

     ・事業内容 舗装工事 

           看板設置 

施設の運営 等 

（９） 秋田県環境基本計画策定事業                        ７,９６８ 

    秋田県が目指すべき環境像とその実現に向けた基本方針となる環境基本

計画を策定する 

３ 安全・安心な生活環境の確保 

（１）生活基盤施設耐震化等交付金事業                   １,００８,４９５ 

    水道事業者が実施する水道施設の耐震化等に要する経費に対し助成するほ  

か、県水道ビジョンの策定や市町村担当者を対象とした研修会等を実施する。

    ①生活基盤施設耐震化等交付金             1,007,020 千円 

・対 象 者 水道事業者（県内 11 市町村） 

     ・交 付 率 1/4～1/2（国 10/10） 

    ②水道事業フォローアップ事業                 494 千円 

     ・事業内容 市町村水道事業実務担当者向け研修会の実施等 

    ③水道事業基盤強化対策事業                    981 千円 

     ・事業内容 広域的な見地から水道事業のあり方を示す県水道ビジョンの策定
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（２）雪対策推進事業                                  ７,９３８ 

   雪による人的被害を防止するため、安全な除排雪作業の普及啓発や地域に

おいて除排雪に取り組む団体の立ち上げ支援等を行う。 

①第３次豪雪地帯対策アクションプログラム推進事業      472 千円 

・事業内容 地域振興局毎の雪対策連絡協議会開催等 

②地域除排雪団体等担い手育成事業             3,972 千円 

    ・事業内容 地域において除排雪に取り組む団体の立ち上げ支援 

③冬の安全安心民間活力タイアップ事業             2,147 千円 

・事業内容 包括連携協定企業との協働による啓発 

雪処理の担い手確保に向けたイベントの開催 等 

④ 除排雪作業サポート事業                  1,347 千円 

・事業内容 除排雪団体に対するアシストスーツの貸出 

 （３）動物にやさしい秋田推進事業                       １６,２０３ 

    動物愛護センターにおいて犬猫の譲渡推進や動物愛護の普及啓発を図ると 

ともに、秋田犬をテーマにセンターの魅力アップに取り組み、「動物にや 

さしい秋田」を情報発信する。 

    ①「人と動物が共生する社会の形成」推進事業         5,214 千円 

     ・事業内容 ボランティア育成、犬猫の適正譲渡の推進 等 

    ②動物にやさしい秋田ＰＲ事業              10,989 千円 

     ・事業内容 秋田犬の展示やイベント等による情報発信等 

 （４） 勤労者等生活安定支援資金                       ５,０００ 

   勤労者等の生活安定化を図るため、融資資金の貸付原資を金融機関に預託 

      し、低利な資金を提供する。 

・融 資 対 象 育児・介護休業期間中の勤労者 

事業主の都合で離職した求職者 

・融 資 枠  1,000 万円 

・貸付限度額 100 万円 

・貸 付 利 率  1.25％（予定） 
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（５）あきた安全安心住まい推進事業（住宅リフォーム推進）            ２８１,９４３ 

・補助内容 住宅の増改築・リフォーム工事で、県内に本店を置く建設業 (再掲 266,000 含)

者等が施工するもの（工事費50万円以上、設備機器購入のみ 

の場合は除く） 

①子育て世帯枠 

・持ち家型    補助対象 18 歳以下の子２人以上が同居している親子世帯

         補 助 率 補助対象工事費の 20%（県 10/10、限度額 40 万円）

・中古住宅購入型 補助対象 18 歳以下の子１人以上が同居している親子世帯

         補 助 率 補助対象工事費の 30%（県 10/10、限度額 60 万円）

②移住世帯枠 

・中古住宅購入型 補助対象 県外から移住し、中古住宅を購入する世帯 

         補 助 率 補助対象工事費の 30%（県 10/10、限度額 60 万円）

                   ※住宅状況調査は 30%、10 万円 

・ 定着回帰型 補助対象 県外に居住し再び県内に住所を定める世帯等 

             補 助 率 補助対象工事費の 20%（県 10/10、限度額 40万円）

③災害復旧支援枠

補助対象 自然災害により被災した住宅に居住する世帯

             補 助 率 補助対象工事費の 10%（県 10/10、限度額 8万円）

    ※①は（P58）、②は（P49）の再掲 

（６）高齢者安全・安心アドバイザー事業                     ３５,３３７ 

高齢者宅を訪問し、交通事故や特殊詐欺被害等の防止に関する指導・啓発 

を行うアドバイザーを各警察署に配置する。 

・配置数 28 名 

 （７）車両整備・維持管理事業                         ２７,４９７ 

    老朽化が著しいパトカー等を更新する。 

 （８）維持管理及び指定工事事業                        １２１,６５６ 

    警察施設の保全のため、必要な改修・修繕工事等を行う。 

    ・事業内容 警察署等大規模修繕、大規模災害時における非常用発電機 

設置、アスベスト分析、除去工事 

（９） 警察学校・機動隊道場改築事業                         １６,７７４ 

警察学校及び機動隊の道場合築整備に伴い、県有財産部分の改修等を行う。 

    ・事業内容 ネットフェンス撤去、電力柱の移転 等 

（10）横手警察署改築事業                               ５１２,４４４ 

老朽化した横手警察署を改築する。 

・総 事 業 費 約 26 億円 

・継続費設定 平成 29～令和２年度（建築工事分） 

・R2 年度事業 車庫棟建築、外構 等 
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 （11）運転免許センター及び交通機動隊庁舎改築事業              １０２,８６５ 

    老朽化した運転免許センター及び交通機動隊庁舎を統合し、改築する。 

・総 事 業 費 約 53 億円 

・継続費設定 令和元～２年度（設計委託分） 

・R2 年度事業 実施設計 等 

・供 用 開 始 令和６年１月(予定) 

 （12）交番改築事業                                 ３４８,７０３ 

        老朽化した交番を改築する。 

    ・事業内容 （建築工事）  大仙警察署美郷交番 

五城目警察署昭和交番 

          （設計委託等） 秋田中央警察署幸町交番 

湯沢警察署稲川交番 

（13）交通安全施設整備・維持管理事業                     ３０３,８０５ 

   安全で快適な道路交通環境を整備・維持するため、道路標示塗装工事及び 

道路標識設置等を行う。 

（14）交通信号機整備事業                           ５２３,２１８ 

通学路等の安全確保のため信号機を新設するほか、老朽化した信号灯器等 

を更新する。 

・整備箇所 新設５基、制御機更新 100 基、信号柱建替 130 本、 

信号灯器更新 400 灯 等 

（15）交通管制システム整備事業                         ２７２,２０１ 

   適正な交通規制を行い、渋滞解消等により県民生活の利便性向上を図るた 

め、交通管制設備の更新等を行う。 

      ・実施内容 交通管制センター中央装置更新、交通監視用カメラ更新３式、 

車両感知器 40 式、外旭川新川線の信号集中制御化 等 

 （16）高齢者等にやさしい交通事故防止対策事業                 １２,４１９ 

    高齢者等が安全で安心して利用できる交通環境の整備を図る。 

・実施内容 エスコートゾーン道路標示 1 交差点、 

経過時間付歩行者用灯器設置 40 灯 等 

 （17）高齢者交通安全強化事業                          ３,３０６ 

    高齢者の交通事故を防止するための啓発活動を実施する。 

    ・事業内容 テレビＣＭ放映 

啓発イベント・反射材着用キャンペーンの実施 等 

 （18）大規模災害対策事業                           ３９,５４１ 

    大規模災害に対応するため、停電に備えた電池式信号機電源付加装置等 

を整備する。 
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４ ＩＣＴによる便利な暮らしの実現と地域の活性化 

（１） デジタルガバメント総合推進事業                           ３０,９４６ 

行政サービスの利便性向上や、行政コストの削減、業務の効率化を図る 

ため、行政の総合的なデジタル化を推進する。 

①行政のデジタル化等推進事業                576 千円 

・事業内容 行政の業務改革を行うためのデジタル化やオープンデー 

      タの活用に係る研修の実施 

②電子決裁システム等再構築事業            12,087 千円 

・事業内容 次期電子決裁システム等の構築に向けた調査・検討 

③庁内業務効率化推進事業                11,609 千円 

・事業内容 ＲＰＡやＡＩ等の新たなＩＣＴ技術を活用した庁内業務 

      効率化の推進 

④システム経費削減推進事業               6,088 千円 

・事業内容 庁内サーバ統合基盤の増設、基盤強化による運用コスト 

削減の推進 

⑤自治体クラウド推進事業                 317 千円 

・事業内容 県内市町村におけるシステムの共同利用等の取組を支援 

⑥情報セキュリティ対策事業                269 千円 

 ・事業内容 セキュリティ意識向上研修の実施 

 （２）地域情報格差解消事業                          １３,１１３ 

    市町村が実施する情報通信基盤施設の整備に対し、助成する。 

    ・実施内容 移動通信用鉄塔施設整備 

    ・整備地区 大館市平滝地区 

    ・補 助 率 11/15（国 10/11、県 1/11） 

（３）秋田ＩＣＴ戦略事業                               ２,７７５ 

県内産業の振興や地域課題の解決等を図るため、ＩＣＴやＩｏＴ等の先進 

技術の普及や導入促進に係る活動等を実施する。 

・事業内容 ＩＣＴやＩｏＴ等の先進技術の普及・導入を進める官民連携 

組織「秋田デジタルイノベーション推進コンソーシアム」の 

運営 

先進技術に関する県民の理解を深め、県内企業への導入促進 

を図ることを目的としたＩＣＴフェアの開催 
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Ⅱ その他 

 （１）知事選挙費                               ２７１,７４８ 

    令和３年４月 19 日の任期満了に伴い実施される知事選挙の準備等を行う。 

（２）お成り事務費                                 ５,７０７ 

    「令和２年度全国食生活改善大会並びに第 51 回全国食生活改善推進員協議 

会大会」に御来県される皇族をお迎えする。 

（３）広報事業費                                 ６６,４１２ 

県政情報を分かりやすく伝えるため、広報紙やテレビ、ソーシャルメディ

アなど、様々な媒体を活用した広報を実施する。

①広報事業                       62,998 千円 

広報紙、新聞広報、テレビ広報、ラジオ広報により県政情報を提供する。 

②職員一人ひとりの「伝える力」強化事業          273 千円

     県・市町村の広報担当者を対象としたワークショップを開催する。 

③ ソーシャルメディアによる情報発信力向上事業      3,141 千円

     プロのライターによる記事投稿と併せ、記事へ誘導するＳＮＳ上での広 

告を行うことなどにより、県公式ツイッター・フェイスブックの周知と 

利用者数の増加を図る。 
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